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緒言
本報告書は､平成15-18年度の4年間､日本学術振興会からの科学研究補助
金(基盤(B)､課題番号15330132)を受けて実施された研究成果の一部を収録し
たものである｡
今日の日本における社会的論争のひとつは公共事業を巡るものである｡国民生
活に必要な社会資本の整備という点で公共事業は重要な役割を果たしているが､
一方でその問題点も指摘されている｡ひとつは､その制度上あるいは財政上の問
題であり､公共事業自体の非効率性が政治経済学やジャーナリズムの観点から議
論されている｡もうひとつの問題点は､公共事業の実施により社会全体の利益を
高めようとする行政と､それによってさまざまな負担を強いられる地域住民との
利害対立をどのように調整すべきかという執行上の問題である｡
公共事業とは､国または地方公共団体の予算で行う公共的な土木工事･営繕工
事の事業で､道路･港湾の整備､河川の改修などを含むものである｡公共事業は
国民の生活を便利にし､経済活動を支える社会資本の整備に資するものであるが､
しかし､公共事業はしばしば地域紛争を引き起こすことがあるo　そうした状況の
中で､この政策に対する人々の受容､即ち､公共受容を促したり､これを阻害す
る心理的要因が何であるかを明らかにすることは社会科学の重要な課題であろう｡
この点において社会心理学がどのように貢献できるのか､本特集論文は､政策の
公共受容と社会的合意形成という全社会的課題に対し､社会心理学的アプローチ
の可能性を探るものである｡
世論調査を見ると､現在の公共事業に対して多くの国民が不満をもっているo
公共事業は国民と社会にとって大きな利益をもたらすものであるのに､なぜ､現
代の国民はこれに対して懐疑的なのだろうか｡日本は1980年代まで続いた高度
成長によって道路､鉄道､電気､ガスなどの基本的な社会資本は整備が済み､こ
れによって市民の生活水準も西欧諸国並みに高まった｡その結果､国民の間で､
公共事業のもたらす利益に対する魅力が低下しているという意見がある(中山,
2001)｡また､自然環境や歴史的景観の保護などに対する人々の関心が高まり､
この点から公共事業を批判する人が増えたとの見解も正鵠を得ているように思わ
れる(社会資本を考える研究会, 1999)｡さらに､日本は90年代以降､経済発展
が停滞し､国の財政が逼迫している｡それ故､税金の支出に対する国民の目が厳
しくなっていることも､公共事業政策に対して懐疑的な見方を生み出す一因と思
われる(五十嵐.小川, 2002).
しかし､日本国民は､本当に､公共事業はもはや不要であると考えているのだ
ろうか?利便性や豊かさを求める人々の欲望には限りがないし､また､国の産
業が国際競争力を維持するためには技術の進展に対応した社会資本の構築が必要
であることは国民の多くが理解していると思われる｡日本の市民の多くが公共事
業政策には不満をもっているのは事実であろうが､彼らがすべての公共事業をや
めることを望んでいるとは思われない｡そうではなく､日本国民の多くは公共事
業がもっと適切に計画され､施行されることを求めており､この点からして､現
在の公共事業政策とその執行の仕方に対して不満を抱いているのではないかと思
われるDそれ故､日本の市民がどのような公共事業を適切と見なすのか､また､
どのような進め方が望ましいと思っているのか､この点を明らかにするという点
で､社会心理学が貢献できる余地があるように思われる｡
公共事業の特徴の一つは､その実施によって大多数の国民が利益を受けるが､
一方で､不利益を被る少数のものが生じることである｡後者は､多くの場合､工
事が行われる地元の住民で､立ち退きを余儀なくされる､騒音や大気汚染などの
環境被害を受けるといったことが生じる｡つまり､公共事業は少数の人の犠牲の
上に多くの人の利便性を実現するという構図をもっており(小林,2003)､これが
しばしば地域紛争を引き起こす原因となる｡その最も深刻な例は60年代後半か
ら始まった成田空港闘争であり､それは現在においても完全には解決されてはい
ない｡このこじれた地域紛争は､長い間､日本の航空行政に足かせとなり､日本
の航空産業の発展を阻害してきた要因のひとつであったD
政府や行政や住民の反対があってもこれを無視して強制的に事業を推進してき
たが､近年はそうした姿勢を転換し､世論の動向を見ながら柔軟な対処をとるよ
うになってきたo　しかし､世論が何であるかは必ずしも明瞭ではないo政治家や
ジャーナリストはしばしば世論に言及して自説を主張するが､その根拠は明瞭で
ないことが多い｡時にはマスコミが世論調査を実施する｡それは個別の紛争事例
については市民の意見分布を示しはするが､公共事業に一般に対して人々が抱い
ている公共評価の仕組みを明らかにするものではない｡これは一種の社会的認知
研究であり､社会心理学の理論と知見が活用される場であるように思われる｡
本報告は､こうした問題意識に立って､公共事業政策の公共受容と評価の仕組
み､公共事業に関わる地域紛争の解決と社会的合意形成の方策に対して､社会心
理学の方法論を用いてアプローチした諸研究の成果をまとめたものであるo　それ
らおいて共通に用いられている研究枠組みは手続き的公正理論であり､その意味
で､本報告は手続き的公正理論の現実の社会問題に対するひとつの応用の成果で
もある｡
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公共事業政策に対する公共評価の心理学的構造:
政府に対する一般的信頼と社会的公正感
大測意-
(東北大学大学院文学研究科)
全国15地域の一般市民772名に対する社会調査によって､社会的公正感､政府に対する信
頼､公共事業政策に対する評価などを測定し､それらの間の関係を分析した｡公正感､政府
に対する信頼､公共事業政策などに対する評価は全体として厳しいものであった｡公共事業
政策評価は事業そのものの評価と事業主体である行政の評価に分かれること､前者に関して
は肯定的評価と否定的評価が独立性の高い別次元となることなどが兄いだされた｡また､政
府に対して一般的信頼を持たない回答者が公共事業政策をあらゆる面で否定的に評価する偏
向が見られ､このことは､人々がヒュ-リステックな政策評価を行っていることを示唆して
いる｡また､政府に対する一般的信頼は､ミクロ､マクロ､地域､職業の4水準における社
会的公正感によって強められることも確認された｡このことは､社会集団内において自分が
どのように扱われていると感じるかが集団の権威者(例えば､政府)に対する態度を規定す
るとする粁仮説を再確認するものであった｡
キーワード:公共事業､政策評価､社会的公正､信頼
序論
本研究の目的は､国民が公共事業政策をどのように見ているのか､その評価の心理学的構
造を明らかにし､また､それが国や政凧こ対する態度によってどのように影響を受けている
のかを検討することである｡
公共事業政策に対する国民の評価､即ち､公共評価(publlCeValuat10m) lの仕組みを分析
政策の公火評価と政府に対する信頼　2
することにはどのような意味があるのだろうか｡公共事業は国の税金によって賄われるとい
う意味で､その立案や施行は国民の承認を得る必要があるU　その意味で､国民は公共事業政
策に対する意思決定権者であるo　議会制民主主義の我が国では､公共事業政策について直接
国民の信が問われることは少ないが､政府による立案も議会の決定も国民の意思を反映した
ものとして行われる必要があり､それ故､公共事業政策にたずさわる諸官庁と専門家たちは
国民の支持を得るべく努力するというのが原則である｡公共事業政策に対する公共評価がど
のような観点から行われているか､また､それがどのような要因によって影響されるかを明
らかにすることは､こうした意味からも社会科学の重要な課題であると思われる｡
公共事業政策における国民の立場:受益者と負担者
政策の公共評価の仕組みを検討するにあたって､公共事業において国民がどのような立場
にあるかをまず明らかにする必要がある｡事業の対象地域に住む住民は他地域の市民を部外
者とみなし､メディアなどに対して｢部外者に口出しされたくない｣といった反応を示すこ
とがあるo　対象地域以外の国民は公共事業において部外者なのであろうかo
公共事業の一つの特徴は､その政策の実施によって一部の市民は利益を得るが､他の一部
の市民は不利益を被るという対照的利害関係を発生させることである(福野･大捌､ 2001)0
他の政策においても国民が利益者と不利益者が分かれることはある｡例えば､所得税法を変
更すると､それによって利益を得る人たちと不利益を被る人たちが出来る｡しかし､公共事
業ほどそれが顕著に生じる政策は少なく､しかも､利益･不利益の地域的偏りを示すという
ところにその特徴がある｡例えば､ダムを作ることによって電力が作られ､その供給を受け
る主に都市部の住民は受益者となるo　また､ダムの下流地域に住む人々は洪水などの危険を
避けることが出来るという意味で彼らも受益者となる｡一方､ダム建設によって居住地や耕
地を奪われる人々がおり､彼らを負担者と呼ぶことができる｡しかし建設費は､ほとんどの
場合､税金から支出されるため､国民全体が負担者側に含まれることになるU　高速道路につ
いても同様であるo　その道路を利用する人々にとっては利益があるが､道路建設のために立
ち退きを強いられたり､騒音に悩まされる沿線住民には負担が大きい｡また､国の予算が投
入される場合には､やはり国民全体が負担者でもある｡
国民は税負担をするという意味で負担者に過ぎないかというと､必ずしもそうではない｡
まず､いつかは都市に住んでダムが生み出す電気を享受することがあるかもしれないo　どん
なに遠くても､いつかは新しくできた高速道路を利用することがあるかもしれない｡また､
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ダムにしろ高速道路にしろ､公共事業政策は特定ダムや特定道路の建設に限定されたもので
はなく､ダムによって電力を確保するとか高速道路網によって全国の交通運輸体系を整備す
るといった全体的計画に基づいて立案されているo　従って､問題になっているものがたとえ
他地域の事業であっても､その基礎にある全体計画が遂行されていればいつかは自分の地域
が受益地となる可能性がある｡このように､すべての国民にとって公共事業政策は潜在的に
は受益者となりうる可能性を含んだものである｡
利益は潜在的なものであり､一方､負担もまた税という実感の沸かないものであるところ
から､当該地域の住民に比べると一般の国民にとって公共事業は利益も負担も具体性に乏し
いものになりがちであるD　これが部外者とみなされる理由でもあるが､こうしたことが､他
の政策に比較して公共事業政策の評価には何らかの特徴をもたらすのではないかと思われる｡
公共事業政策に対する公共評価の観点
公共事業に関する一般市民の意見については行政やマスメディアなど様々な機関によって
調べられてきた(例えば､青木･西野･松井･鈴木､ 2003;財務省､ 2004)｡それらの意見
は図1のように､評価対象によって2領域に分けることができるo　それは事業そのものに対
する評価と､事業を推進する主体である行政に対する評価である｡我々はそれぞれの対象に
関して肯定的意見と否定的意見があると仮定したo事業に関する肯定的意見としては､ ⊥｣
事業の直接的効果と間接的効果を評価するものである｡前者は､公共事業が国民生活にとっ
て必要な社会資源を作るものであるというもの(社会資源整備)､後者は公共事業が経済の活
性化に役立つとする意見である(経済効果)｡否定的意見としては､公共事業は特定業界だけ
に資するものであるとか､特定地域に偏っているなどその不公平さを指摘するもの(不公平)
と税金の無駄遣いであるなど非効率的であることを非難するものがある(非効率性)｡行政に
対する肯定的意見としては､行政の中立性や合理性が信頼できるとするもの(信頼性)､行政
は住民の意向を考慮しているといったもの(住民尊重)がある｡行政に対する否定的意見は
これらの反対である｡
これらの意見は公共事業一般についてのものであって､個々の事業についてはその特殊性
に応じて特殊な肯定的あるいは否定的意見があるものと思われるo例えば､公共事業ではし
ばしば環境問題が取り上げられ､これに対する評価が事業に対する意見を左右することがあ
るo Lかし､公共事業には電話線の敷設､学校の建設など､環境問題が重要な争点とはなら
ないものも少なくない｡そこで本研究では環境問題は個別事業に対する意見とみなし､今回
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の意見図式には取り入れなかった｡
以上より､本研究では図1の構造に従って意見項目を作成し､公共事業に対する国民の意
見を調べた｡具体的には､次の2つ仮説の検討を試みる｡
仮説1.公共事業に対する評価は事業そのものに関する評価と事業主体である行政に対
する評価に分けられるであろう｡
仮説2 :事業評価と行政評価を表す意見は､それぞれ､肯定･否定を両極とする1次元
を構成するであろう｡
さらに､行政であれ事業そのものであれ､肯定的意見が強い人ほど公共事業に対しては満
足感が強いと思われるので､次の仮説を追加した｡
仮説3　どちらの評価も肯定的な人ほど､公共事業政策に対する満足感が強いであろうo
政策評価に関する諸理論:政策評価のヒュ-リステック
人々がある政策をどのように評価するか､これに関するもっとも有力な説は自己利益説で､
これは人々が政策の善し悪しを自己の利害の観点からのみ評価するというものである
(Buchanan&Tullock, 1962)｡この説によると､人々は自分にとって利益をもたらす政策
は支持するが､不利益をもたらす政策には反対すると予測されるo　こうした功利論は政治家
や官僚など政治･行政の専門家の間に広く見られるo政策の立案やその実施に関わるこうし
た専門家たちは､ある政策を国民に問う場合､その有益な側面のみを強調し不利益な側面は
隠すというやり方をとることが多いが､それは彼らが功利論の信奉者だからである｡つまり
彼らは､自分にとって不利益な政策に対して人々は反対するだろうと思っているので､政策
に対する国民の支持を獲得し､その実現をはかるには､政策の不利益面にはできるだけ触れ
ないのがよいと信じているのである｡
自己利益説に立つなら､公共事業政策はどんなものであれ､国民から広範な支持を得るこ
とは困難である｡何故なら､税負担という形でその政策から生ずる不利益は国民全体に及ん
でいるのに対して､公共事業から得られる直接利益を享受できるのは､多くの場合､ある一
定地域の住民に限定されるからであるo一般国民の潜在的利益は文字通り｢潜在的｣なもの
で､それだけでは自己利益に叶う要因とはなり得ないであろうo
自己利塩にのみ関心のある人々がこうした状況において公共事業政策を支持するのは､次
のふたっのケースのみである｡第1は､言うまでもなく､自分自身が事業によって利益を得
る地域の住民であることである｡もうひとつは､この政策を継続するなら近い将来､確実に
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自分の地域においても同種の事業が実施されると確信できる場合である｡例えば､高速道路
網や新幹線整備の全体計画が提示され､将来､自分の地域にも利益がもたらされると見込ま
れる場合にのみ､他地域で実施されるそれらの建設計画に人々は賛成するであろう｡
人々の政策評価に関する第2の理論的立場は社会的価値を強調するものである(大山,
2001; Sears &Funk, 1991)o東西冷戦の時代は､自由主義対共産主義などの政治的イディオ
ロギ-が人々の政治的行動において大きな影響力を持った0　日本における安保闘争は､少な
くとも一時期は､一部の活動家による政治運動であっただけではなく､賛否両論を含め全国
民の関心事であった｡現代においても､平和､福祉､環境など人々の政治的関心を引くテー
マがいくつかあり､これらは必ずしも個人的利害に直結するものではないにもかかわらず､
人々の投票行動や政策評価に一定の影響を与えている｡こうしたことは､人々の政策評価が
個人的利害のみによって規定されているわけではなく､国や社会がどうあるべきかについて
人々が抱く価値観によっても影響されていることを示唆している｡そうした価値の中で､研
究者たちが特に注目してきたのは正義と公正である(大坪, 2004)｡
公正は人々がその資格(権利と義務)に相応しい処遇を受けることであり､それを実現し
ている状況や手続きが公正とみなされる(Adams, 1965)o人々が国の政策を公正の観点から
評価していることは内外の研究において確認されており(例えば､Imazal&Ohbuchl, 1988)､
これが政策評価のひとつの次元であることは疑いない｡公正や正義の意義は､個人的利害を
超えた､あるいは個人的利害とは別の観点から人々が政策評価を行いうることを示唆してい
る点である｡既に述べたように､自己利益だけが唯一の評価軸であるなら､ほとんどの公共
事業政策は国民によって支持されないであろう｡しかし､人々が自己利益のしがらみを脱し
て､社会全体のあり方について考え､これに基づいて政策判断ができるのなら､利害が対立
しやすい公共事業政策に関しても合意と支持を得ることは可能であろう｡それ故､近年､こ
の分野においては公正評価の仕組みやその要因の研究が盛んに行われるようになった(藤井,
2004)o
政策評価の第3の理論は政府-の一般的信頼を強調するヒュ-リステック論である(TYler,
1990)o本稿では､一般的信楯という用語を｢どのような政策であれ､政府は自分たちに対し
て有益な意思決定をしてくれるはずだ｣という政府に対する一般化された信頼感を指して用
いるo個々の政策は一般市民には難解な部分が少なくない｡様々の分野の専門家が参加して
立案した政策について､その長所と短所のすべてを素人が理解することは困難である｡ダム
による発電事業を例にとると､電気需要の予測､種々の発電システムのコスト比較､ダムに
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よる環境-の影響､河川災害のリスク予測など､多くの専門家を動員して分析された複雑な
データに基づいて政策は立案される｡そうした複雑な要素から成る公共事業政策に対して専
門家ではない一般国民が自分だけでその是非を判断することはきわめて困難である｡このよ
うに､政策自体の内容的検討が困難な場合､人々はしばしば政策を提案する主体が信頼でき
るかどうかによってその是非を判断しようとする(Chanley, 2002; Cltrln& Luks, 2001)ロ
これは説得の精微化見込みモデル(Petty & CaclOppO, 1986)における周辺ルートの利用
に類似したメカニズムで､政策評価において用いられる1種のヒュ-リステックと考えられ
る2｡このヒュ-リステックの対象になるのは政府だけではないo政策に反対している野党が
対象になることもあるoある野党を信頼している人は､その野党が反対しているという理由
で､ある政策を否定的にみるということが考えられる｡反対に､政府を信頼している人ほど､
公共事業政策に対して支持を与える傾向が強いであろう｡
公共事業政策には工事技術や需要予測など特に専門的要素が多く含まれているので､その
公共評価においては他の政策以上に周辺ルートに基づく判断が生じやすいと思われるoそこ
で､本研究では､このような政策ヒュ-リステックに注目し､政府に対する一般的信頼が公
共事業政策に対する評価に影響を与えるかどうについて検討を試みる｡具体的仮説は次の通
りである｡
仮説4 ‥政府に対する一般的信頼の強い人ほど､公共事業政策に対する評価は肯定的で
あろうo
政府に対する一般的信頼の要因:社会的公正感
政府に対する一般的信頼は､理論的には過去の政策がもたらした結果の有益さや公正さに
基づいて形成されると考えられる｡しかし､政策は数多くあり､その一つ一つについて人々
がそうした評価を行っているとは考えられないUここでもヒュ-リステック的な判断が見ら
れる｡それは､政府が関与した政策のすべてについて調べるのではなく､関心のあるものを
一部取り上げて､その善し悪しで全体を評価しようとするやり方である｡
こうしたヒュ-リステック的な公共評価として社会的公正を強調する研究者もいる(Lin°
&van denB｡sS, 2002)o自分が社会の中で公正に扱われていると感じている人は､この社会
を運営している現在の政府を支持する傾向があるであろう｡それは､具体的な政策と結びつ
けて理解するものではないが､全体として政府の諸施策が正しいからこそ社会的公正が保た
れているのであろうと推論するからである｡反対に､自分が公正に扱われていないと感じて
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いる人は､個々の政策との因果関係は不明であるにしても､現在の政府の諸施策に問題があ
るためであると考えるであろうo大捌たちは､一連の調査研究を通して(大捌,2004;大洲･
今在, 1999;大捌･福野, 2003)､社会的公正感が国に対する愛着や政府に対する支持的な態
度を強めるという公正の紳理論の検討を試みた｡彼らの研究結果は､社会的公正知覚が政府
に対する信頼を強めることを示しているo
近年､社会的公正感の多面性が関心を持たれている(Azzl & dost, 1997, BrlCkman, Folger,
Goode, &Schul, 1981)｡社会において公正に扱われているかどうかの判断は個人レベルだけ
でなく､集団レベ/レでも行われることがあり､例えば労使交渉のように､ある場合には集団
レベルの方が重要であることも少なくない｡しかし､人々は多くの集団に所属しているので､
どの所属集団について判断するかによって公正感は変化する｡大洲･福野(2003)は日本の
一般市民を対象に､マクロ(国民全体)､職業集団､地域集団の3水準の公正感とその要因の
測定を試み､ 3水準間に中程度の相関があることを兄いだした｡この結果は､水準間におけ
る公正感は連動しているが完全に一致してはいないことを意味しているo解釈の仕方を変え
ると､よく一致した人もいるが余り一致しない人もいるということであろうoいずれにしろ､
社会的公正感は単一のものではないと考えられるので､本研究においても､マクロ(国民全
体)､職業集団､地域集団の3集団とミクロ(個人)の4水準において社会的公正感を測定し､
公正の紳理論に基づいて､これが政凧こ対する一般的信頼を強めているかどうかを検討した｡
仮説5:4水準の社会的公正感は､それぞれ､政凧こ対する一般的信頼を強めるであろうo
公共事業政策評価の心理学的モデル
以上､我々が操案した諸仮説を統合すると､図2のようなモデルを構築することができるo
ただし､これは公共事業に対する満足感は含んでおらず､公共事業の政抑価に対する要[垂]
モデルで､社会的公正感が政府に対する信頼を規定し､これが公共事業政策の評価に影響を
与えると予測するものである0　本研究では社会的公正感を4水準で測定するが､それらは日
本社会に対する全体的公正感を構成するとみなし､このモデルでは､水準別公正感の背後に
社会的公正感の因子を仮定している｡また､既に述べたように､公共事業政策評価は行政に
対する評価と事業そのものに対する評価の2次元から成ると仮定し､それぞれに対する公正
感や政府に対する信頼の効果を検討する｡
方法
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調査対象者
調査対象者は全国の20歳以上の有権者3000名で､全国16市町において選挙人名簿に基づ
き等間隔無作為抽出法によって選抜した｡調査対象者ができるだけ地域的に偏らないよう､
調査地区として｢大都市｣ ｢地方都市｣ ｢郡部｣からバランスよく含めるよう選抜した｡ ｢大都
市｣として東京都荒川区､千葉県我孫子市､大阪市旭区､大東市の4地区､ ｢地方都市｣とし
て札幌市東区､江別市､秋田市､仙台市太白区､広島市西区､松江市､那覇市の7地区､ ｢郡
部｣として秋田県南秋田郡五城目町､宮城県柴田郡柴田町､広島県加茂群黒瀬町､鳥取県八
束郡東出雲町､沖縄県島尻郡南風原町の5地区である｡有効回答は772名(男性383名､女性
386名､不明3)から得られ､回収率は全体では25.7%だったが､大都市20.1%､地,b一都市28.1%､
郡部28.5%となり､大都市部において若干低かった｡回答者の平均年齢は538歳(sD-14 150)､
範囲は20-99歳であるo 20代59名､ 30代88名､ 40代127名､ 50代187名､ 60代191名､
70歳以上120名で､やや年長者の方が多かった｡各年代とも男女比に大きな偏りはなかったo
調査の手続きと調査項目
2002年3月に郵送法による調査を行った｡調査票に対する回答は無記名である｡対象者に
｢日本の社会､国､政府､および公共事業政策に対してどのような意見を持っているか｣と
たずね､表1に示す項目が自分の考えにどれくらい当てはまるか回答を求めた｡本研究では､
日本における社会科学の慣例にならって､知覚された公正さを｢公正感｣という言葉で表現
する｡ ｢感｣とは言ってもこれは感情ではなく､ ｢良い･悪い｣という認知的評価であるo
社会的公正感　回答者には､ミクロ､マクロ､地域集団､職業集Eflの各水準において公正感
をたずねた｡ミクロ水準公正とは､回答者個人が政府や行政機関によって公正に扱われてい
ると感じるかどうかをたずねたものである｡マクロ水準公正とは国民が､職業水準公正とは
自分と同じ職業的立場の人が､また､地域水準公正とは自分が住む地域の人々が､それぞれ
政府や行政機関によって公正に扱われていると感じるかどうかをたずねたものであるU　大
捌･福野(2003)が用いた項目にミクロ水準での公正感を測るものを追加し､それぞれ1項
目を用いた(表1)｡
政府に対する信頼　回答者には表1に示す8項目を呈示して､日本の国や政府についてど
のような意見を持っているかたずねた｡これらの項目は政府や行政システムが機能的で､国
や国民にとって有益であるかどうかといった認知的評価に関する項目と､政府や行政システ
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ムを誇りに思うかといった情緒的な態度を問う項目から成る｡
公共事業に対する満足感と政策の評価　公共事業に対する全体としての満足感は表1に含
まれている最後のl項目で測定した｡政策の公共評価に関しては､図1の図式に基づき､事
業自体と行政に対する肯定的､否定的意見の項目を作成した｡事業に対する肯定的意見とし
ては､その直接的効果としての社会資本整備と間接的効果としての経済の活性化を測る7項
目を作成した｡事業に対する否定的意見としては不公平と非効率性に関して7項目を作成し
たo行政に対する肯定的意見としては信頼性と住民の尊重に関する7項目を作成したo　これ
らの項目は表2に示されているD　回答者には､公共事業のあり方について意見をたずねたい
と依頼し､各項目を評定させた｡
表]および表2のすべての項目に関して､回答者にはすべて､ ｢全然そう思わない｣ (1) ～
｢強くそう思う｣ (6)の6点尺度で評定を求めた｡
結果と考察
政府に対する信頼と社会的公正感
まず､ 4水準の公正感に対して主成分分析を行ったところ､表1に示すように､ 4項目の負
荷畳はいずれも高く､ほぼ1次元とみなしてよいものだったo4項目の平均値は2.96(SD,96)
だったo　表1には水準別公正感の平均値も示されているが､それらをみてi)､すべて評定尺
度の中点(3.5)を下回っているので､このことは､本研究の回答者たちが全体として日本社
会の公正さを低く評価していることを意味している｡他の調査研究においても､日本人が日
本社会を不公正な社会と見ていることが報告されている(Imazal&Ohbuchl, 1998,･福野･
大捌,2003;海野･斎藤､ 1990)o　特に､海野･禁藤の研究は10年以上前に行われたものだ
が､本研究とよく似た結果を示しているので､こうした傾向はかなり長期にわたってみられ
るものであろうと推測される｡
政凧こ対する信頼を測定する項目の平均値も総じて低く､ 3点以下だったo　これらの項目
の主成分分析結果もやはり1次元を示した(表1)｡ 8項目の平均を政凧こ対する信頼の得点
として､その平均値を求めたところ､ 2.65(SD=.83)だった｡この得点が3.5以上の人は政府
を信頼しているとみなしてその割合を求めたところ､ 15%に過ぎなかった｡残り85%の回答
者は政府を信頼していないと答えたことになるU
本調査が行われたのは､国民からの強い期待を背負った小泉内閣が成立して1年余り経っ
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た時期であるo小泉内閣はそれまで70%強と高い支持率を維持してきたが､本調査と同時期
に行われた世論調査では支持率が40%まで急落した(朝日新聞､ 2002)｡その直接の原因は､
予算案審議中に発生したNPO問題の混迷から田中真紀子外務大臣を更迭したことである｡
小泉首相の個人的人気は依然高かったと思われるが､政府に対して大きな影響力を持つ自由
民主党の抵抗が強く､首相が政府内部で孤立しているように見え､ ｢小泉首相でも改革は困難
か｣といった失望感が国民の間に広がった時期である｡このように､ 2002年の春に行われた
本研究の結果では､社会的公正感､政府に対する信頼ともに低く､日本の国民が政府と日本
社会に対して､この時期､厳しい見方をしていたことが示されている0
我々は公正の粋仮説に基づいて､ 4水準で測定した社会的公正感が政凧こ対する信頼を強
めると予測したo　統計的には社会的公正感はほぼ1次元構造だったが､福野･大測(2003)
の研究では水準別公正感が国と政府に対する態度に対して独自の影響を示していたことから､
4水準の公正感を独立変数とし､政府に対する信頼を従属変数とする回帰分析を試みた｡結
果は表3に示されているが､ 4水準の公正感はそれぞれ有意なβを示し､我々が仮説5にお
いて予測したように､これらは互いに連動しているとはいえ､政府に対する信頼に対してあ
る程度独自の寄与をしていることを示唆しているo
βからするとマクロ公正感の影響力が最も大きいが､これは､政府に対しては国民全体と
いう立場で考えることが回答者たちにとって最も公正感を判断しやすいものであったことを
示唆しているo地域公正の影響は小さかったが､これは福野･大側の結果とも一致したもの
であるU最近､日本の国民の間に地域共同体の意識が強まってきているといわれてはいるが､
国や政府による処遇を地域単位で評価するという姿勢はまだそれほど顕著ではないのかもし
れないo　それよりはむしろ自分が所属する職業集団の方が､社会において公正に処遇されて
いるかどうかを判断することが容易なので､政府に対する信頼に関しても影響力が有意に認
められたものと思われる｡
公共事業に対する評価の構造､及び満足感､政府に対する信頼の関係
公共事業に対する人々の評価が図1のような次元構造を持つと仮定し､この構造を元に理
論的に構成した6種類の意見カテゴリーについて測定を行った｡この構造が再現されるかど
うかを確認するためにすべての項目を使って因子分析を行った(主成分分析､固有値1基準､
Obllmln斜交回転)o　その結果､表2に示すような因子構造が得られた｡因子間相関は､第1
と第2因子間がr=.03､第1と第3因子間がr=.60(pく01)､第2と第3因子間がr-.04で､
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累積寄与率は64.33%だった｡これら3因子によって公共事業に対する意見分散の3分の2
が説明できるので､ほぼ代表性のある因子構造といえよう｡
第1因子は行政に対する評価を示す項目が高負荷を示したので､行政を対象とする意見は
1次元となった｡第2因子は公共事業に対する否定的意見が高負荷を示し､第3因子は､反
対に､肯定的意見が高負荷を示したo　この結果はいくつかのことを示している｡第1に､最
初の因子が行政に対する評価､他の因子が事業そのものに対する評価と分かれたことは､仮
説1において我々が予測したように､公共事業政策に対する評価は事業そのものに対する評
価と事業主体である行政に対する評価を区別すべきであることが確認されたといえようoた
だし､第1因子と第3因子に中程度の相関が見られたことは､事業評価と主体評価が関連し
ていることを意味しているo　この解釈は双方向的に可能であるoつまり､行政を信頼してい
るので､それによって立案･施行される事業もよいものであろうとの評価が生ずる場合と､
よい事業を企画･遂行したということで､その主体である行政の評価が高まるという可能性
である｡
一方､我々の予測に反する結果も見られたo我々は仮説2において､行政に対する評価も
事業に対する評価も肯定･否定が対極をなす1次元であろうと予測したが､事業については
そうではなかったo公共事業に対する肯定的評価と否定的評価は､ほぼ直交する個別次元を
構成していた｡このことは､公共事業に対して肯定･否定両方の意見を持っている人がかな
りいることを意味しており､事業について国民は少なくとも肯定､否定の両側面を見ている
ことが示されているo　ただし､行政評価について肯定的意見と否定的意見の両方を測定する
なら､これについても2次元となった可能性はあるので､この点は今後更に検討が必要であ
る｡
公共事業に対するこうした意見の強さを見るために､抽出された3因子のほかに､もとの
痩論的6カテゴリーについても得点化を試みた｡それぞれ項目の平均値で､これを表4に示
す｡この表を見ると､行政に対する評価は､因子得点､カテゴリー得点とも尺度の中点(3.5)
をかなり下回っており､公共事業の主体である行政に対して国民の間にはかなり否定的な態
度が強いことを示されている｡ほぼ同じ時期に国土交通省がインターネットを使って行った
調査でも類似の傾向が見られるので(青木他､ 2003)､少なくとも公共事業に関しては国民の
行政に対する不信感はかなり強いものと思われるo
公共事業に対する肯定的意見のうち社会資本整備の得点は尺度の中点付近(3.56)なので､
これに関しては意見が分かれていることを示している｡最近､マスコミ上では公共事業に対
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して否定的な見解が圧倒的に優勢だが､しかし､その必要性を感じている国民が少なくとも
半数はいることは強調されるべき点であろう0　-方､公共事業の経済効果については得点が
低く(285)､これを疑問視する国民が多かったo　これまで政府は公共事業を景気刺激策とし
て予算化してきたが､この政策を評価する声は国民の間では弱いようである｡
これら公共事業に対する肯定的意見に対して､否定的意見の方はさらに顕著だった｡因子
得点､カテゴリー得点とも尺度中点を大きく超えており､国民の間には公共事業の持つマイ
ナス面を強く感じている人が多いことを意味している｡公共事業に絡む公務員の汚職が後を
絶たないこと､あるいは､何十年も前に計画され､もはや意義を失ったと見られる大型事業
が見直されることなく継続されたり､甘い需要予測に基づいて空港や高速道路と作るといっ
た公共事業の間購点が最近はかなり明らかになってきた(例えば､五十嵐･小川,2002)｡本
研究結果は､こうした認識が広く国民の間に浸透していることを示すものであろう｡
こうした公共事業政策に対する評価と満足感の相関がやはり表4に示されている｡予測通
り(仮説3)､行政に対する評価が高いと公共事業に対する満足感が高く､また､事業に対す
る肯定的評価が高いと満足感も高かった｡しかし､事業に対する否定的評価は満足感とは無
相関だった｡この結果は不可思議なものである｡なぜ､公共事業の否定的側面を強く認めな
がら､人々の事業に対する満足感は必ずしも低下しないのであろうか?　公共事業に対する
肯定的意見と否定的意見が無相関だったことは､多くの人たちが公共事業の良い面と悪い面
をともに認識していることを示しているU　そして､良い面を評価する人は事業を積極的に進
めるべきだと考えるので､現在の公共事業政策に対する満足感も高いと思われる｡一方で否
定的な面を気がかりに思う人も少なくないが､彼らの中には､弊害があるからといってやめ
るのではなく､公共事業には有意義な点も多いのだから推進すべきだと考える人たちもいる
ために､必ずしも満足感が低下しないものと思われる｡このように､政策評価と満足感の関
連は公共事業に対する国民の複雑な心理を反映しているものと考えられるo
こうした結果は､公共事業に対する人々の態度を理解するためには､次元を抽出するだけ
では不十分で､各次元上での意見分布の様態をもっと詳細に検討する必要があることを示唆
している｡それ故､将来の研究においては､クラスター分析などを用いて類似した態度を持
つサブ･グループを発見し､それらの特徴を比較検討する必要があろうと思われる｡
個々の事業についてはその事業に特殊な肯定的意見や否定的意見があると思われるので一
概には言えないが､しかし､全体としてみるなら､公共事業政策に対する回答者の満足感は
決して高くはないので(平均値2.64､ SDI.54)､日本の国民が公共事業全般に対して抱いて
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いる意見が懐疑的なものであることは否定できないであろうo
さらに､我々は政凧こ対する信頼が公共事業に対する評価に影響を与えるという仮説(仮
説4)を立てた｡これを検討するために､公共事業政策評価の3次元および理論的6カテゴ
リ一一と信頼の相関を求めたところ､表4の結果が得られた｡これを見ると､政凧こ対する信
頼は肯定的評価とは有意な正の相関を､否定的評価とは有意な負の相関を示したo　この結果
は､政府に対して信頼の高い人ほど､公共事業政策の評価にあたって､その主体である行政
に対してはもちろんだが､事業そのものに対しても肯定的な評価を形成し､信輔の低い人は
その反対の傾向があることを示しているo表4の結果が示すこうした傾向は極めて一貫して
おり､仮説4の予測を強く支持するものである｡このことは､公共事業の政策の評価におい
て､人々は個々の事業の特殊性というよりも､むしろ政府に対する一般的信頼をヒュ-リス
テックとしてその評価を行う傾向があることを示唆するものである｡
モデルの検討
最後に､図1の理論モデルの検討を試みた｡公共事業政策評価が我々の予測とは違って3
次元に分かれたので､それらを目的変数とする理論モデルを図3のように作り直して共分散
構造分析を行った｡どの測定水準の変数をモデルに組み込むかべきについてはいくつかの考
え^-があると思われるが､ここでは､複雑になりすぎず､しかし､理論的な意味が明瞭で知
見の解釈に有益なものを含めるように変数を設定したo　まず､社会的公正感の4水準はそれ
ぞれ独自の部分もあったが､共通分散も大きかったので､水準ごとの公正感を観測変数とし､
そこから推測される全体的な社会的公正感を潜在変数とみなした｡また､公共事業評価につ
いては､理論的カテゴリーを観測変数､各次元をその背後にある潜在変数とした｡
AMOSを用いて分析したところ､このモデルの適合度は十分に高いものではなかった(X
2 (41)=703.69, p < 01; NFI=.84, CFI=.85, RMSEA=.15,AIC-775.68)｡一つの理由は､目的
変数である行政評価と肯定的事業評価の2次元間に相関があるせいではないかと思われたの
で(因子分析では､因子間相関がr=.60だった)､それらの観測変数(住民尊重･公正さと経
済効果･社会資本整備)の誤差変数間に相関を仮定して再分析したところ､適合度が顕著に
改善され､ほぼ満足すべき水準に達した(X2 (37)=236 15, p <.01; NFI=.95, CFI=.95,
RMSEA=.08, AIC=316, 15) ｡
この分析結果は､ 4水準の公正感から推定される社会的公正感が政JT3=に対する信頼感を強
め､これは公共事業に対する評価を高めることを示している｡具体的には､事業主体である
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行政に対する評価を高め､また､事業そのものに対する肯定的評価を高め､一方､否定的評
価を低下させた｡言い換えると､人々が政府を公正さという観点で評価し､その結果によっ
て政府を信頼できるかどうか判断していること､また､そうした政府に対する一般的信頼が
公共事業という特定政策の公共評価に強く影響力を持つことを示している｡
このような知見から推論すると､公共事業とは直接関係のない他の政策や政治的決定など
も､その意味では､政府に対する国民の信輔を強めたり弱めたりすることによって､間接的
に公共事業政策の公共評価に影響を与えていると考えられる｡特に､政府に対する信頼が社
会的公正感によって強く規定されたことは､この意味からt)重要である｡人々は個人として､
あるいは地域や職業集団の一員として､自分が社会から適切に処遇されているかどうかを敏
感に判断し､それを政府に対するイ吉頬の根拠としている(福野･大洲､ 2003 ;大捌､ 2004)0
人々は政府こそがこの社会の仕組みを定め､これを運営するものであると認知しているので､
どの水準での不公平感も政府に最終的には責任帰属させられるものと思われる｡それ故､公
共事業に対して国民の支持を得るためには､個々の事業の必要性や意義を強調することだけ
ではなく､政府に対する国民の一般的な信頼を強めるよう努める必要があると言えよう｡
なお､一部の観測変数(住民尊重､公正さ､経済効果､社会資本整備)の誤差変数間に相
関を仮定したことがモデル推定の精度を高めたことは､次のようなことを示唆している｡公
共事業評価の中の2次元(行政評価と肯定的事業評価)を構成する変数に対しては､本研究
で仮定した変数以外に共通にそれらに影響を与える変数が存在すると考えられる｡それが因
子間相関を生み出したものでもあると推定されるが､今後さらに､政策の公共評価の構造分
析を進め､それら未知の変数の探索を行う必要がある｡
結論
公共事業政策に対する評価は全体として厳しいもので､国民は公共事業のマイナス面をか
なり重視していることが兄いだされた｡公共事業政策の評価は事業そのものの評価と事業主
体である行政の評価に分かれ､前者に関しては肯定的評価と否定的評価が独立性の高い別次
元となっていたoこのことは､国民が公共事業について多面的な見,b-をしていること､また､
弊害がありながらも､その必要性を認めるむきもあることなどを意味しているo　政府に対す
る一般的信頼が公共事業政策に対する評価を規定し､信頼感が高い人は公共事業政策をあら
ゆる面で肯定的に評価する傾向が見られた｡このことは､人々がヒュ-リステックな政策評
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価を行っていることを示唆している｡また､政府に対する一般的信頼は､公正の粋理論が示
唆するように､ミクロ､マクロ､地域､職業の4水準における社会的公正感によって強めら
れることも確認された｡
脚注
1公共評価(publlCeValuatlOn)という用語はまだ一般的ではないが､本論文では､
ある政策について一般市民がその善し悪しを評価するために行っている認知的作業を指して
用いている｡
2　審査者より｢ヒュ-リステック｣という語の用い方が安易であるとの指摘を受けた｡この
語は､指摘されたように､狭義にはTversky &l(ahneman (1973)が論じた事象の生起頻度(確
率)に関する直感的判断を指すものであるが､本論文では､多くの社会心理学者が用いてい
るように(例えば､土田(1996))､ ｢詳細な分析を省いて簡略になされた処理に基づく判断｣
という広義で用いている｡
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表1社会的公正感と政凧こ対する信頼を測定する項目
変　数　と　項　目　　　　　　　　　　　1.I/･均値
社会的公了E感
政府と行政システムは､あなたのことを公平に扱っていると思
いますか(ミクロ)｡
政府と行政システムは､凶民を公平に扱っていると思いますか
(マクロ)o
政肘と行政システムは､あなたの地域の人たちを公平に扱って
いると思いますか(地域集団)o
政府と行政システムは､あなたのような立場の人たちを公平に
扱っていると思いますか(職業集団)‖
政府に対する信頼
政府と行政システムは､日本の国の発展に役立っているo
政府や行政システムは､国民を代表して物事を決めている｡
政府や行政システムLt必紫な情報を迅速に集めることができ
るようになっている(.
政肘や行政システムは､国民U)知りたい情報を十分に提供して
いるn
政府や行政システムに対して満足しているo
政府と行政システムのやることには､常にそれなりの合理的な
押由がある｡
政府や行政システムにL政策や事業に関し､国民に対して十分
な説明を行っている｡
H本の国や社会が､現在U)政府と行政システムによって統治さ
れていることに対して誇りを感じる(
公共事業政策に対する満姓感
日本の公共事業に硝足しているo
304　　　1 18　　　　78
2 61　　1.20　　　.81
3.12　　　1 30　　　　74
3.06　　　1 44　　　　70
2 89　　　1.10　　　　78
272　　　132　　　　76
2 96　　　1 20　　　　69
2_37　　　1 05　　　.79
2 35　　　1_03　　　.80
2 85　　　1.11　　.68
2 25　　　0.99　　　　72
281　　1 16　　　　72
264　　　154
荏)公正感の第1主成分の寄与は231､説明率5775%､政肘に対する信頼U)それは4.42と5524%
である｡
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表2　公共事業に関する意見項目とその因子負荷量､平均値､ SD
項目　　　　　　　　因子　凶2+　賢子　平均　SD
行政による住民の尊重
公共事業の計画が決定されるさい､関連地域の住民は行政に対して自分
の意見を述べる機会がある｡
公共事業において､行政は関連地域の住民の意向を十分考慮している.
行政は､公共事業の計画を決定する適すじを関連地域の住民に明確に示
しているo
行政は､公共事業に関する情報を関連地域の住民に十分公開している｡
2　　　7　　　8　　　44　　　3　　　3　　　41　　　　1　　　　1　　　　10　　　】hU　　　9　　　27　　　7　　　7　　　7222202　13　14　1704　02　3　002　　7　　7　　08　　7　　7　　7
行政の公止さ
行政は､特定の人々にのみ利益がかたよらないよう､中立的な立場で公.81　-08　08
共事業を計画している｡
行政は､どのような公共事業を行うかを､合理的に決定している｡　　.79　-08　　05
行政は公共事業の計画を立てる際､公止であろうと努めている｡　　　.65　　02　19
公共事業の不公平さ
公共事業によって､特定業界(例えば､建設業界)のために国民の税金
が使われるという不公平さを招いている.
公共事業は政治家の地元利益誘導の道具として使われている｡
公共事業は汚職の温床となりやすいや
公共事業は､その計画が不均衡で､税金の投入が特定地域に偏っているU
公共事業の非効率性
公共事業の効果や必要性が疑問祝され､税金の無駄づかいとなっている
ものがある｡
公共事業の経済活性化は一時的なもので､長期的な産業活性化をi)たら
さないU
公共事業は国や地方の財政を圧迫しているり
公典事業による社会資本整備
現在､口本で行われている公共事業は､わたしたちの年指を快適にする
ために必要である｡
公jt･事業による交通･通信網の整備は､将来の国民経済の基地となるも
のである｡
/Jt典事業によって､自分が住んでいる地域の利便性が増す【､
公共事業は国民C')やy占環境を安全にすることができるrJ
公共事業に上る経済効果
現/I-の公共事業は､国全体の経済を活性化しているo
現在の公共事業は､失業者を減らすなど､地域経済を活性化しているし,
公共事業によって､自分や家族の収入が増える｡
13　.85
13　.83
07　,82
14　.74
04　.76
27　.73
23　.70
6　　　8　　　54　　　4　　　41　　　　1　　　　18　　　3　　　006　　　qU　　　82　　　　2　　　　2
05　　466　　131
11　　486　　1 25
05　　490　　1 18
20　　456　　140
03　　493　　117
03　　429　　1 39
14　　441　146
07　　-08　.80　　340　1 42
･06　　08　.79　　394　1 42
15　　04　.68　　3 43　1 33
25　　　06　.63　　3 48　1 35
10　　9 06　.78　　3_01　1 47
13　　04　.67　　3 27　1 49
27　　(11　.49　　2 28　1 60
笥　与　　　　　　　　　　　　　　　　　　691　430　　642
注)困71-3の相関は､順に､ 03, 60, 040
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表3　社会的公正感の構造と政凧こ対する信頼との関連
政府に対する信頼との相関
ミクロ公正
マクロ公正
地域公正
職業公正
荏) *'p< 01,+p<.10
表4　政府に対する信頼と公共事業政策評価の相関
公共事業政策評価の次元とカテゴリ
DS値均平
満足感との　政府に対する
相関　　　信頼との相関
行政に対する評価
住民尊重
行政に対する信頼
事業に対する肯定的評価
社会資本の整備
経済効果
事業に対する否定的評価
事業の不公平さ
事業の非効率性
2.76　　　　1.18
274　　　　121
2 80　　　　1.28
3.26　　　　　1.12
356　　　　114
2.85　　　　1.28
4.66　　　　1.01
4.75　　　　1.09
4.54　　　　1 08
.66**　　　　　.52**
63**　　　　　　49**
.63州　　　　　.51★舟
.64★★　　　　　.48★★
58★★　　　　　　45★★
61**　　　　　　44**
∴04　　　　　　- 44★★
-.07　　　　　　-.43★☆
.01　　　　　　- 39州
注) ★★p<.01
政策U)公典評価と政府に対する信輔　21
公共事業政策の
公共評価
図1公共事業に対する公共評価の理論的構造
gn
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図2　公共事業政策評価の心理学的モデル
図3　理論モデルの検討
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公共事業政策の公共受容の要因:
政策評価次元とデモグラフィック変数による分析
大測憲一　　　　　　　　　　　川嶋伸佳
(東北大学大学院文学研究科)　(東北大学大学院文学研究科)
序論
日本における近年の社会的論争の一つは､公共事業政策を巡るものである｡公共事業とは､国ま
たは地方公共Efl体の予算で行う公共的な土木工事･営繕工事の事業で､道路･港湾の整備､河川の
改修などを含むものであるo公共事業は国民の生活を便利にし､経済活動を支える社会資本の整備
に資するものであるが､しかし､公共事業はしばしば地域紛争を引き起こすことがある｡そうした
状況の中で､この政策に対する人々の受容､即ち､公共受容を促したり､これを阻害する心理的要
因が何であるかを明らかにすることは社会科学の重要な課題であろう0
公共事業政策に対する日本国民の態度
大捌(2005b)が社会調査によって､公共事業政策に対する日本の市民の態度を分析したところ､
回答者の80%は､現在の公共事業に不満足であると答えたo公共事業は国民と社会にとって大きな
利益をもたらすものであるのに､なぜ､現代の日本市民はこれに対して懐疑的なのだろうかo　日本
は1980年代まで続いた高度成長によって道路､鉄道､電気､ガスなどの基本的な社会資本は整備
が済み､これによって市民の生活水準も西欧諸国並みに高まった｡その結果､国民の間で､公共事
業のもたらす利益に対する魅力が低下しているものと推測される(中山, 2001)oまた､自然環境や
歴史的景観の保護などに対する人々の関心が高まり､この点から公共事業を批判する人もいる(社
会資本を考える研究会1999)o　さらに､日本は90年代以降､経済発展が停滞し､国の財政が逼追
しているoそれ故､税金の支出に対する国民の目が厳しくなっていることも､公共事業政策に対し
て懐疑的な見方を生み出す一因と思われる(五十嵐･小川, 2002)0
大捌(2005b)の研究結果は､日本国民の多くが､公共事業はもはや不要であると判断している
ことを意味するのだろうか?利便性や豊かさを求める人々の欲望には限りがないし､また､国の
23-
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産業が国際競争力を維持するためには技術の進展に対応した社会資本の構築が必要であることは国
民の多くが理解していると思われる(大猟2005a)｡日本の市民の多くが公共事業政策には不満を
もっているのは事実だが､だからといって､彼らがすべての公共事業をやめることを望んでいると
は思われないUそうではなく､日本国民の多くは公共事業がもっと適切に計画され､施行されるこ
とを求めており､この点からして､現在の公共事業政策に不満を抱いているのではないかと思われ
るいそれ故､日本の市民がどのような公共事業を適切と見なすのか､彼らが持っている政策評価の
次元を明らかにする必要がある｡
公共事業を巡る地域紛争
公共事業の特徴の一一つは､その実施によって大多数の国民が利益を受けるが､一方で､不利益を
被る少数のものが生じることである｡後者は､多くの場合､工事が行われる地元の住民で､立ち退
きを余儀なくされる､騒音や大気汚染などの環境被害を受けるといったことが生じる｡つまり､公
共事業は少数の人の犠牲の上に多くの人の利便性を実現するという構図をもっており(小林, 2003)､
これがしばしば地域紛争を引き起こす原因となる｡その最も深刻な例は60年代後半から始まった
成田空港闘争であり､それは現在においても完全には解決されてはいない｡このこじれた地域紛争
は､長い間､日本の航空行政の足かせとなり､日本の航空産業の発展を阻害してきた要因のひとつ
であった｡
政府や行政は住民の反対があってもこれを無視して強制的に事業を推進してきたが､成田空港闘
争など地域紛争のもたらす弊害の大きさなどから､近年はそうした姿勢を転換し､世論の動向を見
ながら柔軟な対処をとるようになってきたu Lかし､世論が何であるかは必ずしも明瞭ではない｡
政治家やジャーナリストはしばしば世論に言及して自説を主張するが､その根拠は明瞭でないこと
が多い0時にはマスコミが世論調査を実施するoそれは個別の紛争事例については市民の意見分布
を示しはするが､公共事業一般に対して人々が抱いている評価の仕組みを明らかにするものではな
いoそれ故､本研究では､日本の国民が公共事業に対してどのような観点からその是非を評価する
のか､その構造を探ることにした｡
公共受容の心理学的要因
我々は公共事業政策に対する評価を意思決定と結果の2領域に分けた｡意思決定とは､公共事業
政策を策定し､決定する過程を指す｡政策決定の評価次元として､研究者たちは手続き的公正を強
調してきた(Baron, 1995; Fujii, Garlmg, Jakobsson, & Iou, 2004) ｡公共事業政策の場合､これを
24
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立案する行政が中立的で偏りないこと(1ゝ1er)､立案過程で関係者に意見を述べる機会が与えられ
ていること(Thlbaut&Walker, 1975)などが主要な手続き的公正要因である｡また近年は､公的
機関による意思決定の公正さを測る指標としで情報開示を重視する見方もある(Irnazal &
Ohbuchl, 1998)｡こうした条件が満たされているかどうかによって公共事業政策の意思決定を評価
するのが手続き的公正判断である｡
公共事業政策の主要な当事者は行政と地元住民で､既に述べたように､両者間ではしばしば対立
が生じるし,その場合､どちらの意思を優先して政策決定すべきかに関して､人々の間では意見が分
かれるであろう｡ある人たちは政府･行政の判断を優先するのが良いと判断するが､別の人たちは
地元住民の意向を優先して決定することが正しいと評価するであろう｡それ故､行政優先と地元住
民優先は､それぞれ公共事業政策の受容を左右する要因と考えることができるo
公共事業政策を巡って紛争が起こった吸合､第3着の介入によってこれを解決する^潜が用いら
れることがある〔}裁判所が法的な見地から紛争解決を図ることもあるが､専門家などから成る第3
者機関がもっと柔軟なやり方で調停を試みることもあるU　いずれにしろ､公共事業政策の意思決定
に対して､第3着の介入を望ましいとみるかどうかはもう一つの受容要因であろう｡)
結果の評価とは､公共事業によって生ずる利害に関する判断である｡専門家が公共事業政策を評
価する際に用いるアプローチは費用対便益効果の分析である(井上2005)o一般市民は専門家のよ
うな精微な分析はできないが､しかし､事業にかかるコストと便益についての関心は同じように持
っている｡例えば､国民生活を便利にするということである事業を肯定的に評価する人がいる反面､
地域住民に負担をかけ過ぎるのはよくないとして否定的に評価する人もいるであろう｡また､どん
なにコストがかかっても国民生活に必要なものであるなら､その事業は受容すべきであるとの考え
もある(藤井, 2003)｡それ故､公共事業政策を一般市民が受容するかど;)かに影響を与える要因
として､事業によって生ずるコストとそれによってi)たらされる便益はもっとも重要なi)のの一つ
といえよう｡
政策の結果評価においても公正を重視する立場があり､これは分配的公正とよばれるoそれは､
公共事業政策の場合､分配的公正判断はいくつかの異なる観点から行われると考えられる｡第1は
国の財政的観点で､予算が公共事業だけに偏って使われていないかどうか､その予算規模が適正で
あるかどうかという評価次元が考えられるo　第2に､ある地域にのみ事業が集中して行われるとい
った偏りがないかどうかで､地域間のバランスも評価次元となるであろう｡これらITt分配的公正に
おける平等原理を強調するものである(井堀, 2001)｡第3に､利便性に関しては既に地域間に格差
があるので､それを是正するため､不便な地域に優先的に公共事業を実施するという考え方があるo
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これは必要性原理とよばれているもので､日本では公共事業政策の一つの方針とされてきたもので
ある(五十嵐･小川, 2002)｡第4に､公共事業ではしばしば一部地域の住民が生活や健康面で不刺
益を被ることがあり､これを適切に補償することが重要だと考えられてきた｡それ故､補償の適切
さも公共事業政策の受容を促す心理学的要因とひとつと考えることができる｡
以上の考察から､我々は公共事業政策評価において､意思決定領域では手続き的公正､行政優先､
住民優先､第3着機関介入の4次元を仮定し､また､結果領域では便益､コスト､それに分配的公
正の3次元を仮定したo本研究の第1の目的は､これらの要因を測定する項目を開発し､それをも
とに日本人の公共事業評価(公共評価)の構造を探る｡第2の目的は､それらの次元が現在の公共
事業の受容(公共受容)をどのように規定するかを検討することである｡第3の目的は､公共事業
に対する公共評価と公共受容が人々の居住地域(大都市､地方都市､郡部)､性別､年代､支持政党
などのデモグラフィック特性とどのような関係があるかを検討することであるo
方法
回答者とデモグラフィック特性
我々は､ 2004年と2006年､それぞれ4000名を対象として､計8000名に対して郵送調査を行
ったo各調査において､調査対象者は20歳以上の有権者で､全国16市町村において住民基本台帳
に基づき等間隔無作為抽出法によって選抜した｡調査対象者ができるだけ地域的に偏らないよう､
調査地区として｢大都市｣ ｢地方都市｣ ｢郡部｣からバランスよく含めるように選抜したo
2回の調査の合計有効回答数は1902名で､回収率は全体では24.2%だったが､大都市19 84%､
地力都市24.96%､郡部27.83%となり､大都市において回収率が若干低かった｡
支持政党の測定では､回答者に与党である｢自由民主党｣､ ｢民主党｣ ｢公明党｣ ｢共産党｣ ｢社民党｣
｢その他の龍｣ ｢支持政龍なし｣のどれかひとつを選択させた｡ ｢公明党｣と｢社民党｣の支持者は
今回の回答者の中では少数だったので､分析においては｢その他の党｣に含めた｡その他のデモグ
ラフィック変数は､性別､学歴､年収､年代､職業､居住地区で､それぞれの選択肢は表2に示す
通りである｡
2回の調査の概要を表1に示すU　また､表2はこれら2回の調査を合わせた回答者のデモグラフ
ィック特性(カテゴリー毎の度数と割合)である｡回収率はやや低かったが､支持政党の分布を見
ると､調査が行われた当時の政党支持率の分布に近似していた｡回答者の平均年齢は53.74歳(SD
-14.37) ､範囲は20-85歳である｡やや年長者の方が多かったこと､ 20代と60代以上で男性が
26
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女性より多かったが､他の年代では男女がほぼ同数だった｡そのほか､学歴､年収､職業などを見
ても極端な偏りはなく､本研究の回答者が日本の成人サンプルをほぼ代表していると見てよいので
はないかと思われるo
調査の手続きと調査項目
2004年3月､ 2006年3月に郵送法による調査を行ったo調査票に対する回答は無記名であるo対
象者に次のような教示文を示した｡ ｢公共事業は､しばしば､これを実施する行政と地域住民の間の
葛藤を引き起こします｡あなたは､この葛藤を解決するためには､どのようなことが重要だと思い
ますか｡｣表3と表4に示している公共評価の項目が自分の考えにどれくらい当てはまるかと聞き､
各項目を､ 1 ｢まったく反対｣ ～6 ｢まったく賛成｣の6点尺度で評定するよう求めた｡
これらの項目は､序論で示した理論的枠組みに従って作成した｡表3は意思決定領域を測定する
項目である｡手続き的公正次元に関しては､行政の公正な手続き､行政の中立性と情報開示､住民
の発蔀幾会を測定する5項目を作成したo住民優先次元については､住民投票の必要性､行政と住
民の直接対話､住民意思の優先を測定する3項目を作成した｡行政優先次元では､公的決定の遵守､
行政テクノラートの尊重を測定する2項目を作成したo第3着介入次元に関しては､第3者共同参
画､第3着の中立性､裁判所の活用を測定する3項目を作成した｡なお､住民優先次元の直接対話
を測定する項目については､表3に示すように､ふたつの調査間で多少表現が異なるが､同義であ
ると判断し､同一項目と見なした｡
結果領域の項目は表4に示されているU利益次元に関しては､住民利益と社会全体の利益を測定
する3項目を作成した｡弊害次元に関しては､予算圧迫､環境悪影響､住民負担､健康被害を測定
する5項目を作成した｡分配的公正次元に関しては､地域間平等､必要性､地域補償を測定する3
項目を作成したo
公共事業の受容に関しては､回答者に｢現在の公共事業に満足しているか｣と聞き､ 1 ｢まったく
不満足｣ ～6 ｢大いに満足｣の6点尺度で評定するよう求めた｡
結果と考察
評価項目の因子分析
領域別に探索的因子分析を行ったところ(主成分分析､固有値1基準､プロマックス回転)､意
思決定領域では3因子が得られた｡表3に示すように､我々が仮定したように､手続き的公正､住
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民優先､行政優先を測る項目はそれぞれが個別次元を構成したo第3着介入を測る3項目がいずれ
も住民優先の次元に負荷したことは､第3着介入が住民優先の意思決定につながると考えられてい
ることを示しているで,また､第3者共同は住民優先と同時に手続き的公正の次元にも負荷したが､
このことは､研究者や専門家といった第3者と共同して意思決定することが手続き的公正を確保す
る手段とみなされることを示している｡因子1と因子3の間には中程度の相関があったので､手続
き的公正を重視する回答者は住民優先の解決志向を持つ傾向があることが窺われるD
結果領域の因子分析では4因子が得られたU表4に示すように､利益と分配的公正を測る項目は､
我々が仮定したように個別次元を構成した(因子1と4)o弊害を測る項目は2次元に分かれた｡一
方は住民負担に焦点を合わせた次元(因子2) ､他方は予算や環境などもつと広範囲の弊害に注目す
る次元(因子3)である｡これらの弊害次元は比較的独立したものだったので､当事者の不利益に
注目することと国や社会全体の不利益に注目することは異なる関心であることが示唆される｡当然
ながら､これら二つの弊害次元はどちらも利益次元とは負の相関を示したが､特に全体利益2の項
目は広範囲な弊害に注目する次元に高いマイナスの負荷を示した｡全体利益2は全体の利益を重視
すると共に環境-の悪影響を軽視する内容が含まれており､広域弊害に注目する人々が後者の内容
に敏感に反応したことが原因であると推測される｡他方､二つの弊害次元はどちらも分配的公正次
元とは正の相関を示しており､弊害に関心が高い人は分配的公正に対しても敏感に反応することが
うかがえる｡
要するに､因子分析の結果は､評価構造に関する我々の予測に概ね一致していた｡予測と異なる
点は､意思決定領域において第3着介入が住民優先次元に含まれたことと､結果領域において弊害
が全社会的悪影響と地域住民負担の2次元に分かれたことであるU
領域別評価因子の得点化と全体的傾向
次に､本研究の回答者が公共事業政策に対してどの評価次元を重視しているかを明らかにするた
めに､因子別の得点化を試みたo各項目は最大負荷量を示した因子に属するものとみなして､それ
らの平均値をその因子の得点とした｡例えば､意思決定の第1因子｢手続き的公正｣の因子得点は､
これに高負荷の5項目の平均値としたUただし､結果領域の全体利益2の項目は因子1と因子3の
両^-に十分高い負荷を示したため､両因子の計算に用いた｡因子3はこの項目は負の負荷だったの
で､逆転項目とみなして(7-項目｢全体利益2｣)を広域弊害の3項目の得点に加え､これを4で
割った｡因子1では､住民利益と全体利益1の得点に全体利益2得点を加えたものを3で割ること
で平均点を算出したo表5に因子毎の平均値を示した｡
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1要因分散分析を行ったところ､結果領域において4因子間には有意差が見られた(F (3, 5490) =
935nn,p< ･01)｡尺度の中点(35)を考慮に入れると､結果領域に関して回答者たちは公共事業
の弊害を重視していた(,特に広域弊害次元の得点が高く､環境や健康に対する人々の関心は非常に
高いといえるo一方で利益得点は中点に近く､回答者の間で明確な判断が形成されていないことが
読み取れるo意思決定領域に関しても因子間に有意差が見られ(F(2, 3760)=3136.57,p'.01)､
回答者たちは行政よりも住民の意思を優先すべきだと判断していた(,また､手続き的公正と分配的
公正の評定水準も高く､日本の一般市民が公共事業政策において公正さを強く求めていることが示
されている｡
公共事業に対する満足度の平均値は2.44 (SD-1.05)であったが､これは明らかに中点よりも低
く､やはりOhbuchl(2005)の研究結果と同様､本研究の回答者たちも全体として､現在の公共事業
に対して拒否的な態度を持っていた｡また､満足度と各次元の得点の相関を見ると(表5)､公共事
業の利益を重視する人や行政優先の意思決定を強調する人たちは現在の公共事業に満足し､一方､
その弊害を重視したり､手続き的公正を強調したりする人たちは現在の公共事業に不満を持ってい
ることがうかがわれる｡現在の公共事業政策の決定の仕方が不明朗であると批判する人たちがいる
が(五十嵐･小川, 2002)､本研究において手続き的公正と満足感との間に負の相関が見られたこと
は､こうした見方が本研究の回答者たちの間にもあることを示唆している｡
各評価因子が現在の公共事業政策に対する満足度に与える独自の影響をより詳細に検討するた
めに､満足度得点を目的変数とする重回帰分析を領域別に行ったU意思決定領域の重回帰分析(強
制投入法)の結果を図1に示した｡これを見ると､行政優先の評価的態度は現在の公共事業に対す
る満足度を有意に高めたが､ -jl-､手続き的公正-の関心は逆にこれを低下させたo
図2は結果領域の重回帰分析の結果を示したものである｡事業利益を重視する評価的態度は現在
の公共事業政策に対する満足度を高めたが､広域弊害を重視する評価的態度は事業満足度を低下さ
せたo　ところで､手続き的公正は現在の公共事業政策に対する満足度を低下させたが､分配的公正
はわずかだが満足度を高めた｡この結果は､人々は現在の公共事業政策に関して手続き的公正の関
連からは不満を持っていが､結果の公正さに対しては一定の評価を下していると解釈することがで
きる｡手続き的公正と分配的公正が満足度に与える影響については､次節でより詳細に検討する｡
公共事業満足度の規定因:数量化Ⅰ類分析
評価因子のカテゴリー化　量的変数である評価因子と質的変数であるデモグラフィック変数の
両方を説明変数として､満足度を説明変数とする数量化Ⅰ類分析を行うために､評価因子得点をカ
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テゴリー化した｡標準偏差(SD)に基づいて各因子得点を･1.5SD以下(1)､ -1.5SI)～-.5SD(2)､ -.5SD
～.5SD(3)､.5SD～1.5×SD(4)､ 1.5SD(5)の5カテゴリーに分けた｡境界値の回答者は外側のカテ
ゴリーに含めた｡正規分布の場合､各カテゴリーの割合は7%､ 24%､ 38%､ 24%､ 7%となるo
このようにしてコード化した各カテゴリーの平均値､度数､標準偏差､範囲､及び最大･最小値は
表6の通りである｡表7は分析結果であるが､偏相関を指標とすると､性別と学歴を除くすべての
変数の効果が有意だった｡
事業満足度に対する評価次元の効果　カテゴリー･スコアの符号から見て､評価因子の中で公共
事業に対する満足度を高めると解釈できるのは行政優先と事業利益の2次元､逆に満足度を低下さ
せるのは広域弊害と手続き的公正の2次元であるU分配的公正は､低カテゴリーに顕著な負のスコ
アがあり､それ以外のカテゴリー･スコアは総じて低かったところから､消極的ではあるが事業満
足度に対してポジティブな次元とみなすことができよう｡住民優先､住民弊害は､偏相関は有意だ
が､カテゴリー･スコアの配列には一貫性が無く､満足度との関連は不明瞭だったo
以上のように､デモグラフィック変数を加えて数量化I類分析を行った結果は､評価因子だけを
用いて行った先に重回帰分析の結果と基本的に同じだった｡カテゴリー･レンジからみると､公共
事業の満足度に対して特に強い影響力を持つ評価次元は行政優先と広域弊害であった(1.01､.52)o
行政優先の態度が強いか､広域弊害を軽視する人ほど現在の公共事業政策に対して満足感が高く､
広域弊害を重視するか行政優勢の態度が弱い人ほど満足感は低かったoまた､事業利益を重視する
か手続き的公正を軽視する人は､現在の公共事業政策に対して満足感が高く､事業利益を軽視する
か手続き的公正を重視する人は満足感が低かった｡
分配的公正に関しては､地域間格差の解消､地域間の公平さなどを考慮する必要がないと考える
人が公共事業に対して批判であり､これらを重視する人たちの間では､賛成が伯仲しているo　この
ことは､分配的公正を重視する人たちの中には現在の公共事業政策に満足している人たちもいるこ
とを意味しており､それ故､この評価次元は消極的ながら､公共事業政策に対してポジティブなも
のであると言えよう｡
住民優先の次元が公共事業に対する満足度と一義的に関連しなかった原因として､今回用いられ
た質問項目に問題があった可能性がある｡この次元に含まれる6項目中､住民優先を明瞭に表すも
のは2項目だけで(住民投票､住民意思)､残りは､行政との直接対話､裁判所､中立的第3着､
第3着共同意思決定など､住民優先というよりはむしろ中立的な立場を強調するものであった｡そ
れ故､将来の研究では､ ｢公共事業は住民の要望があった場合のみ実施されるべきだ｣といった､住
民主導を明確にする項目を多く用いることによって､この次元の明確化を図る必要があるo
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住民弊害の次元が事業満足度と明瞭に関係しなかったことについても､項目文の構成にその原因
を兄いだすことができる｡この次元を構成する2項目は｢一部の十分に負担を与える場合は､事業
を実施するべきではない｣など､仮定法表現を含んだものであった｡これは｢現在の公共事業政策
はそういうものだから､やめるべきだ｣と批判的にも読めるが､ ｢現在の公共事業は､そうではな
いのだから､やめるべきではない｣と支持的にも読める｡この次元に高得点の回答者が住民被害を
重視している事は間違いないが､しかし､彼らのすべてが､必ずしも､現在の公共事業が住民被害
を無視していると判断しているわけではなく､この点では回答者の意見が分かれてると言えよう｡
事業満足度に対するデモグラフィック変数の効果　デモグラフィック変数の中では､調査年､年
収､年代､支持政党､居住地域の偏相関係数が有意だった｡まず､支持政党のカテゴリー･スコア
を見ると､自民党支持者､民主党､共産党支持者それぞれの立場の違いが鮮明に表れていたo　自民
党支持者は満足度が高いのに対し､民主党および共産党支持は低かった｡自民党は公共事業政策の
実質的な決定を行っている与党であり､民主党と共産党がこれを批判する野党であることから､そ
れぞれの支持者の立場が明瞭に反映された結果と言えようo
居住地区のカテゴリー･スコアは､大都市居住者が現在の公共事業政策に対して不満を持ち､地
方都市や郡部骨住着は満足感が高いことを示している｡交通の便が悪い地方都市や郡部の居住者は
公共事業に対する期待が大きいし､実際､人口比の事業額を見ると地方に手厚い0 -方､大都市居
住者は公共事業の恩恵を受ける機会が少なく､税金などコストだけを強いられると感じているため
に､否定的な態度を持っているものと思われる0本研究結果は､公共事業に対する意識のこうした
地域差が表れていると解釈することができるo
年収の効果は複雑である｡年収1000万円以上のカテゴリー･スコアはマイナスだが､それ以外
のカテゴリーは､概ね､高年収の人ほど満足感が商いという傾向を示している｡これは次に述べる
年代差とも関連すると思われるが､高収入で高い税金を払っている人たち､即ち､中産階級の人た
ちは税金の使われ方に対しても厳しい見方をしているのではないかと思われる｡それ故､彼らは現
代の公共事業政策に対して批判的なのであろう｡
年代の効果も同様に複雑だが､ 40-60代の中高年層が現在の公共事業政策に対して批判的である
のに対して､これより若いか年長の人は比較的好意的であった｡ 40-60代の人たちは各界において
責任のある立場に置かれ､家族を抱え､また重い税負担を支えている年代である｡彼らは社会のあ
り方について高い関心を持ち､それ故政荷の政策に対しても厳しい眼を向けているであろう｡こう
した理由で､この年代の回答者が公共事業に対して最も批判的だったのではないかと思われる｡国
内外での政治意識調査では､年長者､高学歴者､富裕層の間で政治意識が高く､政治活動にも積極
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的な人が多いことが兄いだされている(Verba, Schlozman, Brady, & Nle, 1993; Cohen, VlgOda, &
Samorly, 2001;宮野, 2001)｡本研究の結果を見ると､公共事業政策に批判的なのはこうした人々
であり､現代の日本において､政治意識の高い人ほど公共事業政策に対して厳しい見方を取る傾向
があると言えよう｡
調査を行った2006年と2004年を比較すると､後者の参加者の方が公共事業政策に対してより満
足度が大きかった｡この2年間で肯定的反応が増加した背景には様々な要因が考えられるが､最も
大きなものはこの間に行われた小泉内閣による郵政民営化(2005年) ､道路公団改革(2005年)な
ど､公共事業を直接間接に規制する政策の実施であろう｡これについては中途半端であるとか､弊
害の方が大きいなどの批判もあるが､この間の世論から判断すると､多くの国民はその効果に期待
を寄せているものと思われる｡ 2006年の調査において回答者が以前よりも公共事業政策に対して好
意的になった理由は､このことを反映しているものと解釈される｡
結論
2004年と2006年の2回､一般市民を対象に行った調査の結果､現在の公共事業に対する満足度
は低く､全般的に回答者は批判的な態度を持っていた｡批判的な態度は､民主党や共産党の支持者､
40-60代､比較的高収入の人､都市部居住者などにおいて強く､一方､自民党支持者､若年や低収
入の人､地方居住者の間では公共事業に対して好意的だった｡こうした違いは､政治的信条だけで
なく､回答者が置かれている境遇や社会的役割､所属する階層の違いなどによるものと思われる｡
即ち､公共事業によって直接･間接に事業利益が期待される事業主たち､事業による利便性を享受
しうる地域の人たちは公共事業政策に対して好意的だが､税負担など公共事業の負担を主に担う人
たちは非好意的だった｡
公共事業政策の公共受容はその政策評価(公共評価)に依存すると我々は仮定し､評価を意思決
定と結果の2領域に分けて､これを測定する項目を作成したo因子分析結果はほぼ我々の仮定に合
致し､意思決定領域では行政優先､住民優先､手続き的公正の3次元が､結果領域では事業利益､
住民弊害､広域弊害､分配的公正の4次元が得られた｡回帰分析の結果､行政優先と事業利益は現
在の公共事業政策に対する満足度を高め､手続き的公正と広域弊害はこれを低下させた｡事業に伴
う利益とコストのどちらを重視するかが満足度を左右したのは当然として､手続き的公正を重視す
る回答者たちの間で事業満足度が低かったことは､現在の公共事業政策の決定過程が不明朗である
という批判が根強くあることを示唆している｡
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2004年よりも2006年の調査回答者の万が公共事業に対して好意的だったことは､この間､小泉
内閣によって実現された公共事業関連の改革(郵政民営化､道路公団改革)が国民の間で一定の評
価を得ていることを反映したものと解釈される｡
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公共事業政策の公共受容の要因:
政策評価次元とデモグラフィック変数による分析
大測憲一　　　　　　　　　　　川嶋伸佳
(東北大学大学院文学研究科)　(東北大学大学院文学研究科)
序論
日本における近年の社会的論争の一つは､公共事業政策を巡るものであるD公共事業とは､国ま
たは地方公共団体の予算で行う公共的な土木工事･営繕工事の事業で､道路･港湾の整備､河川の
改修などを含むものであるo公共事業は国民の生活を便利にし､経済活動を支える社会姿本の整備
に資するものであるが､しかし､公共事業はしばしば地域紛争を引き起こすことがある｡そうした
状況の中で､この政策に対する人々の受容､即ち､公共受容を促したり､これを阻害する心理的要
因が何であるかを明らかにすることは社会科学の重要な課題であろうo
公共事業政策に対する日本国民の態度
大洲(2005b)が社会調査によって､公共事業政策に対する日本の市民の態度を分析したところ､
回答者の80%は､現在の公共事業に不満足であると答えた｡公共事業は国民と社会にとって大きな
利益をもたらすものであるのに､なぜ､現代の日本市民はこれに対して懐疑的なのだろうか｡日本
は1980年代まで続いた高度成長によって道路､鉄道､電気､ガスなどの基本的な社会資本は整備
が済み､これによって市民の生活水準も西欧諸国並みに高まった｡その結果､国民の間で､公共事
業のもたらす利益に対する魅力が低下しているものと推測される(中山, 2001)｡また､自然環境や
歴史的景観の保護などに対する人々の関心が高まり､この点から公共事業を批判する人もいる(社
会資本を考える研究会, 1999)｡さらに､日本は90年代以降､経済発展が停滞し､国の財政が逼迫
している｡それ故､税金の支出に対する国民の目が厳しくなっていることも､公共事業政策に対し
て懐疑的な見方を生み出す一因と思われる(五十嵐･ ,)､川, 2002)｡
大捌(2005b)の研究結果は､日本国民の多くが､公共事業はもはや不要であると判断している
ことを意味するのだろうか?利便性や豊かさを求める人々の欲望には限りがないし､また､国の
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公共事業政策の公共受容の要因:
政策評価次元とデモグラフィック変数による分析
大捌憲一　　　　　　　　　　　川嶋伸佳
(東北大学大学院文学研究科)　(東北大学大学院文学研究科)
序論
日本における近年の社会的論争の一つは､公共事業政策を巡るものである｡公共事業とは､国ま
たは地方公共団体の予算で行う公共的な土木工事･営繕工事の事業で､道路･港湾の整備､河川の
改修などを含むものである｡公共事業は国民の生活を便利にし､経済活動を支える社会資本の整備
に資するものであるが､しかし､公共事業はしばしば地域紛争を引き起こすことがある｡そうした
状況の中で､この政策に対する人々の受容､即ち､公共受容を促したり､これを阻害する心理的要
因が何であるかを明らかにすることは社会科学の重要な課題であろうo
公共事業政策に対する日本国民の態度
大洲(2005b)が社会調査によって､公共事業政策に対する日本の市民の態度を分析したところ､
回答者の80%は､現在の公共事業に不満足であると答えた｡公共事業は国民と社会にとって大きな
利益をもたらすものであるのに､なぜ､現代の日本市民はこれに対して懐疑的なのだろうか｡日本
は1980年代まで続いた高度成長によって道路､鉄道､電気､ガスなどの基本的な社会資本は整備
が済み､これによって市民の生活水準も西欧諸国並みに高まった｡その結果､国民の間で､公共事
業のもたらす利益に対する魅力が低下しているものと推測される(中山, 2001)｡また､自然環境や
歴史的景観の保護などに対する人々の関心が高まり､この点から公共事業を批判する人もいる(社
会資本を考える研究会1999)｡さらに､日本は90年代以降､経済発展が停滞し､国の財政が逼迫
している｡それ故､税金の支出に対する国民の目が厳しくなっていることも､公共事業政策に対し
て懐疑的な見方を生み出す一因と思われる(五十嵐.小川, 2002)｡
大洲(2005b)の研究結果は､日本国民の多くが､公共事業はもはや不要であると判断している
ことを意味するのだろうか?利便性や豊かさを求める人々の欲望には限りがないし､また､国の
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産業が国際競争力を維持するためには技術の進展に対応した社会架本の構築が必要であることは国
民の多くが理解していると思われる(大捌, 2005a)o　日本の市民の多くが公共事業政策には不満を
もっているのは事実だが､だからといって､彼らがすべての公共事業をやめることを望んでいると
は思われない｡そうではなく､日本国民の多くは公共事業がもっと適切に計画され､施行されるこ
とを求めており､この点からして､現在の公共事業政策に不満を抱いているのではないかと思われ
る｡それ故､日本の市民がどのような公共事業を適切と見なすのか､彼らが持っている政策評価の
次元を明らかにする必要がある｡
公共事業を巡る地域紛争
公共事業の特徴の一つは､その実施によって大多数の国民が利益を受けるが､一一方で､不利益を
被る少数のものが生じることである｡後者は､多くの場合､工事が行われる地元の住民で､立ち退
きを余儀なくされる､騒音や大気汚染などの環境被害を受けるといったことが生じる｡つまり､公
共事業は少数の人の犠牲の上に多くの人の利便性を実現するという構図をもっており(小林, 2003)､
これがしばしば地域紛争を引き起こす原因となるo　その最t)深刻な例は60年代後半から始まった
成田空港闘争であり､それは現在においても完全には解決されてはいない｡このこじれた地域紛争
は､長い間､日本の航空行政の足かせとなり､日本の航空産業の発展を阻害してきた要因のひとつ
であった｡
政府や行政は住民の反対があってもこれを無視して強制的に事業を推進してきたが､成田空港闘
争など地域紛争のもたらす弊害の大きさなどから､近年はそうした姿勢を転換し､世論の動向を見
ながら柔軟な対処をとるようになってきた｡しかし､世論が何であるかは必ずしも明瞭ではないo
政治家やジャーナリストはしばしば世論に言及して自説を主張するが､その根拠は明瞭でないこと
が多い｡時にはマスコミが世論調査を実施する｡それは個別の紛争事例については市民の意見分布
を示しはするが､公共事業一般に対して人々が抱いている評価の仕組みを明らかにするものではな
いo　それ故､本研究では､日本の国民が公共事業に対してどのような観点からその是非を評価する
のか､その構造を探ることにした｡
公共受容の心理学的要因
我々は公共事業政策に対する評価を意思決定と結果の2領域に分けた｡意思決定とは､公共事業
政策を策定し､決定する過程を指す｡政策決定の評価次元として､研究者たちは手続き的公正を強
調してきた(Baron, 1995; Fu)ll, Garling, Jakobsson, & Iou, 2004)｡公共事業政策の場合､これを
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立案する行政が中立的で偏りないこと(1yler)､立案過程で関係者に意見を述べる機会が与えられ
ていること(Thlbaut &Whlker, 1975)などが主要な手続き的公正要因であるUまた近年は､公的
機関による意思決定の公正さを測る指標としで情報開示を重視する見方もある(Imazal&
Ohbuchi, 1998)｡こうした条件が満たされているかどうかによって公共事業政策の意思決定を評価
するのが手続き的公正判断であるo
公共事業政策の主要な当事者は行政と地元住民で､既に述べたように､両者間ではしばしば対立
が生じる｡その場合､どちらの意思を優先して政策決定すべきかに関して､人々の間では意見が分
かれるであろう｡ある人たちは政府･行政の判断を優先するのが良いと判断するが､別の人たちは
地元住民の意向を優先して決定することが正しいと評価するであろう｡それ故､行政優先と地元住
民優先は､それぞれ公共事業政策の受容を左右する要因と考えることができる｡
公共事業政策を巡って紛争が起こった場合､第3着の介入によってこれを解決する方法が用いら
れることがあるo裁判所が法的な見地から紛争解決を図ることもあるが､専門家などから成る第3
者機関がもっと柔軟なやり方で調停を試みることもある｡いずれにしろ､公共事業政策の意思決定
に対して､第3着の介入を望ましいとみるかどうかはもう一つの受容要因であろ;)o
結果の評価とは､公共事業によって生ずる利害に関する判断である｡専門家が公共事業政策を評
価する際に用いるアプローチは費用対便益効果の分析である(井上2005)｡一般市民は専門家のよ
うな精微な分析はできないが､しかし､事業にかかるコストと便塩についての関心は同じように持
っている｡例えば､国民生活を便利にするということである事業を肯定的に評価する人がいる反面､
地域住民に負担をかけ過ぎるのはよくないとして否定的に評価する人もいるであろうo　また､どん
なにコストがかかっても国民生活に必要なものであるなら､その事業は受容すべきであるとの考え
もある(藤井, 2003)｡それ故､公共事業政策を一般市民が受容するかどうかに影響を与える要因
として､事業によって生ずるコストとそれによってもたらされる便益はもっとも重要なものの一つ
といえよう｡
政策の結果評価においても公正を重視する立場があり､これは分配的公正とよばれるoそれは､
公共事業政策の場合､分配的公正判断はいくつかの異なる観点から行われると考えられるo第1は
国の財政的観点で､予算が公共事業だけに偏って使われていないかどうか､その予算規模が適正で
あるかどうかという評価次元が考えられるo第2に､ある地域にのみ事業が集中して行われるとい
った偏りがないかどうかで､地域間のバランスt)評価次元となるであろうo　これらは分配的公正に
おける平等原理を強調するものである(井堀, 2001)｡第3に､利便性に関しては既に地域間に格差
があるので､それを是正するため､不便な地域に優先的に公共事業を実施するという考え方があるo
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これは必要性原理とよばれているもので､日本では公共事業政策の一つの方針とされてきたもので
ある(五十嵐･小凡2002)｡第4に､公共事業ではしばしば一部地域の住民が生活や健康面で不刺
益を被ることがあり､これを適切に補償することが重要だと考えられてきた｡それ故､補償の適切
さも公共事業政策の受容を促す心理学的要因とひとつと考えることができる｡
以上の考察から､我々は公共事業政策評価において､意思決定領域では手続き的公正､行政優先､
住民優先､第3着機関介入の4次元を仮定し､また､結果領域では便益､コスト､それに分配的公
正の3次元を仮定した｡本研究の第1の目的は､これらの要因を測定する項目を開発し､それをも
とに日本人の公共事業評価(公共評価)の構造を探るo　第2の目的は､それらの次元が現在の公共
事業の受容(公共受容)をどのように規定するかを検討することであるo第3の目的は､公共事業
に対する公共評価と公共受容が人々の居住地域(大都市､地方都市､郡部)､性別､年代､支持政党
などのデモグラフィック特性とどのような関係があるかを検討することであるo
方法
回答者とデモグラフィック特性
我々は､ 2004年と2006年､それぞれ4000名を対象として､計8000名に対して郵送調査を行
った｡各調査において､調査対象者は20歳以上の有権者で､全国16市町村において住民基本台帳
に基づき等間隔無作為抽出法によって選抜したD調査対象者ができるだけ地域的に偏らないよう､
調査地区として｢大都市｣ ｢地方都市｣ ｢郡部｣からバランスよく含めるように選抜した｡
2回の調査の合計有効回答数は1902名で､回収率は全体では24.2%だったが､大都市19.84%､
地方都市24,96%､郡部27.83%となり､大都市において回収率が若干低かった｡
支持政党の測定では､回答者に与党である｢自由民主党｣､ ｢民主党｣ ｢公明党｣ ｢共産党｣ ｢社民党｣
｢その他の龍｣ ｢支持政億なし｣のどれかひとつを選択させた｡ ｢公明党｣と｢社民党｣の支持者は
今回の回答者の中では少数だったので､分析においては｢その他の覚｣に含めた｡その他のデモグ
ラフィック変数は､性別､学歴､年収､年代､職業､居住地区で､それぞれの選択肢は表2に示す
通りである0
2回の調査の概要を表1に示す｡また､表2はこれら2回の調査を合わせた回答者のデモグラフ
ィック特性(カテゴリー毎の度数と割合)である｡回収率はやや低かったが､支持政党の分布を見
ると､調査が行われた当時の政党支持率の分布に近似していた｡回答者の平均年齢は53.74歳(SD
-14.37)､範囲は20-85歳である｡やや年長者の方が多かったこと､ 20代と60代以上で男性が
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女性より多かったが､他の年代では男女がほぼ同数だった｡そのほか､学歴､年収､職業などを見
ても極端な偏りはなく､本研究の回答者が日本の成人サンプルをほぼ代表していると見てよいので
はないかと思われるo
調査の手続きと調査項目
2004年3月､ 2006年3月に郵送法による調査を行った｡調査票に対する回答は無記名である｡対
象者に次のような教示文を示したo ｢公共事業は､しばしば､これを実施する行政と地域住民の間の
葛藤を引き起こします｡あなたは､この葛藤を解決するためには､どのようなことが重要だと思い
ますかo｣表3と表4に示している公共評価の項目が自分の考えにどれくらい当てはまるかと聞き､
各項目を､ 1 ｢まったく反対｣ ～6 ｢まったく賛成｣の6点尺度で評定するよう求めた｡
これらの項目は､序論で示した理論的枠組みに従って作成した｡表3は意思決定領域を測定する
項目である｡手続き的公正次元に関しては､行政の公正な手続き､行政の中立性と情報開示､住民
の発言機会を測定する5項目を作成した｡住民優先次元については､住民投棄の必要性､行政と住
民の直接対話､住民意思の優先を測定する3項目を作成した｡行政優先次元では､公的決定の遵守､
行政テクノラートの尊重を測定する2項目を作成したo第3着介入次元に関しては､第3着共同参
画､第3着の中立性､裁判所の活用を測定する3項目を作成したoなお､住民優先次元の直接対話
を測定する項目については､表3に示すように､ふたつの調査間で多少表現が異なるが､同義であ
ると判断し､同一項目と見なした｡
結果領域の項目は表4に示されているo利益次元に関しては､住民利益と社会全体の利益を測定
する3項目を作成した｡弊害次元に関しては､予算圧迫､環境悪影響､住民負担､健康被害を測定
する5項目を作成したo分配的公正次元に関しては､地域間平等､必要性､地域補償を測定する3
項目を作成したU
公共事業の受容に関しては､回答者に｢現在の公共事業に満足しているか｣と聞き､ 1 ｢まったく
不満足｣ ～6 ｢大いに満足｣の6点尺度で評定するよう求めたo
結果と考察
評価項目の因子分析
領域別に探索的因子分析を行ったところ(主成分分析､固有値1基準､プロマックス回転)､意
思決定領域では3因子が得られた｡表3に示すように､我々が仮定したように､手続き的公正､住
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民優先､行政優先を測る項目はそれぞれが個別次元を構成したo第3着介入を測る3項目がいずれ
も住民優先の次元に負荷したことは､第3者介入が住民優先の意思決定につながると考えられてい
ることを示している｡また､第3着共同は住民優先と同時に手続き的公正の次元にも負荷したが､
このことは､研究者や専門家といった第3者と共同して意思決定することが手続き的公正を確保す
る手段とみなされることを示しているo因子1と因子3の間には中程度の相関があったので､手続
き的公正を重視する回答者は住民優先の解決志向を持つ傾向があることが窺われる｡
結果領域の因子分析では4因子が得られたU表4に示すように､利益と分配的公正を測る項目は､
我々が仮定したように個別次元を構成した(因子1と4)o弊害を測る項目は2次元に分かれたo -
A-は住民負担に焦点を合わせた次元(因子2)､他方は予算や環境などもっと広範囲の弊害に注目す
る次元(因子3)である｡これらの弊害次元は比較的独立したものだったので､当事者の不利益に
注目することと国や社会全体の不利益に注目することは異なる関心であることが示唆される｡当然
ながら､これら二つの弊害次元はどちらも利益次元とは負の相関を示したが､特に全体利益2の項
目は広範囲な弊害に注目する次元に高いマイナスの負荷を示したD全体利益2は全体の利益を重視
すると共に環境への悪影響を軽視する内容が含まれており､広域弊害に注目する人々が後者の内容
に敏感に反応したことが原因であると推測される｡他力､二つの弊害次元はどちらも分配的公正次
元とは正の相関を示しており､弊害に関心が高い人は分配的公正に対しても敏感に反応することが
うかがえる｡
要するに､因子分析の結果は､評価構造に関する我々の予測に概ね一致していた｡予測と異なる
点は､意思決定領域において第3着介入が住民優先次元に含まれたことと､結果領域において弊害
が全社会的悪影響と地域住民負担の2次元に分かれたことであるo
領域別評価因子の得点化と全体的傾向
次に､本研究の回答者が公共事業政策に対してどの評価次元を重視しているかを明らかにするた
めに､因子別の得点化を試みた｡各項目は最大負荷量を示した因子に属するものとみなして､それ
らの平均値をその因子の得点とした｡例えば､意思決定の第1因子｢手続き的公正｣の因子得点は､
これに高負荷の5項目の平均値としたoただし､結果領域の全体利益2の項目は因子1と因子3の
両方に十分高い負荷を示したため､両因子の計算に用いたU因子3はこの項目は負の負荷だったの
で､逆転項目とみなして(7-項目｢全体利益2｣)を広域弊害の3項目の得点に加え､これを4で
割った｡因子1では､住民利益と全体利益1の得点に全体利益2得点を加えたものを3で割ること
で平均点を算出した｡表5に因子毎の平均値を示した｡
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1要因分散分析を行ったところ､結果領域において4医仔間には有意差が見られた(F(3, 5490) =
935･00,p<･01)｡尺度の中点(3･5)を考慮に入れると､結果領域に関して回答者たちは公共事業
の弊害を重視していたo特に広域弊害次元の得点が高く､環境や健康に対する人々の関心は非常に
高いといえる｡一方で利益得点は中点に近く､回答者の間で明確な判断が形成されていないことが
読み取れるo意思決定領域に関しても因子間に有意差が見られ(F(2, 3760)-3136,57,p<.01)､
回答者たちは行政よりも住民の意思を優先すべきだと判断していた｡また､手続き的公正と分配的
公正の評定水準も高く､日本の1-一般市民が公共事業政策において公正さを強く求めていることが示
されている｡
公共事業に対する満足度の平均値は2.44 (SD=1.05)であったが､これは明らかに中点よりも低
く､やはりOhbuchl(2005)の研究結果と同様､本研究の回答者たちも全体として､現在の公共事莱
に対して拒否的な態度を持っていたDまた､満足度と各次元の得点の相関を見ると(表5)､公共事
業の利益を重視する人朝子政優先の意思決定を強調する人たちは現在の公共事業に満足し､一人
その弊害を重視したり､手続き的公正を強調したりする人たちは現在の公共事業に不満を持ってい
ることがうかがわれるo現在の公共事業政策の決定の仕方が不明朗であると批判する人たちがいる
が(五十嵐･小川, 2002)､本研究において手続き的公正と満足感との間に負の相関が見られたこと
は､こうした見方が本研究の回答者たちの間にもあることを示唆している｡
各評価因子が現在の公共事業政策に対する満足度に与える独自の影響を上り詳細に検討するた
めに､満足度得点を目的変数とする重回帰分析を領域別に行った｡意思決定領域の重回帰分析(強
制投入法)の結果を図1に示した｡これを見ると､行政優先の評価的態度は現在の公共事業に対す
る満足度を有意に高めたが､一方､手続き的公正-の関心は逆にこれを低下させた｡
図2は結果領域の重回帰分析の結果を示したものであるo事業利益を重視する評価的態度は現在
の公共事業政策に対する満足度を高めたが､広域弊害を重視する評価的態度は事業満足度を低下さ
せた｡ところで､手続き的公正は現在の公共事業政策に対する満足度を低下させたが､分配的公正
はわずかだが満足度を高めたUこの結果は､人々は現在の公共事業政策に関して手続き的公正の関
連からは不満を持っていが､結果の公正さに対しては一定の評価を下していると解釈することがで
きるU手続き的公正と分配的公正が満足度に与える影響については､次節でより詳細に検討する｡
公共事業満足度の規定因:数量化Ⅰ類分析
評価因子のカテゴリー化　量的変数である評価因子と質的変数であるデモグラフィック変数の
両方を説明変数として､満足度を説明変数とする数量化Ⅰ類分析を行うために､評価因子得点をカ
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テゴリー化した｡標準偏差(SD)に基づいて各因子得点を-1.5SD以下(1)､ -1.5SD～-.5SD(2)､ - 5SD
～.5SD(3)､.5SD～1.5×SD(4)､ 1.5SD(5)の5カテゴリーに分けた｡境界値の回答者は外側のカテ
ゴリーに含めたo正規分布の場合､各カテゴリーの割合は7%､ 24%､ 38%､ 240/o､ 7%となるo
このようにしてコード化した各カテゴリーの平均値､度数､標準偏差､範囲､及び最大･最小値は
表6の通りである｡表7は分析結果であるが､偏相関を指標とすると､性別と学歴を除くすべての
変数の効果が有意だった｡
事業満足度に対する評価次元の効果　カテゴリー･スコアの符号から見て､評価因子の中で公共
事業に対する満足度を高めると解釈できるのは行政優先と事業利益の2次元､逆に満足度を低下さ
せるのは広域弊害と手続き的公正の2次元であるo分配的公正は､低カテゴリーに顕著な負のスコ
アがあり､それ以外のカテゴリー･スコアは総じて低かったところから､消極的ではあるが事業満
足度に対してポジティブな次元とみなすことができよ;)o住民優先､住民弊害は､偏相関は有意だ
が､カテゴリー･スコアの配列には一貫性が無く､満足度との関連は不明瞭だったo
以上のように､デモグラフィック変数を加えて数量化Ⅰ類分析を行った結果は､評価因子だけを
用いて行った先に重回帰分析の結果と基本的に同じだった｡カテゴリー･レンジからみると､公共
事業の満足度に対して特に強い影響力を持つ評価次元は行政優先と広域弊害であった(1 01､.52)U
行政優先の態度が強いか､広域弊害を軽視する人ほど現在の公共事業政策に対して満足感が高く､
広域弊害を重視するか行政優勢の態度が弱い人ほど満足感は低かった.また､事業利溢を重視する
か手続き的公正を軽視する人は､現在の公共事業政策に対して満足感が高く､事業利益を軽視する
か手続き的公正を重視する人は満足感が低かった｡
分配的公正に関しては､地域間格差の解消､地域間の公平さなどを考慮する必要がないと考える
人が公共事業に対して批判であり､これらを重視する人たちの間では､賛成が伯仲しているo　この
ことは､分配的公正を重視する人たちの中には現在の公共事業政策に満足している人たちもいるこ
とを意味しており､それ故､この評価次元は消極的ながら､公共事業政策に対してポジティブなら
のであると言えよう｡
住民優先の次元が公共事業に対する満足度と一義的に関連しなかった原因として､今回用いられ
た質問項目に問題があった可能性がある｡この次元に含まれる6項目中､住民優先を明瞭に表すi)
のは2項目だけで(住民投票､住民意思)､残りは､行政との直接対話､裁判所､中立的第3着､
第3者共同意思決定など､住民優先というよりはむしろ中立的な立場を強調するものであったoそ
れ故､将来の研究では､ ｢公共事業は住民の要望があった場合のみ実施されるべきだ｣といった､住
民主導を明確にする項目を多く用いることによって､この次元の明確化を図る必要があるo
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住民弊害の次元が事業満足度と明瞭に関係しなかったことについても､項目文の構成にその原因
を兄いだすことができる｡この次元を構成する2項目は｢一部の十分に負担を与える場合は､事業
を実施するべきではない｣など､仮定法表現を含んだものであった｡これは｢現在の公共事業政兼
はそういうものだから､やめるべきだ｣と批判的にも読めるが､ ｢現在の公共事業は､そうではな
いのだから､やめるべきではない｣と支持的にも読めるoこの次元に高得点の回答者が住民被害を
重視している事は間違いないが､しかし､彼らのすべてが､必ずしも､現在の公共事業が住民被害
を無視していると判断しているわけではなく､この点では回答者の意見が分かれてると言えよう｡
事業満足度に対するデモグラフィック変数の効果　デモグラフィック変数の中では､調査年､年
収､年代､支持政党､居住地域の偏相関係数が有意だった｡まず､支持政党のカテゴリー.スコア
を見ると､自民鴬支持者､民主党､共産党支持者それぞれの立場の違いが鮮明に表れていたo自民
党支持者は満足度が高いのに対し､民主党および共産党支持は低かった｡自民党は公共事業政策の
実質的な決定を行っている与党であり､民主党と共産党がこれを批判する野党であることから､そ
れぞれの支持者の立場が明瞭に反映された結果と言えよう｡
居住地区のカテゴリー･スコアは､大都市居住者が現在の公共事業政策に対して不満を持ち､地
方都市や郡部居住者は満足感が高いことを示しているo交通の便が悪い地方都市や郡部の居住者は
公共事業に対する期待が大きいし､実際､人口比の事業額を見ると他山こ手厚い｡一方､大都市居
住者は公共事業の恩恵を受ける機会が少なく､税金などコストだけを強いられると感じているため
に､否定的な態度を持っているものと思われるo本研究結果は､公共事業に対する意識のこうした
地域差が表れていると解釈することができる｡
年収の効果は複雑である｡年収1000万円以上のカテゴリー･スコアはマイナスだが､それ以外
のカテゴリーは､概ね､高年収の人ほど満足感が商いという傾向を示しているoこれは次に述べる
年代差とも関連すると思われるが､高収入で高い税金を払っている人たち､即ち､中産階級の人た
ちは税金の使われ方に対しても厳しい見方をしているのではないかと思われるoそれ故､彼らは現
代の公共事業政策に対して批判的なのであろう｡
年代の効果も同様に複雑だが､ 40-60代の中高年層が現在の公共事業政策に対して批判的である
のに対して､これより若いか年長の人は比較的好意的であった0 40-60代の人たちは各界において
責任のある立場に置かれ､家族を抱え､また重い税負担を支えている年代であるo彼らは社会のあ
り方について高い関心を持ち､それ故政村の政策に対しても厳しい眼を向けているであろう｡こう
した理由で､この年代の回答者が公共事業に対して最も批判的だったのではないかと思われる｡国
内外での政治意識調査では､年長者､高学歴者､富裕層の間で政治意識が高く､政治活動にも積極
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的な人が多いことが兄いだされている(＼屯rba, Schlozman, Brady, & Nie, 1993; Cbhen, VlgOda, &
samorly, 2001;宮野, 2001)0本研究の結果を見ると､公共事業政策に批判的なのはこうした人々
であり､現代の日本において､政治意識の高い人ほど公共事業政策に対して厳しい見方を取る傾向
があると言えよう｡
調査を行った2006年と2004年を比較すると､後者の参加者の方が公共事業政策に対してより満
足度が大きかった｡この2年間で肯定的反応が増加した背景には様々な要因が考えられるが､最も
大きなものはこの間に行われた小泉内閣による郵政民営化(2005年)､道路公団改革(2005年)な
ど､公共事業を直接間接に規制する政策の実施であろう｡これについては中途半端であるとか､弊
害の方が大きいなどの批判もあるが､この間の世論から判断すると､多くの国民はその効果に期待
を寄せているものと思われるo2006年の調査において回答者が以前よりも公共事業政策に対して好
意的になった理由は､このことを反映しているものと解釈される｡
結論
2004年と2006年の2回､一般市民を対象に行った調査の結果､現在の公共事業に対する満足度
は低く､全般的に回答者は批判的な態度を持っていた｡批判的な態度は､民主党や共産党の支持者､
40-60代､比較的高収入の人､都市部居住者などにおいて強く､一方､自民党支持者､若年や低収
入の人､地方居住者の間では公共事業に対して好意的だったoこうした違いは､政治的信条だけで
なく､回答者が置かれている境遇や社会的役割､所属する階層の違いなどによるものと思われるo
即ち､公共事業によって直接･間接に事業利益が期待される事業主たち､事業による利便性を享受
しうる地域の人たちは公共事業政策に対して好意的だが､税負担など公共事業の負担を主に担う人
たちは非好意的だった｡
公共事業政策の公共受容はその政策評価(公共評価)に依存すると我々は仮定し､評価を意思決
定と結果の2領域に分けて､これを測定する項目を作成した｡因子分析結果はほぼ我々の仮定に合
致し､意思決定領域では行政優先､住民優先､手続き的公正の3次元が､結果領域では事業利益､
住民弊害､広域弊害､分配的公正の4次元が得られたo回帰分析の結果､行政優先と事業利益は現
在の公共事業政策に対する満足度を高め､手続き的公正と広域弊害はこれを低下させた｡事業に伴
う利益とコストのどちらを重視するかが満足度を左右したのは当然として､手続き的公正を重視す
る回答者たちの間で事業満足度が低かったことは､現在の公共事業政策の決定過程が不明朗である
という批判が根強くあることを示唆している｡
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2004年よりt) 2006年の調査回答者の加;公共事業に対して好意的だったことは､この間､小泉
内閣によって実現された公共事業関連の改革(郵政民営化､道路公団改革)が国民の間で一定の評
価を得ていることを反映したものと解釈される｡
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表1調査データセット
データセット1 ?h?5?ｨ6(6s"?
調査時期 ??ID?ﾈ?2006年3月 
調査地区 ?Y78?ｩ8ﾈｹ?8ﾕﾙ8ﾈｾjH??69$ｨｾjI??蜩s市:束京都墨tlJ区､練鵬区､大阪市 
阪市淀川Ff.､平野区 ?98xｾjH?ｶxｾb?
地方都市:札幌rff西区､秋田市､仙fJI ?饑ｹ78?ｨ腦g倡9I)?ｾjH?勣?I???
市泉区､Jl,-島市安佐北l太､松江市､ 倡8?}?jHﾔﾉ8x?ﾛ)HﾈｾjI8xﾚｨﾊx鉙ﾕﾒ?
那覇市 倡:H垰>ｨﾊy=?Vﾇ?ﾂ?
郡部ニ北海道夕張郡栗山町､秋EEl県河 佛 YCｩfｸ､9;??8ﾅ8ｾI&ﾘ?*ﾊH?68ｧﾈ??
辺郡糾辺町(2005年1月より市町村 做?8ﾅ6fﾉ??冦ｩ*ﾊHｷｸ?ﾊxﾙY?ﾅ9??*ﾊB?
合併により｢秋m市河辺｣となった)､ 儘ﾉ8xﾊx?ﾇﾈﾅ8ﾄinﾉ*ﾊI8xﾚｨﾊyOI?ﾅ9N2?
宮城県桃七郎鳴瀬町､広島県豊田那 安浦町､島根県大Jh(郡大東町､沖縄 県中威郡西),Lil;町 ?ﾉ*ﾊH垰>ｨﾊy8y?ﾅ9u??I*ﾂ?
標本抽出 丿X?*ﾈ,ﾉ?ｹ9?kﾉ^ｸ,亢ﾈﾝｨ+8.ｨ,H*(.?各市町の選挙人名簿に記載されている2(ー 20歳以しの有権者から等間隔無作為抽 俐闌?8,ﾈ46hﾊ?(*?y9亊HｧYk8ﾞﾈ酵(ｨ?d?
出法により4000名を選抜o ??h.イ??ﾈ/?僵&?
調査方法 冰?yd?
回答音数 塔?kﾊH??zc#?BR?088名､回収率27.2% 男性4:うl名､女性373名､不明10才l ?ｩ?C3?c???3sYkﾊH4*Ik繆鬨??
性別 ??3CVfﾊC3?3?kﾊCC?3?IkﾊB?0代17541､30fel2()名､4()代174名､ 
年代 鉄?3#?ﾔbﾊCc?3?IkﾊCs?闌?褪?0代2774.､60代233名､70歳以1-.165 
118名 凩?
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表2　2回の調査における全回答者のデモグラフィック特性
特性 緬7?B?%l ??ｲ?度数 ?R?
性 
別 
早 
歴 
年 
収 
職 
莱 
男性 ??"?3.73 僖???0代 ?#R?.57 
女性 塔c2?5.37 ?0代 ???〔).99 
有効模本合計 ?ャR?9.ll ?0代 ?唐?5.67 
欠損値 ?r?.89 ?0代 鼎澱?6.08 
合計 ??"?00.00 ?0代 鼎??1.92 
小.中学校卒 ?cR?3.93 ?0歳以上 ???4.88 
高校卒 塔S2?4.85 剽L効模本合計 ???96.ll 
短大.専門学校卒 ?迭?5.51 剏≡ｹ値 都B?.89 
大学.大学院 鼎C2?3.29 剄㈹v ??"?00.00 
有効標本合計 ?ゴb?7.58 倡?鰓?ﾒ?ﾒ?ｩ民党 田#?32.65 
欠損値 鼎b?.42 剿ｯ主党 ???4.83 
合計 ??"?00.00 刹､産党 都?4.15 
～350 ??"?52.84 凾ｻの他 ?C?7.36 
～500 ???5.40 剋x持なし 都#?37.85 
～650 ???.46 剽L効棟木合計 ?イ"?6.85 
∫-800 ?#2?.47 剏≡ｹ値 田?3.15 
～1000 塔?4.63 剄㈹v ??"?00.00 
1000- 都R?.94 从???r?霎b?蜩s市 地方都市 郡部 田3R?3.39 
有効標本合計 ?scB?2.74 剴S湯?1.49 
欠損値 ?3?7.26 剴cc?35.12 
･合計 ??"?00.00 剽L効標本合計 ??"?00.00 
正規就労 涛??8.ll 剏≡ｹ値 ??00.00 
パート就労 ?S?13.62 剄㈹v ??"?00.00 
失業 ?3"?.94 
退職 ?#"?l.67 
主婦 ???5.83 
学生 ?2?.74 
有効標本合計 ?ツ"?7.90 
欠損値 鼎?2.10 
合計 ??"?00.00 
-　48
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表3　意思決定領域の調査項目と因子のパターン行列
項口 剴燻q 
1 ?? 
手続的公山 ?? 
どのようなやり方をとるにせよ､行政は公lLこな観点から公共事業 ?繝B?.08 蔦???
a)計画を立てるべきである(公止)o 
どのようなやりノノをとるにせよ､行政は特定の人々にのみ利益が ?縱r?0.01 ??"?
偏らないように､申#_的な七場で公共事業を計両すべきである(中 
立性)n 
公共事業の実施に当たつては､事業#任者け情報を開示し､関係 ?縱R?0,ll ??B?
者がい/)でも情報を入手できるようにすべきである(情報開示)U 
どのようなやり方をとるにせよ､行政が公Jl,--事業の計画を決定す ?縱"?0.15 ???
るときには､関連地域の住矧こは行政に対して白分の意見を述べ 
る機会を与えるべきである(発言機会)(, 
最終的には行政の判断で事業の実施を決定するが､行政は負担住 ?經?0.07 ???
民とIhJ_接対話を行うべきである(発言対話)o 
行政優先 ?? 
車_業内容や事業の実施は､国､県､市などの議会U)決定にしたが ??B?.88 蔦???
うべきである(公的決定)∩ 
公共事業については､政策づくりのプロである行政機関にまかせ 蔦?3?0.71 ???
ておくべきである(行政テクノラー卜)o 
住民優先 ?? 
事業を実施するかど:)かは､その事業によって影響をうける住民 蔦???0,27 ?縱"?
のあいだで住民投票をおこなって決めるべきである(住民投票)U 
負担什民と行政が直接対話をおこなって事業計画の可否を決める ??2?.04 ?緜?
べきである(調査1)o負fH.住民と行政がl自二接対話をおこなって 
事業計画の可否を検討するが､その話し合いを円滑に進めるため 
の第三者を介入させるべきだ(調査2)(直接対話)o 
一部の住民にのみ負担が強いられる事業の実施を決める場合は､ ??B?0.07 ?經R?
その住民の意思を最優先して､それにしたがうべきである(住民 
意思)o 
第3着介入 ?? 
行政と負担住民は裁判所の力を借りて､利害調軽をおこなうべき 蔦???.ll ?縱2?
である(裁判所)o 
行政と負担住民がスムーズに協議できるよう､両者を仲介する中 ??B?.16 ?經?
立的な第三者機関をつくるべきである(rTl立的第3着)o 
行政と負担住民だけでなく､研究者や専門家といった第三者を交 ???-0.07 ?紊2?
えて､共同で事業計画を決定していくべきである(第3者共rpLJ)o 
寄与 ?.88 ?緜b?.09 
注)因子間相関は､ -_19 (1･2) ､ 41 (1-3) ､ -.07 (2･3) ｡
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表4　結果領域の調査項目と因子のパターン行列
項目 剴燻q 
1 ?? 釘?
利益 ?? ?
道路網やゴミ処分場など､一部の住民にのみ負担を強いる ?縱b?0.07 ??R?.08 
事業でも､同時に負担住民の利益にもなる場合には､事業 
を実施するべきである(住民利益)o 
たとえ一部の住民に負担を強いることになっても､社会全 ?縱B?0.29 ??2?0.05 
体の利益が人きければ､事業を実施するべきである(全体 
利益1)o 
環境や生態系に悪影響を与える可能件があつても､社会全 ?經R?.27 蔦?cb?.00 
体にとって利益が大きければ､事業を実施すべきである 
(全休利益2)o 
弊害 ?? ?
事業が環境や生態系に悪影響を与える可能性がある場合 蔦???.07 ?縱r?0.02 
には､実施すべきでない(環境悪影響)o 
公共事業によって生じる住民の負担が､住民の健康を害す ??b?.03 ?縱?0.19 
るようなものであれば､事業を実施するべきではない(健 
康被害)∩ 
国の予算を圧迫するような公共事業は見直すべきである ???0.31 ?緜"?0.10 
(予算圧迫)o 
公地事業によって強いられる住民の負担が､住居の立ち退 蔦???.79 ??R?.09 
きなど､生活に大きな影響を与える場合は､事業を実施す 
るべきではない(住民負担)D 
公兵事業によって強いられる住民の負担が､ある一部の 蔦???.78 ???0.07 
人々にのみ生じるのであれば､そのような事業は実施する 
べきではない(一部負担)o 
分配的公lE ?? ?
公共事業については､不便な地加こ対して優先的に実施す 蔦???.01 蔦???.82 
るという立場から考えられるべきだ(必要惟)o 
公共事業については､地域間の隔たりがないよう､バラン 蔦???,02 ???0.79 
スよく実施するという立場から考えられるべきだ(平等). 
負担住民個人ではなく､その地域全体に対して､特別な行 ??B?.06 ??R?.48 
政措置が取られるべきである(例えば､負担住民の要望に 
もとづいた代替施設の建築など)(地域補償)Q 
寄与 ?.67 ??b?_40 ?纉R?
注)因子間相関は､ -10 (1-2) ､ -09 (1-3) ､ 07 (1-4) ､ 27 (2-3) ､ 29 (214) ､.21 (3-4) o
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表5　評価因子得点の平均値､標準偏差､公共事業に関する満足度との相関
公姑事業に関する満
平均値　標準偏差　足度との相関
意思決定　　手続公正　　　　　4.97　　　0.70　　　　　･0.27☆★
住民優先　　　　　4. 18　　　　0.73　　　　　　-0,16*'
行政優先　　　　　2.93　　　　0.94　　　　　　　0.45★★
結果　　　　事業利益
広域弊害
住民弊害
分配公正
合計
o･830･ -61･｡50･ -8議3.38
4.83
4.04
Ll I 3一字
4.09
荏) ★★p<.01
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表6　評価因子カテゴリー別の平均､度数､標準偏差､範臥最小値､最大値
竺均　度数標準偏差範囲　最小値最大値カテゴリ~　遠一つ　度数
2.600.-00.--0.400.｡｡訂0.400.-｡牡認0. 000.｡｡豊0.6-0.｡｡毘ー･--0･-｡0･ -50･-｡豊o･ -｡o･｡｡ー･｡｡豊o･-｡o･ 1 7笠0.-6㍑〇一160.｡｡語〇一-｡笠o･-50･ -50･｡｡o･｡｡豊o･-60･｡｡還o･-50･ -｡o･ 13還o･ -50･-50･｡｡還o･｡20･ 160･｡20･26025｡42｡546464牡諾54949-豊4-94--40-豊5-｡298笠1995-84-9笠1--諾豊2 1-6-03- 1笠12345一12345丁2345一12345了23457234572345 3.82
4.41
500
5.59
9j29_
2.82
366
4.15
4.76
.･El ･ liO_
1.26
2,26
3.00
3.50
Jl･24
1.69
2.76
3.33
3.90
⊥ l二旦三
3.52
4.27
先倭氏住
先倭政行
協和莱辛
害弊域広 4.-8還2･ -｡ほ……還2･9｡ほは4･-45
育弊氏住
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表7事業満足度に対するデモグラフィック変数と評価因子の効果･数量化1類分析
変数とカテjリー　カテコリー　偏相関　変数とカテゴリー　カテゴリー　佑相関
スコア　　係数　　　　　　　　　　　スコア　　係数
調査年　　　　2004
2006
学歴
年収
年代
職業
支持政党
居住地域
小･中学校卒
高校卒
短人･専門学
校卒
入学･大学院
卒
～350
--500
へ650
-800
-1000
1000-
20代
30代
40代
50代
60代
70歳以1
正規就労
パート就労
失業
退職
ii婦
自民党
民主党
共産党
その他の政党
支持なし
大都市
地方都市
郡部
~0 10　　　0 10…　　手続公止
007
0 05　　　　0.05
-0.04
0 01　　　0.05
O O3　　　　　　　　位rC優先
002
-0.07
行政優先
事業利益
0 00　　　0 04　　広域弊宵
-0 02
･0.03
009
･0.05
0 11　　0.10…　　住民弊害
-013
-0 09
007
-005
~0.08　　　0 07…　　分配公正
003
0.06
1　　　013　　　006★
2　　　　-005
3　　　　0.01
4　　　　-0.02
5　　　･002
1　　　0.00　　　0 07…
4　　　　-010
5　　　　007
1　　･066　　　0 34…
2　　　　-0.25
3　　　　009
4　　　　021
5　　　　045
1　　　0.01　　0 09★★
2　　　　-0.06
3　　　　007
4　　　･0.03
5　　　　0.23
1　　　0 18　　　0 17★★
2　　　　019
3　　　　001
4　　　･0.15
5　　　　-0.33
1　　　-0.21　　0.12日
2　　　　008
3　　　　0.ll
4　　　　-0.06
5　　　･015
1　　　-0.14　　　0 07…
2　　　　0.00
3　　　　0.01
4　　　　007
5　　　　-0.02
**　p<.01
*　pく.05
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電相関係数　　　　　0 56
決定係数　　　　　0.31
残差標準誤農　　　　0 87
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図1意思決定領域3因子から事業満足度へのパス園
図2　結果領域4因子から事業満足度へのパス図
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Public Evaluation and Acceptance of Public
Enterprise Policies in Japan:
Evaluative Clusters, PoliticalParties, and ReSidentialAneas
Ken-ichi OHBUCHI EmiATSUMI
(Tbhoku Umiversity)　　　(Tohoku Bunka Gakuen University)
In a survey wlth814 Japanese people, we attempted explore publlC eValuatlOn Of publlC
enterpnse policies, and found 3 dlmenSionS (pr∝eduralfalrneSS, prionty of l∝alre81dents, and
pnonty of the government) lnthe evaluatlOn Of decISIOn making and 4 dimensions (benefits,
I(光aland globalcostS,and dlStnbutlVe鮎nleSS) lnthe evaluation of consequences. Cluster
analysts dlvidedthe respondents Into 4 groups: cntlCal,global, positlVe,andintegratlVe.
Althoughthey were generally negative agalnSt Current pubhc enterprise POlicleS, Ourfinding
thatthe posltlVeand lntegratlVe groups OCCuPled two thlrd8 0fthe present reSpOndentS
SuggeStS that Japanese people had a cntlCalbut constructlVe attltudes towardthe pollCleS. me
posltlVe group Was dominant among Supporters Ofthe governmentalparty (lJPD), while the
lntegratlVe One among Supporters Of Dem∝ratlC Party, a largest nongovernmentalparty. Most
of the Supporters Of Commul血t Party belonged､b the cntlCalgroup･ The positive group was
dominant ln the prounclal clty and rural areas, whiletheintegratlVe group Was dominant ln
the metropolltanareaS.
Introduction
A recent pub止c controversy ln Japan i8 over public enterpnse policy. PubllC enterpnSeS
are conStruCtlOn, maintenance, and repair WOrks, which arefinanced bythe natlOnalor l∝al
publlC budgetSl mey Include development of networks of roads, constructlOn Of alrPOrtS,and
Improvement Of nvers･Althougha public enterpnse Improves facilltleS for people's lives, 1t
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somet,1meS Causes a SOClal confl1Ct between the government and a localcommunlty. Therefore, lt
lS a CruClallSSue for soclal sclentlStS tO eXphcate what Increases Or decreases people's acceptance
ofpubllC enterprise pollCy. In this article, we approach to this Issue ln terms Of a soclal
psychologlCalanalysIS Of publlC eValuatlOn Of publlC enterprise pOllCy.
Japanese Pub止c Acceptance of Public Enterprise Policy
ln a suⅣey research, Ohbuchl (2005) foundthat 80% of Japanese people were
dlSSatisfiedwith current public enterpnse pollCleS. Despite that lt greatly pro丘ts soclety and
people's hves, why are so many Japanese people negatlVe agalnSt publlC enterPnSe pOllCy? First,
dunng the penod of rapld economlC growth lnthe 1960s throughthe 19808, Japanhas
lmprOVed basIC SOClallnfrastructureS Such as roads, railways, electnclty, Or town gas and a level
of people's lives has been elevated to almost the same as western countnes, andtherefore,
publlC enterPnSeS may nO longer strongly appealto Japanese people (Nakayama, 2001). second,
people are more concemed wlth protectlOn Of natural enuronment and hlStOnCal1andscapes,
thus getting more cntlCalagalnSt pubhc works that harmthem (PubllC enterPnSe forum, 1999).
Third,the Japanese natlOnal丘nance has been tighter slnCethe economlC Stagnation ln the
1990S,andthus, people has become stncter withthe nationalexpenditure than before (Igarashi
& Ogawa, 2002).
I)oes thefindlng Of Ohbuchl (2005) meanthat Japanese people Judge publlC
enterprises are no longer necessary in this country? We do not tl血止so. There is no bound to
people's desu℃s for more convenience and wealth. Further, we supposethat many Japanese
people recognlZethat Japan needs further improvement of socialinfrastructures to keep a high
level of lntematlOnalcompetitlVeneSS under rapid technologlCalchanges (Nakayama, 2001).
Instead, Japanese people's strong complalnS about current publlC enterPnSe pOhcleS Seem tO
suggest that they wIShthe pollCy Should be more properly declded and more effectively
lmplemented.
We assume publlC eValuatlOn aS a COgnitive antecedent of people's acceptance of publlC
enterpnse pollCy. In other words, whether people accept or not accept a public enterpnse pollCy
depends on howthey evaluate lt. Therefore, the purpose of the present study lS tO attempt tO
disentangle cogmtlVe Structure OfJapaneSe peOple's publlC evaluation Of publユC enterprise
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pollCy.
social Conflicts Over Public Enterprise Policies
A problem of public enterprise lSthat lt SOmetlme Sacrifices a mlnOnty Of people tothe
publlC Interest (KobayaLqhl, 2003). Usually,the ⅥctlmS are reLqldents of the regioninwhlChthe
public work lS implemented: they are forced to move out or sufferfromthe detenoratlOn Of the
environment by noise Or air pOllutlOn･ This problem has caused a number of soclalconfllCtS ln
Japan The most ditncult case lS a Struggle overthe Nanta AlrPOrt, WhlCh occurred ln 1966･ and
even now, lt has not yet perfectly settled･ This SenOuS COnfllCt has not only annoyedthe
Japanese government for a long penod, but also 1t has impededthe development of au
transportindustry ln Japan.
The government has so farforclbly mlplemented publlC WOrks ln disregard of local
voICeS, but recently lt has drasticauy turned to be more nexlble ln COnLqlderation of the public
opln10n･ However, lt 18 not always clear what lS the public OpinlOn･ Mass media conducts survey
research when there lS a debate on a certain publlC POlicy, showlng a dlStnbutlOn Of people's
opln10nS On the policy･ However,there lS nO research directly dealing wlththe psychological
proα88e8 0f publlC eValuatlOn･ In the present Study･ therefore, we attempted to examlne how
people evaluatethe public enterprise pohcy and to explore the cognitive structure of the public
evaluatlOn.
public Evaluation of Public Enterprise Policies
publlC eValuatlOn COnSists of two domains: (1) evaluatlOn Ofthe decision making of a
policy and (2) evaluatlOn Of its POSSlble outcomes･ I)ecISIOn making lSthe prccess ln Which a
publlC enterpnSe POlicy lS Shaped and declded, and we assumethat the evaluation lS done ln
terms of pr∝eduralfhirneSS, prionty of the government or local residents･ and thethlrd party
mterventlOn.
Researchers on pohcy making have attended to pr∝edural払1meSS (Baron, 1995; Fu]n･
Garhng, Jakobsson, & 一ou, 2004), meories of pr(-duralfhirness suggest that people evaluate
a policy aS acceptable when they perceive the government as neutralor unblaSed ln making lt
(Tn,ler, 1990) or whenthe parties concerned are glVenanOPpOrtunity to express their oplnlOnS
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(Thlbaut & WAlker, 1975). Further, the extent to which the government discloses irLformatlOn Of
the public pOllCy may enhance people's evaluatlOn Of proceduralfmess (Imazal & Ohbuchl,
1998). Therefore, we assume that these three factors (percelVed neutrallty, voice oppornunity,
andinformatlOn dlSCloSure) determine people's judgment ofprwedural fgL汀neSS Of the decISIOn
making pr∝ess of a pollCy.
PartleS COnCernedinpublic enterpnse pollCy arethe governmentand l∝alresldentS.
Aswe discussed above, a confllCt SOmetlmeS happens between t,hem. People may differ lnthe
Judgment of whlCh Should be glVen pnOnty,the government or l∝alresldents. Some may argue
thatthe government should begiven pnonty lnthe decISIOn OfpubllC enterPnSe policy because
lt has a legltlmate power tO do lt lnthe dem∝ratlC POlltlCalsystem. However,the other may
think that localresldent畠'wisheS Should be conSlderedfirst because they are most alrected by
the public work. Therefore, prionty of the governmentandthat oflocalresidentsare two
sub-dimensions 0f publlC eValuatlOn Of decISIOn pr(℃ess OfpubllC enterPnSe pOllCy.
When a conLhct happens over a public work, a thlrd party lnterventlOn lS SOmetimes
Introduced to settle lt The court lS asked to resolve the conflict aCCOrdlng tO the law, or a neutral
expert Intervenes it withmoreflexlble means such as mediation (Sato, 2002). Some may prefer
these third party lnterVentlOnS ln the conBICt reSOlutlOn but the others may not thinl(thatthey
are necessary. merefore, preference to thlrd partyinterventlOn lS a discrete dlmen810n ln
evaluation of decISIOn makng ofpubllC enterpnSe pOllCy,
Inthe second domain ofpubllC eValuatlOn, People may evaluate the posslble outcomes
of publlC enterprise, fuuslng On the followlng dmensiion8, Such as benefits, costs, and
distributive fairness. ProfesslOnals conduct a costノbne丘t analysis for a publlC enterPnSe policy
(Inoue, 2001), and lay people arealBO COnCemedwithcostS and bene丘ts. A person may
posltlVely evaluate a publlC WOrk forthe reason thatthey believe it Improves facilltleS for
people's Eves, while another person may negatlVely evaluate lt because they feel it imposes
senous burdens tO localreSidents. Further, some other person may thinkthat a publlC WOrk
necessary tothe whole nation should be lmplemented whatever the costs (S∝ialInfrastructure
Forum, 2002). Therefore, costs and bene丘ts are two discrete dlmenSIOnS ln the evaluatlOn Of
possible conSequenCe8 0f publlC enterPnSe policy.
Judgment of diStributlVe fairness On public works may be shaped based on four factor8.
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FlrSt, people may be concerned wltha balance of the natlOnal丘nances･ They may negatlVely
evaluate a public enterPrlBe policy iftheyfeelthat the natlOnalfinanCe lS overly blaSed toward
lt Or the budget for it lS un代a80nably large, as compared wlth ltS usefulness (Ihon･ 2001) ms
IS a kind of equlty ]udgment･ Second, people may be concerned wlth a balance between reglOnS･
They may negatively evaluate a pubhc enterprlBe POlicy if certaln reglOnSare favored ln ltS
implementatlOn (Ihon, 2001)I ms is a Judgment according tX, equality. Third･there is a large
reglOnaldispanty lnthe exIStlng public facilitleS･ According tO a Standard of need, some may
accept a public work as fair if lt lS implemented to dlSpelthe dlSpanty (Igarashl & Ogawa･
2002). Forth, pubhc works sometimes Cause noise pollution Or Other disadvantages to
surrounding reglOn･ Peoplefeel thatthese disadvantages should befully compensated･
Therefore, people,S Judgment of dlStnbutlVe fairness of public enterpnSe may be determined by
percelVed properneSS Of 咲)mpensabon･
Thus, we assume four dlmenSIOnS (pr∝eduralfalmeSS, pnOnty Of the govemment,
pnority of localresldents, and a third party lnterventlOn) for the evaluation Of decISIOn making
of the policy, andthree dimenslOnS (dlStnbutlVe fairness, bene丘ts･ and costs) for the evaluation
of lt岩 Outcomes. Inthe present study, we attempt to construe the items to measurethese factors
and to explicate a cogmtlVe StruCt-e Of public eValuatlOn･ Further･ we attempt to examine how
these factors determine Public acceptance ofpubllC enterPnSe pOllCy ln Japan･
CluSter8 0f Peopleand Their ChaLraCteriStics
we assume that there are indlVldualdifferences in welghting dlmenS10nS Of pubhc
evaluatlOn. Further,there may be correlationLq between the dlmenSIOnS: for example,those who
give more PnOnty tO the government in decISion making are likely to dve less pnonty to local
residents ln short, a group ofpeople may Show a sunilar pattern of evaluatlOn across Several
dimenslOnS,and if so, we can divide people Into SeVeralclusters accordlng tO their eValuatlOn
patternS･ Inthe present study'therefore, we attempt to explore clusters among Japanesepeople
that differinthe patterns of evaluatlOn Of publlC enterPnSe pOllCy.
preⅥous research showedthat people's acceptance of publlC enterPnSe policy lS doSely
related to their pOlltlCalposltlOnS (Igarashl & Ogawa, 2002)･ ThlS may hold true wlth public
evaluatlOn because the acceptance depends on lt. For example, those who support a
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governmentalpartywill glVe more PnOnty tOthe government thanlocalreSldents 帆 the
evaluation of decISIOn making OfpubllC enterpnSe pOllCy andthey may attend to beneBts more
than costs ln evaluation Of Its COnSequenCeS1 0nthe other hand,those who support a
nongovemmentalparty will showanopposlte pattern･
publlC eValuatlOn Of pubhc enterpnSe policy mayalso differ between reglOnS In Japan,
more pubhc works have l光en lmplemented ln prOVincialareas than ln metrOPOlltan areas, and
publlC WOrks have been a major Industry in provlnClal areas (Ihon, 2001)･ Onthe other hand,
residents ln metrOpOlltan areas COmplaln thatthey do not receive deserving bene丘tsfrom
publlC WOrks ln Splte Of that they hlghly contnbute to the natlOnalfinance by payment of large
amount c'f tax (Igarashi & Ogawa, 2002). We predict, therefore,that resldents ln prOunClal
areas will more attend to benefits 0f pubhc works m thelr eValuatlOn Ofthem, while those ln
metropolitan areaswill emphasize dlStnbutlVe falrneSS･ In order to test these predlCtlOnS, We
attempt to examlnethe relat10nShlpS Of evaluatlOn Of publlC enterPnSe pOllCy･ POlltlCalposltions,
and resldent areas.
Mct,hod
Respondents
In thlS Survey research, we used a multrstage samplmg method. First, We selected 16
areas ln Japan Including 4 metropolitan areas, 6 provlnClalcltyareaS,and 6 ruralareas･ The
metropolltan areas Were Kotx'and Setagaya Wards ofTokyo MetropollS and Yodogawa and
HlranO Wards of Osaka City;the provlnClalclty areas Were NIShl Ward of Sapporo Clty, Akita
city, Izuml Ward of Sendal City,Asaklta Ward of HlrOShima Clty･ Matsue Clty･ and Naha Clty;
and theruralareas were Kuriyama Town ln Yuban Country, Hokkaldo, Kawabe Tbwn ln
Kawabe Country, Aklta Prefecture, Naruse Town ln Monoo Country, MlyagiPrefecture,
YaSuura lbwninToyoda Country, HlrOShlma Prefecture, DaltO lもwn ln Ohara Country･
shlmane Prefecttue, and Saibara Tbwn in Nakakashira Country, 0kn1aWa Prefecture. Then,
we randomly selected 150 or 300 adults from each area, reachlng 4,000 adults as a total･ based
onthe register of electors. By a mailmg method, We obtalned 814 respondents (response rate =
20.4%)ニ254from the metropolltan a糟as (15.9%), 252fromthe prouncialcltyareaS (21･0%),
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and 308from therural areas (25.7%). The mean age was 53.9 (SD = 14.0), ranglngfrom 20 tx)
99. The sample lnCluded 431 males, 373 females, and 10 unidentified
Pro00dureSand Sumy Items
We sent our questlOnnaげe tO respondents ln March, 2004, asklngthem to
anonymously respond to lt A cover letter lnCludedthe following Instruction: "PubllC WOrks often
cause a conflict between the government and localreLqldentLq.What do you thlI止as Important tO
resolve the connュct?" Then, we asked the respondents to ratethe Items presented ln Table 1 and
2 on a 6-polnt scale ranglngfrom 1 "lkGmteJy dTbHgTed'to 6 "Deihzte/y ag托e.
We constructed these Items a∝Ordlng tO the theoretlCalframework we presented ln the
lntrOductlOn･ Table 1 Includes the Items tO evaluate dec1810n pr∝eSS OfpubllC enterprlBe policy
To evaluate proαdural払irness, we constructed 5 1temS descnblng proper procedures,
neutrality, and lnformatlOn disclosure of the government and the opportunity Of l∝al resldents'
voICe･ To evaluate pnonty of localresldents, we constructed 3 1temS descnblng respect tO WlShes
of resldents, necessity of referendum, negotlatlOn Of the government and residents. Tb evaluate
pnority of the government, we made 2 items descnblng legltlmaCy Ofthe government's decISIOn
and respect to techn(火rats. 1b evaluate a third party lnterventlOn, We made 3 1temS descnblng
JOmt Planning With a third party agency, neutrality Of a third party,andthe use of court.
Table 2 representSthe Items tO evaluate posslble outcomes ofpublic works. 1b evaluate
bene丘ts, we made 3 1temS descnblng localresldentS'1ntereSt andthe natlOnalinterest. Tb
evaluate costs, We made 4 1temS descnblng enurOnmentaldeterioration, 1∝alresldents'
lnCOnVemenCe,and negatlVe effects on health. To evaluate dlStnbutive fairness, We made 5
1temS describlngfinanclalbalance, equality between areas, need, community COmpenSation,
and personal compensatlOn.
In order to measure acceptance, We asked the respondents to rate how muchthey were
satis丘ed wlthCurrent publlC enterprise pollCleS uSmg a 6-point scale ranging from 1 "Absalutely
zLnSa bkGed'to 6 "AbS01utely sB tZkBed."
In the measurement of politicalposltlOn, We aSkedthe respondents which polltlCal
parhes they support and asked them to ch00se one among the followlngalternatlVeS:Liberal
Democratic Party (IDP, a governmentalparty), Democratic Party (the largest
-61-
PubllC EvaluatlOn and EvaluatlVe CluSterS　8
nongovemmentalparty), Commumsts Party, other partleS, and nonpartlSan･
ReSultBand Di8Cu8Sion
Factor血Idysi8 0f Evaltntion Items
we conducted a factor analysュs Separately for decISIOn maklngand poSSlble
consequences (pnnclpalcomponent analysュs, CntenOn Of 1 elgen Value,and promax rotatlOn)･ In
｡ValuatlOn Of dec1810n making, We Obtalned 3 dmlenSIOnS (Table 1)･Aswe assumed, procedural
falrneSS, pnOrity of localresidents, and pnonty of the government were found to be dlSCrete
dlmenSionS, but a third party Intervention was not･ Two ltemS Of a third party lnterventlOn had
hlghloadlngS On the proceduralfalrneSS dimen810n, SuggeStlngthat the respondents regarded
this method of conflict reSOlutlOn aS eStabllSIung proceduralfalrneSS.Anltem describlngthe
use of court had a hlghloadlng On both dlmenSIOnS Ofpnonty of the governmentand pnonty of
local reSldents. It indlCateSthat this legal1nStltution was seen as available elther bythe
respondents who gave pnority elther to the government or those who gave pnonty to local
resldentS. The first and second dlmenS10nS COrrelated wltheach other, suggeStlngthose who
emphasized proceduralfalrneSS tended togive pnonty to localresldents
A factor analysis of consequences produced 4 dlmenSIOnS･ Table 2 1ndlCateSthat, aS We
assumed, dlStnbutlVe famess and bene触were discrete dlmenSIOnS (Factors 2 and 3).
H.W｡ver, costs were dlVlded into two dlmenSIOnS, that lS, localreLqldents'costs (Factor 4) and
broader negatlVe effects (Factor 1) That these were relahvely Independent dlmen810nS Suggests
that people saw localcostS andglobalcosts as different types of negative COnSequenCeS Of publlC
enterpnse, eventhoughboth negatlVely correlated wlth the bene丘t dlmenSIOn･ Further, only
theglobalcost dlmen810n negatlVely correlated wlththe dlStnbutlVe fairness dlmenSIOn,
suggestingthat the respondents saw thlS type Of negatlVe effects as v101atlng a dlStnbutlVe
fairness code.
The results of factor analysis were largely con81Stentwith our expectatlOn, eXCePtthat
a third party lnterventlOn Was lnCludedinbthe pr∝eduralfalrneSS dlmenSionand costs
dlⅥded Into l∝aland globalones.
In order to examlne Which dlmenSIOnS the respondents valued lntheir evaluat10n Of
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publlC enterPnSe policy, then, we computed scores of each dlmenSIOn by averaging ltemSthat
had hlghloadlngS On the dimenslOn For example, a score of proαduralfELmeSS Was an average
of four items deslgned to measure pr∝eduralfalrneSS and two Items deslgned to measure a
third party lnterventlOn. Table 3 represent8 the meanscores of all the dmenslOnS. One way
ANOVA of these scores lndlCated that differences between thethree dlmenSIOnS Of decIS10n
making Were Slgll血ant, F (2, 1612) = 1096.82, p <.01. The respondent占mOSt Valued
pr∝eduralfalrneSS, andthen, they valued pnonty of localresidents more than pnonty of the
govemment.
Differences between the four dlmenSIOnS Of consequences werealso slgniacant, F (3,
2385) = 495.63, p <.01. The respondents valued dlStnbutlVe famessand negatlVe elrects more
thanbene丘tS. There results 8uggeStthat people make evaluatlOn Of publlC enterpnSe pOllCy
especlally fuuslng On falrneSS and they attend tx) 1∝alresldents'wIShes morethan to the
government's Judgments ln their eValuatlOn Of dec1810n making Of a pollCy.
Asseen ln Table 3,the mean.Score of組tlSfact10n Was Obviously belowthe mld polnt
(3.5) of the rating scale, meaning thatthe respondents of the present study had negatlVe
attitudes toward current public enterprise policleS, like as the丘ndlng by Ohbuchl (2005), This
tablealso Includes correlations 0f satlSfactlOn Wlththe evaluatlVe dlmenSIOnS Those who
valued beneficlalconsequences or pnonty of the government ln evaluation of decision making
were more satlSfied wlth cumnt public enterprise pollCleS, Whilethose who were concerned
wlthnegatlVe effects 0r fairness Were less satlSfied wlthlt. Some scholars cntlCIZe Current
publlC enterprise pollCleS ln Japanthat the decISIOn process IS not fair (Igarash & Ogawa, 2002).
A negative COrrelatlOn between pr∝eduralfalrneSS and SatlぬctlOn found lnthe present study
suggeststhat such a critlCalattltude lS prevalent among Japanese people.
Cluster Analysis
We conducted a clusteranalysISuslngal1the evaluatlVe Items. We repeatedlyrun the
QulCk Cluster program of SPSS changlng the number of clusterSfrom 2 through10 Flgure 2
plottedthe least Euclidean dlStanCe between clusters Produced ln eaChrun, whlCh lS an Index of
good clustering (NorusIS, 1994). It wasthe largest whenthe number ofclusters was 2 and the
Second largest was when lt Was 4. Since 2 clusters were too roughto Inspect lndlⅥdual
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differences ln public evaluatlOn, We adopted 4 clusters lnthe present study･ In this Clustenng,
the numbers ofclusterS Were 141 (17.4%), 153 (18･9%), 254 (31 4%), and 261 (32･3%)I We tested
differences betweenthe 4 clusters on each item byANOVA, andthe results were slgniBcant for
all the items, F (3, 785-802) = 20.73-199.70, an ps < ･01･ It lndlCateSthat vanance between
the clusters was substantlal1y larger than variancewithlnthe clusters on each ltem, Suggesting
valldlty Of this Clustenng･
Differenoes of the 4 Clusters ln the Evaluative DimenBionS
onthe decIS10n making dlmenSIOnS, We COnductedANOVA uslng dustersand
dlmenSIOnS aS Independent vanables･ Flgure 2 shows a slgI止cant lnteraCtlOn effects, F (9,
2376) = 175.31, p < 01. Cluster 1 valued prcceduralfalrneSS most, andthen, Valued pnonty of
localresldents morethan that of the government･Anopposlte Pattem Was Seen ln Cluster 3･
that lS, lt Valued pnority of the government more than elther pnonty of localresldents or
proceduralfalrneSS･ Cluster 2 was hlgh1n prOCeduralfalrneSS but low ln PnOnty Of l∝al
resldents, and Cluster 4 Valued au the dlmenSIOnS ln evaluation Of decISIOn maklng
Flgure 3 shows a slgniacant lnteraCtlOn effect on evaluatlOn Of consequences, F (9･
2376) = 175 31, p <.01 Cluster 1 gave higher welght8 0n two types Ofcosts and dlStributlVe
falrneSSthan bene丘ts.AnOpposlte pattern Was Seen ln Clusters 2 and 3, that lS, they relatlVely
disregarded costs and valued bene丘tsI A difference between Clusters 2 and 3 was thatthe
former disregarded bothlocaland globalcosts, while the latter disregard only l∝alcosts･
cluster 4 was also relatively hlgh1n all the dlmenSIOnS ln evaluation of consequences･
Differenc｡s in satlSfactl｡n Were Slgrhficant between the clusters, F(3, 788) = 36･69,
p<.01 As Table 4 shows, Cluster 3 was highest, and Clusters 4 and 2 were hlgher than Cluster
1, thoughthe means ofal1the clusters were below the mid-point Of the rating scale, meaning
that no cluster was satlSfied with cumnt publlC enterpnSe pOhcleSI
Based on these results, we attempted to charactenze the four clusters･ Cluster 1
strongly fc-Bed on costs but did not appreclate benefits･ Since lt Was least satlSfied with
current policleS, lt appears a group Ofpeople who had a generauy negative attltude toward
pubhc enterpnse･ Further,they preferred localreSldents, wIShes tD the governmentaldecISIOn
and emphasized praeduraland dlStnbutlVe falrneSS, SuggeStlngthatthey were cnticalofthe
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current government and Its POlicleLq･ Cluster 3 showed an opposlte POSitlOn,that lS, lt relatively
appreciated benefits･ disregarded costs,and tended to accept current enterPnSe pOllCleS. It
recognized legltlmaCy Ofthe governmentaldecISIOn･ Slightmg falrneSS･ Thus, it Includes people
who Support Current pubic enterpnse pohcies, expecting lmPlementatlOn Of them
Cluster 2 lS ln an Intermediate POSltlOn between Clusters 1 and 3･ Althoughlt had
trust ln the government, lt Showed a concern for negative effects 0f public works, especially
globalcosts･ Thus, lt appears a group Of people whoare oriented to evaluate pubhc enterprise
policleS ln terms of nationalbeneats vs･globalcosts･ Flnally, Cluster 4 lS a group Ofpeople who
were high on all the evaluatlVe dimenslOnS･ They seem to have anintegratlVe eValuatlVe Stance,
that lS･they evaluated pubhc enterpnse pol'cleSfrom all the angles. They paid attention tO both
costs and bene丘ts caused by pu仙c works and 也 both Ⅵews of the government and local
resldents ln decISIOn making Of pohcies.
TIb'O thirds of the respondents were either Cluster 3 ("posltlVe group") or cluster 4
(``lntegrative group"), and Cluster 1 ("crltlCal group")and Cluster 2 ("globalgroup") ∝cupled
only one thlrds of the respondents･ It mlght appearthat most respondents POSltlVely vleWed
public enterprise policleS, but it should be notedthat they generally showed a negative attltude
towardthe policies, that lS, their SatlSfactlOn Was lowandthey鮎used on costs more than
bene触Instead, we Interpret these results as suggesting that Japanese cltlZenS expect public
enterpnse policleS tO be more properly designed and to be more effectlVely lmPlementedthan
the current ones.
Differences betweenthe evaluatlVe CluBterSinPohticalPositionSand Residence Areas
Rates (%) of the respondents supportlng IDP, the I)emocratic Party, the CommunlSt
Party･ andthe other parties were 32･3, 17･0, 4･0･ and 9 1, and rate ofnonpartlSanS Was 37.6.
Table 4 showsthatthe lJDP supporters were most satisfied wlth current Public ent叩rlSe
pohcleS,and those who supported DemcKnlatlC and the other parties and nonpartlSanS Were
more satlLqBedthan the Commumsts supporters, F (4, 764) ≡ 16.98, p < 01.
A text tx) exaninethe relatlOnShlpS between politlCalpositlOnS andthe 4 dusters was
slgnificant, chl Square (12) - 710･02, p < ･01･ Flgure 4 shows that the supporters ofIJPI), a
governmentalparty, included many members of the posltlVe group (Cluster 3), cons.ste｡t wlth
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Our expectation. Onthe other hand,the supporters of the Democratic Party, a largest
nongovernmentalparty, were mostly members oftheintegratlVe group (Cluster 4), lndlCating
that they were not totally negatlVe agalnSt publlC enterPnSe pOllCleS, rather a group of
constructlVe Cnhcs.
Amongthe supporters of nongovernmentalpartleS, the most negative against PubllC
enterpnse pohcleS Was the Communist Party supporters. Most of them belonged to the cntlCal
group (Cluster 1).Ti1ey are known as un)neldlngly cntlCalofthe cu汀ent government, and such
a polltlCalposltlOn Seems tO Strongly determine thelr eValuatlVe attltude toward public
enterpnse pollCleS. The evaluatlVe responses Of the supporters of the other parties Were Smlilar
tothe IJPD supporters, suggestlngthelr relatlVely poSltive stance to publlC enterpnSe pOllCleS,
Recently, nonpartlSanS, people who do not support any polltlCalparty, have mcreased
in Japan. In the present study,also, the nonpartlLqanS OCCuPled 40% of the respondents, shaping
the largest politlCalgroup among others. This group lndudedalmostthe equal numbers of four
evaluatlVe dusters, indicatlng that lt lS not homogenous,that lS, COnSIStlng Of people having
different attltudes toward publlC enterpnSe POllCleS.
Rates (%) of respondents of the metropolltan, prOunClal clty,andruralareas were 31.2,
31.0,and 37.8. me respondentsfromthe proⅥnclalclty and ruralarea.q were more satlS丘ed
wlthcurrent publlC enterPnSe pOllCleS than those from the metropolltanareaS, F (2, 793) = 4.66,
p <.05, butthe differences were not so large, as seen ln Table 4. The four evaluatlVe dusters
differently dlStnbuted betweenthe areas, chl Square (6) ≡ 14.14, p <.05. Flgure 5 Shows that the
proⅥnclaland ruralareas were similar, that is, the posltlVe group Was dominant ln both areas.
Tn the metropolltan areas, On the other hand, the mtegratlVe group Was dominant and lots 0f
theglobalgroup members werealso included. ResldentS ln metrOpOlltan areas have been
regarded as cntlCalof publlC WOrks. AlthoughconsIStent Wlth thisview, they do not seem to
criticize PubllC WOrks only because they are depnved of them. Instead, they seem to have a
stance to evaluate publlC enterPnSe pOllCies ln terms Ofglobaland natlOnalwelfare, Wlththe
expectation for more proper public works.
Conclu810nS
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In thlS SuⅣey research wlth 814 Japanese people, We attempted tD explore their
cogmtlVe Structure OfevaluatlOn Of public enterprlBe pOllCleSand found 3 dimenslOnS Of
evaluation of dec1810n making (pr∝eduralfairness, pnonty of l∝alresidents,and pnority of
government) and 4 dlmenSIOnS Of evaluatlOn Of consequences (benefits, localcosts, globalcosts,
and dlStnbutlVe falrneSS). The respondents generally attended to cost.q morethan bene丘ts and
to local resldents'wIShes more thanthe government's Judgments, and thelr SatlSfactlOn Wlth
current publlC enterprise pOllCleS Was low.Althoughthese results seem to lndlCate that
Japanese people have negative attltudes toward publlC enterPnSe pOllCleS, We lnterpretedthat
they had a strong expectatlOn that public enterpnSe policies Should be more properly decided
and more effectively lmplemented because the results showedthatthe respondents were hlghly
concerned wlth proceduraland dlStnbutlVe falrneSS ln eValuatlOn Of the policies･
cluster analysュs produced 4 clusters (N = 141, 153, 254, and 261). We named them
cntlCal,global, posltlVe, and lntegratlVe groups, Which differed to each other ln Welghting on the
evaluatlVe dlmenSIOnS ConslStent Wlthour predlCtlOn,the posltlVe group Was domlnant among
supporters of the governmentalparty (IJPD). The supporters of DemocratlC Party, a largest
nongovernmentalparty, Included many members of the lntegratlVe group, but most of the
supporters of Commurust Party belonged to the cntlCal group･ The posltlVe group Was
domlnant ln the pI･OVlnClal clty andruralareas, whue the lntegratlVe group Was domlnant ln
the metropolltan area.q,
The posltlVe and lntegratlVe groups O∝upled twothirds of the present respondents
and the critlCalgroup was below 20%. This SuggeStSthat Japanese people have cntlCalbut
constructlVe attitudes toward publlC enterPnSe pOllCleS, aS We lnterpreted above･
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Table 1 ltem8 0f evaluation OfdecISIOn makmg and factor analysILq C･f them.
1　　　　2　　　　　3
ProceduralfamleLSS
The government should make publlC enterPrlSe POhcleS using fair
procedtueS払1rneSS)
The govemment should make publlC entelprlSe pOllCleRfrom a
neutralpoLqltlOn, not bla白ed to any partlCular group's Interest
(neutrallbT)
The govemment should give localreSldents an opportumty tD
expresstheu･ opln10nS before decldlng a publlC enterPrLBe policy
(voICe)
The government should have a dユ弧1砧10n Wlth localresldentS
beforethey血auy declde a public enterPn8e policy (dlSmSSIOn)
Ti1e gOVemment Should dユ紀108e information OfpubllC WOrks for
people concemed tD get lt atany time (止血rmatlOn disclosure)･
Pnorlty Of localresldentB
Whether a public WOrk lS lmplemented or not should be declded by
a local referendum by resldentB Who are affected by lt
(referendum)
If a public WOrk generates burdens to reSldent8 0f a certain reglOn,
ltS decISIOn Should be up to the resldents'will (localreS.dents'
will)
A public WOrk pollCy Should be declded through a dlSCuSSIOn
betweenthe governmentand localresldent8 (dlSCuSBIOn)
Pnonty of the government
what kind of public WOrk 18 neCeSSaryand when lt lS lmPlemented
should be declded bythe assembly of state, prefecture, or clty
(governmentalJ udgment).
we Should entrust the govemment and admmlStratlOn WhlCh
consISt Of profe鎚10nals of making publlC enterprl鋸POllCleS
(teclmoαat).
Athlrd party lntervent10n
publlC enterPnSe pOllCleS Should be declded ln collaboration Wltha
thlrd party conglStmg Of experts Golnt plannlni)
A third party orgaru2･at10n Should be Set uP tD aSSlSt a Smooth
dlSCuSSIOn between the government and localre81dentB
(medlatlOn).
The court Should be used to Settle a conflict between the
government and l∝alreSldent畠(court)
ContnbutlOnS
0.88　　　-0 23　　　0 ll
0.79　　-0 01　　0 09
0.73　　　004　　　-0 19
0.46　　　0.23　　　-0 10
0.72　　･0 03　　･0 16
0.01　　0.79　　･0.02
-0 12　　　0.75　　-0 04
0.05　　　0.67　　-0 21
0 18　　　-0 16　　　0.80
･0 34　　　0.09　　　0.65
0.57　　　0 24　　　0.09
0.40　　　0 21　　0.23
0 13　　　0.47　　　0.38
387　　　280　　1.55
N｡te Inter-factor corTelatlOnS Were 43 (1- 2), - 19 (1･3), and - 05 (2-3).
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些旦一撃一一
ItemS
Benefits
Even if a publlC WOrk Such aS COnStruCtlOn Of a road or
garbage plant costs localresldent8, 1t Should be
.mplemented iflt profits the re81dents, too G.esldents'
bene丘tB)
wlthburdens to l∝alreLqldentB, lt Should be lmplemented
if lt profits the whole soclety (natlOnalbenefits)･
wlthpo紺lble burdens to naturalenvlrOnment Or
ecosystem, a pubhc work Should be lmPlemented if lt
profitBthe whole肖∝lety (natlOnalbenefit5j)
Costs
A public WOrk should not be lmplemented if lt negatively
affectS natural envu･onment or ecosystem
(enuronmentalcostB)
A publlC WOrk should not be lmplemented iflt harms
health.f l｡Calresldents (healthdamageS)
A public work should not be lmplemented iflt COStS Only
l｡Calresldent8 (resldent burdens)
A public WOrk should not be lmPlemented iflt Causes
senous lnCOnVemenCe, Such as moⅥng out, to local
re sldents G･esldent mconvenlenCe)
DlStnbutlVe faLmeSS
A public enterPnSe POllCy Should be reⅥewed if lt Strains
the nat10nalbudget (budget strain)･
publlC WOrks Should be lmPlemented pr皿arily lnthe
reglOnS that need public facilities (need)･
publlC WOrks should be planned tD keep balance between
reglOnS (equality).
publlC enterPrlSe POllCleS Should be accompanled with
compensatlOnfor regions, not for lndlVldual ⅥctlmS
(reglOnalcompensatlOn)
pubhc enterpnse pollCleS Should be accompanied wlth
sufBclent COmpen8atlOnfor lndlVldualvICtmlS
_　(perSOnalcompensat10n)　　　　　　　I
ContnbutlOnS
1　　　2　　　　3　　　　4
0.2 　　0.01　　0.81　･0.03
0.09　　-0 05　　0.79　　~0 19
-0.46　　0 14　　0.59　　0 12
0.76　　-0 06　　0 00　　0 26
0.66　　0.155　　0 075　　0 125
0.28　　0 08　　-0.07　　0.72
0.23　　0.16　　-0 08　　0.69
0.79　　-0 18　　0.17　　0 21
･0.28　　0.75　　-0.03　　0 20
･0.02　　0.68　　0 04　　0 19
0 14　　0.59　　0 02　　-0.04
0.42　　0.48　　-0.03　　-0 39
2.78　　2.22　　2 06　　1 77
Note Inter-factor COrrelatl.nS Were 39 (112), - 32 (1-3), ･10 (1･4), -･08 (2-3)･ ･15 (2-4), and -･24 (3-4)
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Table 3　Means of the evaluatlVe dlmenSIOnS and thelr COrrelatlOnS WlthsatlSfactlOn.
EvaluatlVe dlmenSionS M SD
DecISion making
Pr∝eduralfalrneSS　　　　　　　　4.89　　　67　1.23★★
Pnorlty Ofl∝alresidents　　　　　3.93　　.82　　-. 12★☆
Priorlty Of the government　　　　　3.01　　.93　.38★★
Consequences
Bene丘ts　　　　　　　　　　　　　　3 A2　　　. 87
Global costs　　　　　　　　　　　4. 98　　　　79
IJOCalcoStS　　　　　　　　　　　　4. 13　　1.05
DIStnbutlVe falrneSS　　　　　　　　4. 4 7　　. 7 3
SatlSfactlOn　　　　　　　　　　　　　2.37　　1 05
★･k★5仰　げ.9　-T･3　　3　　1
Table 4　SatlSfactlOn aS afunctlOn Of clusters, polltlCalpartleS, and resldentlalareaS.
I ndependent variables Means SD N
Clusters
1
2
3
4
PolltlCal p artleS
LPD
DemocratlC
0　　4　　8　　27　　2　　7　　4L　2　2　2 6　　0　　2　　5史U　　1　　9　　00　1.　0　1. 39　50　48　5 5　　48　321　　1　　2　　2　　　　　　2　　1
Commumsts
Other partleS
NonpartlSanS
Resldentlal areas
Metropolltan areas
ProⅥnclal clties
Ruralareas
Grand mean
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1.68　　　　　0.75　　　　　　31
2.49　　　　1 02　　　　　　70
2.21　　　　0 94　　　　　284
2.21　　　　1.05　　　　　247
2.39　　　　1.01　　　　247
2.4日　　　　1.08　　　　　300
2.37　　　　1.05　　　　　794
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5
4.5
4
35
3
2.5
2　　　3　　　4　　　5　　　6　　　7　　　8　　　9　　10
Flgure lLeast Euclldean distances between the flnal
cluster centers as a runctlOn Of the number ()ど
clusters
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I-I 1　　　÷2　　　一･七1-　3　　　-亡トー4
6
5.5
5
4.5
4
35
3
2.5
2
1.5
ProceduralfalrneSS PrlOrlty Of local PrlOrlty Of the
re slde nts govemme nt
Flgure 2 Dlfferences between the four clusters ln the
dlmenSIOnS
of evaluatlOn Or decISIOn making.
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一･ 1　　÷2　　　--△1 3　　104
6
55
5
4.5
4
3.5
3
2.5
2
Globalcosts I)1StrlbutlVe Benefits Localcosts
fairness
Figure 3 Differences between the four clusters ln the dlmenSIOnS
of evaluatlOn Of consequences.
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こ　Llberal DemocratlC　　　-ロー　DemocratlC
+CommunlStLq　　　　　一一　Other partleS
l0 NonpartlSanS
CritlC al Glob al PosltlVe I nte gratlVe
Clusters
Flgure 4　PolltlCal partleS Supported by the four clusters
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■コーMetropolltan areaS　+Provlntial clty areas r企-Rural areas
CrltlC al Glob al Po s itlVe I nte Era tlVe
Clusters
Flgure 5　Residentlalareas of the four clust,eps.
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まちづくり計uhJJ-の参加行動1
まちづくりの計画過程に対する参加行動の規定因とその地域ぎ
引地博之　　　　　　　　　　　青木俊明
(東北工業大学大学院工学研究科) (東北工業大学建設システム工学科)
本研究では､まちづくりのプロセスに対する参加行動の規定困とその地域差を明らかにすることを
目的とするo大都市､地方都市､郡部を対象に質問紙調査を行った結果､以下の知見が示唆された｡
l)まちづくりイベントに対する手続的公正感は参加意向を向上させる｡ 2)手続的公正感は､事業-
の関心の高さ以上に参加意向を向上させる｡ 3)まちづくりイベントに対する認識や参加意向の形成
過程には地域差が存在するo 4)郡部では参加を検討する際に､都市部に比べて行政との関係性を重
視している｡ 5)まちづくりイベント-の参加促進には､日頃の行政活動を通じて手続的公正感を向
上させることが最も重要である｡
Tbls study aims to clear detemlinants of particlpation behavior to plannlng PrO∝SS and reglOnal differences of
thenl･ We conducted questjonnalre survey ln SOme )aqge cities･ tom】 cities and coundes･Asa result foTlowlng
findhlgS Were Suggested 1) Pr∝edural justlCe encourages People to parllc.pate the plannmg events 2)
Pro∝duml justice encouTageS pardcipating more dlaJ. interest on the plmig. 3) mterminants of participation
behavior differ by regions･ 4) People in l∝alcoumdes value relationship to the l∝al government more than
people in laqge cities, whenthey thhlk ofpartjcipation･ 5) To improve proceduJ71l justice by dally adminis他tion
act isthe most import肌t tO increase participation behavior.
キーワード:意識調査分析､市民参加
はじめに
近年､都市問題の改善を目的とした取り組みにおいて､市民参加,古式が盛んに取り入れられてい
るoこのような取り組みは､街路景観の改善等の小規模プロジェクトを称象としたワークショップ
から､外環道などの大規模プロジェクトを対象としたパブリック･インボルブメントまで､様々な
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レベルのプロジェクトで行われているo
市民参加形式は､一定の透明性や市民の発言機会､代替案の修正可能性などが確保されるため､
市民が手続きの公正さを認知しやすい方法だと言えるo　そのため､市民参加形式を用いることで､
事業プロセスがより円滑に進むことが期待される｡さらに､市民が事業懇談会等のイベントに参加
し､事業主体である行政に対する印象が変化すれば､公共事業に対する否定的な印象1)が好意的に
変化し､別のイベントに対しても協力的になることも期待されるD　そのため､多くの市民がまちづ
くりイベントに参加することは､当該プロジェクトに対する理解を深めてもらうことのみならず､
失われた信頼l憧回復するという点においても重要な意味を持つo
しかしながら､現実には､このようなイベントに参加する市民は多くない2㌧　その理由として､
このよJ)なまちづくV)イベントが社会的ジレンマ3)を内包して
いることが挙げられる｡すなわち､このようなイベントに参加する際には､ ｢地域のために時間を
使う｣という社会貢献の側面と｢自分の時間を自分や家族のために使えない｣という私的損失の側
面が生じるため､個人の中で葛藤が生じ､不参加が優勢になっていると推察される｡そのため､こ
のような社会的ジレンマを超えて､市民の参加行動を促す^J法を検討することは､プロジェクトを
進め､信頼を回復させるという点で大きな意義を持つ｡なお､本稿では､まちづくりの一貫として
市民参加形式を採用しているイベントの全てを総称して､ ｢まちづくりイベント｣と称する｡まち
づくりイベントには程度の違いはあれども､社会的ジレンマが含まれると思われることから､本概
念には事業説明会や､住民懇談会､種々のワークショップ等も含まれるものとする｡
さて､このような参加行動を考える場合､意思決定者の背後にある社会環境の相違も検討する必
要がある｡なぜならば､社会環境が異なれば､そこに暮らす人々の価値観も異なる可能性があるた
め､社会環境によって参加･不参加の意思決定機構も異なる可能性があるからである｡そのため､
ある程度､社会環境を区分した上で参加行動を分析する必要があると考えるU
このような認識の下､本研究では､まちづくりイベント-の参加決定の心理機構を検討する｡そ
の際､上述のように､社会環境の相違を考慮するために､都市規模別に分析を行うoすなわち､社
会環境の相違を区別する概略的な単位として､ ｢大都市(東京都､大阪府の都市) ｣ ､ ｢地方都市
(県庁所在地) ｣ ､ ｢郡部(人口5万人以下の町村) ｣の3つを設定し､分析を行う｡
仮説
ミクロ経済学における合理的人間観の観点からまちづくり-の参加行動を考えた場合､人は自己
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利益の最大化を考慮して参加･不参加を決定すると考えられる｡すなわち､参加によって得られる
自己利益が､参加に要する費用より大きい落合には参加し､逆の場合には､不参加になると考えら
れるoそのため､まちづくりへの参加者は少ないという現実は2-､人々が参加費用を高く見積もっ
ていることが原因だと考えられるo従って､まちづくりイベント-の参加に対するコスト感が高い
ほど､参加意向は低減すると考えられる(仮説1) o
参加を検討する際に事業の社会的利益を認知した人々は､社会的ジレンマ状況に陥る可能性が高
いoこれに対して､藤井4)は公正判断が社会的ジレンマの解決において重要な役割を果たすことを
報告しているロこのとき｢公正｣には､ ｢結果の公正さ｣である分配的公正と｢結果に至る手続き
の公正さ｣である手続的公正の2つが存在する5p'｡特に､自己利益感との関連が弱い手続きの公
正さが結果の受容意向を高めることは注目に値する5ホ'りこれに従えば､人々はまちづくりイベン
トへの参加を検討する際に､自己利益感だけでなく､そこでの進行の公正さも考慮して､参加･不
参加を決定していると考えられるo例えば､発言機会の有無や計画案の修正可能性､説明態度の丁
寧さなどを手続き的公正の要因として考慮していると考えられる｡そのため､まちづくりイベント
における手続きの公正さが期待できるならば､参加意向は向上すると考えられる(仮説2) u Lか
し､不公正な扱いを受けた場合には､自尊L,の低下などの心理的苦痛を経験することになる6,｡そ
のため､人々の参加に関するコスト感には､ ｢不公正な扱い｣に対する心理的費用も含まれている
と考えられるo従って､まちづくりイベントに高い手続的公正を期待できるのなら､その分だけ参
加のコスト感が低減すると言える(仮説3) o
さて､人々の行動を考える吸合､心理的要因以外に､社会的要因も考える必要があるoなぜなら
ば､社会的環境は心理メカニズムやそれが生み出-VT手動に影響を与えていると考えられるためであ
るoそこで､まちづくり等の社会基盤整備に関連した社会的背景を考えてみようo
我が国では､戦後､公共投資が景気･雇用対策として重要な役割を担い､現在も地方経済は公共
投資-依存する傾向があると言われる710すなわち､郡部は大都市や地方都市以上に公共事業に依
存する傾向があると言えるoこのとき､認知的不協和理論-に従えば､ ｢公共事業は自分が住
む地域の経済の維持･発展に貢献している｣と認知する人は､公共事業に対して肯定的な態度を形
成し､維持することを動機付けられるといえるDそのため､公共事業-の依存度の高い地域では､
そうでない地域に比べて､まちづくりイベント-の参加意向が高いと考えられる｡すなわち､郡部
では大都市や地方都市と比べてまちづくりイベント-の参加意向が高いと考えられる(仮説4) ｡
また､同様の理由から､郡部では大都市や地方都市に比べてまちづくりイベント-の参加に対する
コスト感も低いと考えられる(仮説5) ｡
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このような社会背景の違いは､意思決定の心理機構にも影響を与えると考えられるD例えば､
Tylerら竹､手続的公正は不利な結果が得られる状況ほど､受容促進効果が高まることを報告し
ている｡これに､社会経済状況を考慮すれば､大都市や地方都市などの都市部では､郡部に比べて
まちづくりイベント-の参加に対するコスト感が高いため､手続的公正感が参加意向を高める効果
は郡部以上に強いと考えられる｡すなわち､大都市や地方都市では郡部以上に手続的公正感が参加
意向を向上させると言える(仮説6) 0
調査概要
調査方法
市民のまちづくりイベントに対する認識を調べるために､質問紙調査を行ったo調査は配布･回
収ともに郵送で行われたo調査対象者は全国16市町の選挙人名簿から有権者4000名を等間隔無作
為抽出法により抽出したo調査対象地域は2004年3月の時点で選定されたものであるo従って､
市町村合併が進展した現在とは地名が異なる地区があることに留意されたいU
調査対象地域は｢大都市｣ ｢地方都市｣ ｢郡部｣に分類することができるo ｢大都市｣は東京都
江東区､東京都世田谷区､大阪府大阪市淀川区､大阪府大阪市平野区の4地区としたo ｢地方都
市｣は北海道札幌市酉区､秋田県秋田市､宮城県仙台市泉区､広島県広島市安佐北区､島根県松江
市､沖縄県那覇市の6地区とした｡ ｢郡部｣は北海道夕張郡栗山町､秋田県河辺郡河辺町､宮城県
桃生郡鳴瀬町､広島県豊田群安浦町､島根県大原郡大東町､沖縄県中頭群西原町の6地区としたo
有効回答者数は814名(男性431名､女性373名､不明10名)､回収率2014%､回答者の平均年齢は
53.92歳(S D.-13･98)であったDまた､地域別の有効回答者数は大都市が254名､地方都市が252名､
郡部が308名であったo回答者の性別や年齢､地域別の人数に大きな偏りはみられなかったo
質問項目
調査票では仮想事業として､居住地で街路景観整備の説明のために､懇散会が行われることを想
定してもらい､懇談会-の参加意向や手続的公正感を尋ねる質問項目に回答してもらったU質問項
目は､懇談会に対する手続的公正感として｢住民意見の反映｣ ｢十分な情報開示｣ ｢意見陳述機会
の付与｣ ｢懇紋会の公正な運営｣ ｢行政の丁寧な対応｣の計5つを設定したoまた､参加に対する
負担感を尋ねる項目として｢コスト感｣を設定し､参加意向を促進する要因として｢事業/＼の関
心｣を設定した｡これらは6件法を用いて尋ねたU質問項目を表- 1に示す0
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分析結果
各理論変数のα係数の確認
本研究では懇談会-の参加意向や行政手続きの公正さを尋ねる理論変数として､ ｢参加意向｣
｢コスト感｣ ｢住民意見の反映｣ ｢十分な情報開示｣ ｢意見陳述機会の付与｣ ｢懇談会の公正な運
営｣ ｢行政の丁寧な対応｣ ｢事業-の関心｣の計8つを設定した｡
これらのα係数は･74以上であるため(義- 1)､各理論変数は-定の妥当性を持つといえるo
市民の恕談会-の参加に対する認識
まず､市民の懇談会に対する認識を把握するために､各変数の平均評定値を求めた｡その結果､
｢事業-の関心｣と｢社会的重要性｣と｢参加意向｣の値はそれぞれ373､ 4.67､ 4.42となり､ 6
点尺度の中村直(3･5)より高いことから､全体的に市民は事業に対する関心が高く､また､その社会
的重要性も高く評価し､懇談会-の参加意向も高いことが分かる｡ ｢コスト感｣の値は2.96とな
り､中対5(3･5)より低いことから､市民の懇談会-の参加に対する負担感は高くないことが分かる｡
以上より､市民は懇談会-の参加に対して肯定的な態度を有していると考えられるv
Lかし､一方で､懇談会に対する手続的公正感を構成する｢住民意見の反映｣や｢十分な情報開
示｣などの評定値は､すべて6点尺度の中村G(3 5)より低いことが分かった(住民意見の反映弓.09､
十分な情報開示-3･15､意見陳述機会の付5-3107､懇談会の公正な運営-3 12､行政の丁寧な対応
-3･25)o従って､市民は懇談会に対する手続的公正感をやや低めに評価していると言えるo
懇談会-の参加意向の形成過程
手続的公正感が参加意向に与える影響を検討するためには､各要因間の因果関係を検証する必要
があるD分析に当たって､まず検証的因子分析(主因子法･回転なし)を行い､ ｢手続的公正感｣
の因子を｢住民意見の反映｣ ｢十分な情報開示｣ ｢意見陳述機会の付与｣ ｢懇談会の公正な運営｣
｢行政の丁寧な対応｣から抽出したo分析の結果を表- 2に示すD
次に､ ｢手続的公正感｣の因子得点を求め､それを用いて全サンプルによる共分散構造分析を行
ったo分析では｢コスト感｣と｢手続的公正感｣悦L,｣が｢参加意向｣に影響を与えるモデルを
作成した(図-1) Uその結果､ ｢コスト感｣は｢参加意向｣に負の影響を与えることが分かった｡
従って､懇談会-の参加に対する負担感は参加意向を低減させると言える｡従って､仮説1は支持
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された(図11) ｡
また､手続的公正感が懇談会-の参加意向を直接的に向上させるとともに､コスト感を低下させ
ることも分かったo従って､人々は懇談会-の参加を検討する際に､手続的な公正さが期待できる
なら､参加に対する負担感を低減させると同時に参加意向を向上させるといえるUこれより､仮説
2と仮説3は支持された(図-1) o
懇談会-の参加に対する誰織の地域差
a)懇談会-の参加意向の地域差
懇談会-の参加意向の地域差を検討するために､従属変数を｢参加意向｣ ､独立変数を｢大都
市｣ ｢地方都市｣ ｢郡部｣とした一元配置分散分析を行った｡その結果､地域の主効果は有意で
(F(2,81 I)-7913, p<･001)､懇談会-の参加意向には､地域教大都市刊1､地方都市刊2､郡酔m､)が
あることが分かったo (m1-3157､ m2-3･64､ m,-3 94)oその後､参加意向の各地域間の差を検討する
ために多重比較(Tukey HSD)を行ったところ､郡部の住民は大都市や地方都市の住民(m 1-m 1
=38.m一一m 2=31, both ps<･OI)に比べて､参加意向が有意に高いことが分かったU従って､郡部
の住民は大都市や地方都市の住民と比べてまちづくりイベントに対する参加意向が高いと言える｡
従って､仮説4は支持された(図-2) oこの結果は､郡部では大都市と地方都市に比べて､公共
事業による利溢感が高いために参加意向が向上していると推測できるo
b)懇談会-の参加に対するコスト感の地域差
次に､懇談会-の参加に対するコスト感の地域差を検討するために､従属変数を｢コスト感｣と
し､独立変数を｢大都市｣ ｢地方都市｣ ｢郡部｣とした一元配置分散分析を行った｡その結果､地
域の主効果は有意で(F(2,81 I)4434, p<.05)､懇談会-の参加に対するコスト感には地域差があるこ
とが分かったo (m1-3 11､ m2-2･95､ m､-2.85)oその後､コスト感の地域差を検討するために多重比
較什ukey HSD)を行ったところ､郡部のコスト感は大都市に比べて有意に低いことが分かった(m ,
ーm l=一･26･ p<･05)o Lかし､郡部と地力都市のコスト感には有意な差が認められなかった(m l一
m2=- 10,p=ns･)oそのため､郡部の住民は大都市の住民に比べて､まちづくりイベントへの参加
に対する負担感が低いと言える｡しかし､この負担感は郡部住民との間には有意差が認められなか
ったため､仮説5は支持されなかった(図- 3) ｡この結果も､郡部では大都市に比べて公共事業
による利益感が高いため､コスト感が低下していると推測されるQ
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懇談会-の参加決定の心理過程の地域差
これまでの分析で､懇談会-の参加意向や参加に対するコスト感には地域差が認められたo　このよ
うな地域差は参加の意思決定過程においても生じていると考えられるo　そこで､共分散構造分析
を用いた多母集団同時分析を行った｡分析では手続的公正感が参加意向に与える効果の地域差を明
らかにするために､ ｢手続的公正｣から｢参加意向｣ -のパス係数の地域差を検証した｡その結果､
大都市のパス係数(0.37)は郡部のパス係数(0 06)に比べて有意に大きいことが認められたが(Z-2 38,
pく05)､地方都市のパス係数(0.28)と郡部のパス係数(0.06)の間には有意な差が認められなかった
(Z-1.71. p-lS)｡従って､大都市の住民は､懇談会に手続的公正が期待できる場合には､郡部の住
民以上に参加意向を高めるといえる｡しかし､地))一都市の住民と郡部の住民の手続的公正感が参加
意向を向上させる効果には有意な差が認められなかったため､仮説6は支持されなかった｡これら
の結果を図-4､図-5､図16に示すo
考察
まちづくりイベント-の参加意向の形成機構
共分散構造分析の結果より､手続的公正感は懇談会-の参加意向を直接的に向上させるだけで
はなく､コスト感を低下させ､間接的に参加意向を向上させることが分かった(図-1) ｡このこ
とから､市民はまちづくりイベント-の参加を決定する際には､参加に対するコストだけではなく､
まちづくりイベントにおける手続的な公正さも重視するといえる｡
また､分析の際に線形仮説の検定を用いて､事業-の関心の高さと手続的公正感の参加意向を向
上させる効果を比較した｡その結果､ ｢事業-の関心｣から｢参加意向｣ -のパス係数(0.09)は
｢手続的公正感｣から｢参加意向｣ -のパス係数(0.14)に比べて有意に小さいことが分かった
(Z-I 98, p<.05)oそのため､事業-の関心の高さは､手続的公正感に比較して参加意向を向上させ
る効果は小さいと言える(図-1) o　このことは､人々はまちづくりに対して高い関心を持ってい
たとしても､参加の際に不公正な扱いを受けることが予測できるならば､参加を取りやめることを
示唆している｡
以上の結果から､まちづくりイベント-の参加意向の形成過程においては､参加の際に予測され
る手続的公正が大きな影響を与えていると考えられる｡
懇談会-の参加意向の形成過程の地域差
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図4-図6において､手続的公正感が参加意向に与える直接効果をみてみると､大都市(0.37)の
方が郡的0.06)に比べて大きいことが分かる(Z-2 38, p<.05)｡これは､郡部では公共事業による利益
感が高いために､懇談会-の参加を検討する際には大都市ほど手続的公正感が重視されないことが
理由であると考えられるo
Lかし､その後､手続的公正感がコスト感に与える効果の地域差を検証したところ､ ｢手続的
公正感｣から｢コスト感｣ -のパス係数は､郡部(-052)の^-が大都市(-0.22)以上に大きいこと
が分かった(Z-2.43, p<05)｡この結果は､参加意向の地域差を生じさせる要因は､公共事業による
利益感の他にも存在することを示唆する｡これは､手続的公正は分配的公正を補完する機能と人々
の関係性を密接に繋ぐ機能の2つの側面を持つ5y'-ことが理由であると考えられる｡すなわち､公
共事業による利益感が低い都市部では､懇談会-の参加を検討する際に手続的公正感が参加の際の
負担感を補完するものとして重視されると考えられるo -A-､大都市の住民に比べて人々との関係
性を重視する郡部では､懇談会-の参加を検討する際に手続的公正感が行政との良好な関係性を保
っものとして重視されると考えられる｡このことを支持する知見として､河野ら川は都市住民と
村落住民の生活様式を比較し､村落では都市よりも協同意識が強いことを報告しているo
以上の議論を踏まえて､本研究の結果を考察すれば､懇談会-の参加意向の形成過程の地域差は､
コミュニティや公共事業に対する価値観の地域差が反映したものだと考えられる｡しかし､手続的
公正感の直接的な参加意向の向上効果と間接的な参加意向の向上効果の分岐要因は明らかにするこ
とができなかった｡
まちづくり-の住民参加の促進方策の方向性
記述のように､まちづくりに対する関心が参加意向を向上させる効果は､手続的公正感が参加意
向を向上させる効果よりも有意に小さかった(図一1)o　この結果は､ただ関心を高めるために広報
活動を行うのではなく､公正な手続きのもとにまちづくりイ-ントが行われることを人々に伝える
ことが必要であることを示唆する｡例えば､丁寧な文面で活動内容を十分に説明するなどの方法が
考えられるu
Lかし､この広報活動も抜本的な解決策にはならないと考えられるoなぜなら､回答者の｢手続
的公正感｣は､回答者自身の日々の行政活動との接触から構成されたものだからである｡そのため､
住民参加の促進のためには､日々の行政活動を通じて｢手続的公正感｣を向上させることが最も必
要である｡
また､集団価値モデル柵では､ ｢手続的公正｣を経験した人はその集団に対して愛着や誇りを
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形成することが述べられているoこれに対して､引地ら12)は地域に対する愛着が地域に対する協
力的な態度形成を促すことを示しているoそのため､住民が愛着や誇りを持てる地域づくりを目指
すことも重要であると考えられる｡
結論
本研究では､市民のまちづくりイベント-の参加意向の形成過程を検討した｡得られた知見を以
下に示す｡
･手続的公正感は直接的にまちづくりイベント-の参加意向を向上させるだけでなく､参加に対す
るコスト感を低下させることが分かったU
･事業に対する関心以上に､手続的公正感がまちづくりイベント-の参加意向に強い影響を与える
ことが分かった｡
･まちづくりイベント-の参加に対する認識や参加意向の形成過程には地域差があることが分かっ
たo
･郡部ではまちづくりイベント-の参加を検討する際に､行政との関係性を重視することが示唆さ
れた｡
･まちづくりイベント-の参加促進には､日頃の行政活動を通じて､行政に対する手続的公正感を
向上させることが最も重要であることが示唆された｡
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補注
認知的不協和理論とは社会心理学における態度形成理論の1つである｡この理論では､関連のある
2つの認知要素の間に矛盾を知覚した場合､人は心理的に不快な状態に陥るということを述べてい
るo例えば､ ｢喫煙｣と｢健康｣という2つの認知要素を考えるo ｢健康｣を望む人が｢喫煙｣の
習慣を持っていた場合､喫煙習慣が健康に被害を与えるという知識は､自分自身の行為に対して矛
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盾を感じさせるo　このような認知要素間の矛盾は人に不快な感情を経験させるため､喫煙習慣が健
康に与える被害を実際より低く見積もるなどして､認知要素間の矛盾を回避するよう動機付けられ
る｡これに従えば､ ｢公共事業は自分が住む地域の経済の維持･発展に貢献している｣と認知する
人は､公共事業に対して肯定的な態度を形成し､維持することを軌機付けられるといえるo
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図- 1市民の懇談会への参加意向の形成過程(標準
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秦-2　手続的公正感の構成要因に関する因
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住民意見の反映
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図-2　懇放会に対する参加意向の地域差
髄｣YE;ゆi夜目一号胎
大　　　　　　　　地
秘　　　　　　　　方
市　　　　　　　都
市
郡部
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図-4　大都市住民の参加意向の形成過程(非標準化
102
帆L,
103
ChI Square 34 280, df6. p<00l
GR gBD. CFJ 917,服A 076,
｢〆01
図-5　地方都市住民の参加決定の心理過程(非棟挙
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社会資本整備における賛否態度の形成:
公正の粋理論と態度変容モデルの統合
青木　俊明
(東北工業大学建設システム工学科)
本研究では､自己関連性と情報開示に着目し､社会資本整備に対する市民の態度形成のメカニス
ムを検討したoその際､ヒューリスティック･システマティック･モデ′レおよび精微化見込モデル
を代表とする態度変容モデルに基づいて検討を行った｡
インターネットを用いてシナリオ実験を行った結果､情報開示が不十分な状況では､自己関連性
の高さに関わらず､事業情報に基づくプロジェクト妥当性と信頼感などの周辺情報の両方に基づい
て賛否態度が形成されることが示されたoその際､どちらの場合でもあっても､周辺情報以上にプ
ロジェクト情報の方が賛否態度に対して強い影響力を持っことが分かったoさらに､自己関連性が
高い場合の方が､それが低い場合に比べて周辺情報を重視することが示されたり
一方､詳細な情報が開示された場合でも､自己関連性の高低に関わらず､同様に賛否態度が形成
されることが示唆されたロすなわち､周辺情報は活用されず､プロジェクト情報と手続き的公正の
評価に基づいて賛否態度が形成されることが示唆された｡
さらに､態度変容モデルに基づいて考察した結果､自己関連性が高い場合では手続き的公正の中
身が重要であり､自己関連性が低い場合では手続き的公正を認識させる行為自体が重要であること
が示唆されたoこれらのことから､手続き的公正の程度と自己関連性の高さによって態度形成のメ
カニズムが異なると考えられる｡
キーワード･公共受容､手続き的公正､ヒューリスティック･システマティックモデル､精微化見込モデル
The ptesent studyanalyzed the fomlatlOn Of indl･viduals･ adtudes regarding hfrastructure development
bm theperspectlVe Ofself-relevance and infomlation陀lease･ The structu陀Ofthe constructed model ls based
on the Heuhstic Systematic Model End Elaboration Likelihood ModeT, which are mode一s ofbehavioral change･
For the present research･ a web-based scenaho expenment was conducted.
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The results陀Vealed that under inadequateinfom1ation conditions the formation of an approvlng adtude is
based on the same factors, regaudless ofanindivlduat,s self-relevance･ Specincany. p-t)JeCt infomlation.
expressed as project Validio andper】pheral info-ation, such as帆lSt Were emPloyedinthe fomlation of an
approvlng auitude. Project informat10n Was found to have a stronger impact on adtudes thanperipherat
infomlation in both the highand low self-relevance cond.tlOnS･ -∩ addition, these nndings suggest仇at
periphera一 infomlat】On has a sb10ngeHmPaCt On approving adtudes under highself-.devance condltlOnS thNl
under low seTflrelevaJICe COnd itions.
Tn conhast･ the results under adequate info-ation condltions show the same model血ICture under bodl
the highand tow self-relevancer conditions･ SpeclRcalTy, pmJeCt infomlation and ratings of proceduralfalmeSS
were employed for the fbtlnatlOn Ofapprovlng attltudes, whileperipheral Information was not used,
FurthemlOre,these月ndlngS Suggest that ale degree of procedural faimess is emphasized under high
self-relevance condidons; however･ the act offair pr∝ess IS emphasized under adequate information conditions
llleSe GlndlngS indlCate that dle adtude fomlation mechanism differs dependlng Onthe degTVe Ofself-relevance
and pruedural fTairness.
Key words : publlC aCCeptanCe･ PrOCedural払1meSS, heurisdc systemadc model, elaboratlon likelihood model
序論
平成9年の河川法改正の際に住民参加規定が加えられたことからも窺えるように､近年の社会資
本整備では市民との対話の重視性が訴えられている｡そのため､多くのプロジェクトで市民参加の
プロセスが採用されるようになったu Lかし､このような試みは市民､行政ともに経験が乏しく､
暗中模索の中で市民参加が進められているoその結果､多大な合意形成コストが発生するようにな
ったo行政は説明責任を果たすべく､膨大な説明資料を作成する落合がある一方で､市民は不満･
不信感情の発散とt,とれる発言に終始し､議論が停滞する光景がしばしば見受けられるようになっ
たoそのため､近年の社会姿本整備では､ ｢説明責任を十分に果たしつつ､可能な限り事業効率を高
めること｣が重要な課題となったoこのような状況の改善策を検討するためには､まず社会資本整
備に対する賛否態度の形成メカニズムを理解しなければならないo
さて､これまで公共受容や態度形成についてE湖影大な数の研究が行われてきたo例えば､手続き
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的公正の重要性を強調した公正研究(Tylerl Boeckmann. Smith, & Huo, 1997; Lin° 皮 TyLer, 1988)やリ
スク･コミュニケーション研究(Morgan, Fischhoff, Bostrom,&AtmaJl.2002;吉川, 1999:中谷吋2003)､
精微化見込モデル(Petty&Cacioppo 1986)をはじめとする種々の態度形成研究など､枚挙にいとま
がない｡これらの研究は個別要素間の因果関係や態度形成のメカニズムを考える上で極めて有益な
知見を提供してきたo Lかし､その反面､これまでの研究では､現実の合意形成で重要になる要因
間の関係が考慮されていないことや総合的視点が欠けていることも少なくない｡そのため､政策立
秦-の応用が難しい状況にあるUそこで､本研究では､社会資本整備に対する賛否態度の形成メカ
ニズムを説明しうる統合モデル構築の第一歩として､賛否態度形成に関する基本的意思決定構造を
検討するo
社会資本整備における合意形成問題の特徴
一般に､社会資本整備は短期的な社会的利益の創出を通じて社会全体の厚生改善を図ることが目
的とされる｡そのため､社会資本整備に対する合意形成を検討する場合には､ ｢少なくとも短期的に
は社会的利益をもたらす事業｣が対象になる｡
市民の態度形成の要因
~般に､公共性を持つ事象の受け容れに関する問題は公共受容問題と呼ばれる(藤耗2004)｡社
会資本整備は公共の福祉の増進を目的に行われるため､社会資本整鳳こ対する受容問題は公共受容
問題と言えるoそれゆえ､社会資本整備に対する合意形成では､私的問題の交渉場面とは異なり､
｢禾畑勺利益｣に加えて｢社会的利益｣という要素が存在するoそのため､市民は事業の社会的妥当
性に基づいて賛否を判断することになる｡その際､市民は自分自身の利害関心を切り離すことは難
しいため､私的妥当性もあわせて考慮することになる｡これらは共に分配的公正の要因であり､
Brickn.anらの言葉を借りれば､前者はマクロ公正(n.acrojustlCe)､後者はミクロ公正(microjustice)
と言える(Brickman, Folger, Goode, & Schul, 1981) 0
私的妥当性は利害関心のみならず情報処理の動機付けとも密接な関係を持つ｡すなわち､私的利
益感の絶対値が大きければ､自己関連性を強く認識し､事業情報に対する処理の動機付けも高まる
が､それが小さければ自己関連性の認識も情報処理の動機付けも低くなると考えられる｡
分配的公正以外の要因として､青木らは､公正な事業プロセスであると認識された場合には､そ
うでない豚合に比べて開発に対する賛同度が向上することを報告している(青木･西野･松井･鈴
木2003;青木･星･佐観2004a;Aokl, 2004)｡このことは､公共受容問題では､社会的および私
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的利益感に加え､事業の進め方の公正さ､すなわち､手続き的公正も重要となることを示しているo
なお､手続き的公正の具体的内容については､ Leventhal (1980)や馬場(2002)が検討しているよ
うに､発言機会の多さ､意見反映可能性､回答の適切さ､参加者-の尊重感､参加者の代表性､説
明の一貫性などが挙げられる｡
また､社会資本整備では､政府･自治体などの公共団体が主体となり､公共の利益のために私権
を制限することも少なくない(,その際､利害関係者の生活に多大な影響を与えうることから､権威
者に対する信頼も重要になるo　このことは､不確実性の高い状況では､信頼はリスク評定を低減さ
せる要因となると同時に､交渉の潤滑油としての役割を果たすことからも窺える(山岸,1998 )o
換言すれば､信頼が不確実さに起因するリスクを担保し､社会的交換を促進する作用を持っている
ため､不確実性の高い社会資本整備では､合意形成の際に権威者に対する信頼が重要になる0
人が社会的判断を行う際に､上記のような公正要因(分配的公正･手続き的公正･信頼)を重視
することは公正の紳理論(以下､紳理論)でも主張されている(大捌,2004;田中, 1999)｡これら
に加え､紳理論では明示されていないものの､社会的判断の際には判断対象のプロトタイプも重要
な要因となることが指摘されている((i.ibbons.Ge-wd, Blanton, 皮 Russet, 】998;青木･西野･松井･
鈴木,2002)｡例えば､ Glbbonsらは判断対象について肯定的なプロトタイプが所有されている場合
にそれが態度形成に使用されることを報告している(Glbbons,GerTaUd, Blanton,& Russet, 1998)D　こ
れに対し､青木らは､肯定的なプロトタイプと同様に､否定的なプロトタイプも態度形成に影響を
与えていることを示している(青木･西野･松井･鈴木,2002)｡これらのことから､少なくともあ
る程度明確なプロトタイプが所有されている場合には､プロトタイプの善悪に関わらず､それが態
度形成に影響を与えるものと考えられる｡
以上を整理すると､社会資本整備に対する態度形成では､分配的公正､手続き的公正､信頼感､
プロトタイプの4つが重要な要因となるo従って､市民は各要因のバランスを勘案して自己の態度
を決定するものと考えられる｡
具体的な問題の所在
高度成長期以来､日本では実質的には行政主導の社会資本整備が行われてきた｡当時､行政は市
民から高い信頼を得ていたこともあり､詳細な情報開示は行われなかった｡このような旧来型の合
意形成方法が用いられてきた結果､近年では行政に対する不信感が増加し､市民から情報開示に関
する厳しい要求が出されるようになってきた｡しかし､コンフリクトが生じるような事業では､事
業スキーム自体が現代の社会経済情勢にそぐわないものも多く､情報開示によって新たな問題が判
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明することを恐れるあまり､情報開示が進まないことがある｡このような状況を改善し､円滑な合
意形成を図るためには情報開示を積極的に進めていくことが必要だと思われるが､それを訴えるた
めには情報開示の妥当性を示す必要がある｡
情報開示が合意形成の極めて有用な要因であることは､多くの実証研究でも指摘されている
(Aokl, 2003;浦山･小川･神吉2001;岡崎･原科, 1995)｡しかし､これらの研究は実証研究であ
るがゆえに､要因の統制が不十分であり､情報開示の効果をはじめ､要因間の作用が明確になって
いないUすなわち､一度不公正を経験し､否定的態度が既に形成されている人間が手続き的公正を
経験することによって本当に態度を変えるのかという問いに十分に回答できていないoそのため､
不公正を経験した同一の個人に対して詳細な情報を提示した場合に生じる態度変容の有無とそのメ
カニズムについて実験的に明らかにする必要がある｡そこで､本研究では､既述の4つの要因から
なるフレームの中で後述する仮説を検討することを通じで情報開示と態度形成の関係を検計する｡
手続き的公正効果と態度形成機構
既述の4つの態度形成要因のうち､手続き的公正は､それが知覚されることによって権威者-の
信頼感が向上し､より肯定的な態度の形成が促されるという手続き的公正効果(fairpr∝esseffect)
を持っことが知られている(Greenb叩& Folger1 1983: Van den Bos, Lind, Vermunt & Wilke, 1997; Van
den Bos･ Ve-unt 皮 Wilke, 1997; Van den Bos, WHkel Lind, & Vermunt 1998こVan den Dos, Wilke, & Lind,
1998)｡
公正な手続きが実施され､市民が手続き的公正を知覚した場合には､社会資本整備においても手
続き的公正効果が生じ､行政に対する市民の信頼感は向上すると考えられる(仮説1)｡同時に､市
民に不利益が生じた場合でも行政は市民の不利益が最小限になるように対処してくれるだろうとい
う期待が生じるため､不確実性の評価も低下すると考えられる(仮説2)｡その結果､手続き的公正
を体験する以前に比べて､市民の態度もより肯定的に変化すると予測される(仮説3)0
次に､態度形成機構について考える｡ヒューリスティック･システマテイツク･モデル(Heurishc
SystematicM∝lel､以下､ HSM)によれば､自己関連性が高い場合には､人はシステマテイツクな情
報処理を行う一方で､自己関連性が低い吸合にはヒューリスティックな判断を行うという(chajken,
1980i Chaiken. Liberman, 皮 Eagly. 1989)｡同様の傾向は精微化見込モデル(Elaboration Likeliho.d
Mdel ､以下､ ELM)においても報告されている(Petty&Cacioppo, 1986)Dこれらは態度形成を考
える上で有益な理論だが､ここでは自己利益確保のための防衛志向動機(deGensemotivatlOn)を明
確に述べているHSMを中心に議論を進める｡これは､公共受容においては自己利益の確保が強い
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受容動機であることが報告されているためである(青木･星･佐藤2004a.青木･星･佐酪2004b)a
ただし､このことは､ HSMのみが是という意味ではない0両理論とも二つの情報処理過程によって
態度が決まることは共通だが､動機付けの面でより適切な説明が可能であるという意味でHSMを
理論基盤とすることに留意されたい｡なお､本稿では､両理論の｢二つの情報処理過程によって態
度が決まる｣ということを指して､これらを合わせて態度変容モデルと呼ぶ｡
この二理論に従えば､自己関連性が低い‡象合には情報処理の動機付けが低いため､態度は主に周
辺情報に基づいて簡便に形成されることになる｡一方､自己関連性が高い]象合には情報処理の動機
付けが高いため､事業情報を熟慮の上で態度は形成されることになる｡しかし､熟慮の上で自己の
態度を形成するためには､より詳細な情報が必要となる｡情報が乏しければ熟慮は難しく､ HSMや
ELMとは異なるメカニズムで態度は形成されることになる｡そのため､詳細情報の有無は態度形成
を考える上で極めて重要な要因となる｡
そこで､まず､十分な情報が開示されていない場合について考える0 HSMやELMに従えば､情
報開示が不十分で自己関連性が低い蓼合には､直接情報以上に周辺情報を活用して態度を形成する
と考えられる(仮説4)｡このとき､周辺情報としては､公共事業に対するプロトタイプ､事業主体
-の信頼感などが考えられるo
一方､情報開示が不十分で､かつ､自己関連性が高い場合には､ HSMやELMに従えば､事業情
報を熟慮した上で態度を形成することが予測される｡しかし､判断材料が乏しいために熟慮の上で
の態度形成は困難になるUそのため､態度形成の際に周辺情報をある程度活用せざるを得ないと考
えられる｡すなわち､情報開示が不十分な場合には､自己関連性の高低に関わらず､態度形成に際
に周辺情報が活用されると考えられる(仮説5)Uただし､態度形成の際の周辺情報の影響力は自己
関連性の高低によって異なると考えられる｡これは､高自己関連性群の方が情報処理の動機付けが
高く､自己防衛動機が強く作用する結果､不確実さと潜在的な不利益を最小限にするために周辺情
報をはじめ､様々な知識を動員すると考えられるからであるoそのため､自己関連性が高い像合に
は､それが低い場合以上に周辺情報が重視されると予測される(仮説6)o
次に､詳細な事業情報が提示された場合について考えるo HSMとELMに従えば､事業情報が開
示されていても自己関連性が低い場合には､情報処理の動機付けが低いため､主に周辺情報を活用
した態度形成になると考えられる(仮説7)u Lかし､自己関連性が高く､詳細な情報開示が行われ
ている落合には､情報処理の動機付けが高いため､周辺情幸剛まあまり参照されず､主に事業情報を
活用して自己の態度を形成すると予測される(仮説8)｡具体的には､事業の社会的妥当性や私的妥
当性の判断に基づいて態度は形成されると予測されるo Lたがって､詳細な情報が提示された状況
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で自己関連性が高い場合には､それが低い場合に比べて､周辺情報が賛否態度に与える影響は低下
すると考えられる(仮説9)｡
方　法
実験方法
現実の社会資本整備を想定し､シナリオ実験を行った｡実験では社会的妥当性が高い川幅の拡幅
事業(引堤工事)を題材とした｡全ての引堤工事が高い社会的妥当性を持つ訳ではないため､シナ
リオでは社会的利益と費用対効果が特に高い状況を設定した｡
実験では､既述の態度形成要因に鑑み､自己関連性(高･低)と情報開示(粗･詳)を操作した｡
このとき､個人の態度変容を検討するため､自己関連性を被験者間要因とし､情報開示を被験者内
要因とする二要因の混合デザインを採用した｡
被験者間要因である自己関連性では高低の2群を設定したo高自己関連性群では､関心を高める
ため､個人的負担が高い状況を設定する一方で､低自己関連性群では､関心を低く抑えるため､個
人的利益や負担が生じない状況を設定したo実験シナリオでは､高自己関連性群の像合､居住地付
近の川で行われる工事とし､高い社会的利益が見込まれるが､個人的負担も大きいことを教示した｡
低自己関連性群では､居住地から遠く離れた川で行われる工事とし､高い社会的利益が見込まれる
が､個人的な利益または不利益は生じないことが教示された｡参加者には､これら2種類のシナリ
オの一方がランダムに提示されたoなお､居住地から川までの距離と個人的利益の大きさによって
自己関連性を操作しているため､自己関連性は私的妥当性とも一定の関連性を持っていることに留
意されたいo
一万､被験者内要因である情報開示については､同じ参加者に2度の情報開示を行うことで操作
した｡最初の教示では､ ｢治水のために河川整備が必要なこと｣と｢参加者個人の利益または不利益｣
が漠然と教示された｡ 2度目の教示では､整備の必要性に関する具体的理由と個人的利益･不利益
に関する詳細な情報が提示された｡すなわち､同種の情報を最初は漠然と提示し､二度目は具体的
に提示することで情報量を操作した｡そのため､別種類の情報が新たに追加された形での換作では
ないことに留意されたいoなお､実験に用いたシナリオを表1と表2に例示するD
実験参加者
学生に比べて､より現実的な感覚を持った社会人を実験参加者とするため､インターネットの会
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員制Webサイトに実験サイトを開設し､社会人の参加を募った｡その際､Webサイトの会員約3000
名に実験参加を依頼するメールを送付し､先着200名を実験参加者とした｡その結果､一般女性200
名(平均年齢33.13, SD=5.18)の参加を得たo参加者の79.3%は主婦であったo参加者の居住地
でもっとも多いのは東京都(12.8%)だったが､ 46都道府県から回答を得ており､居住地域等に大
きな偏りは見られなかった｡なお､参加者が女性のみとなったのは､マーケテイング用会員制Web
サイトの多くが女性を対象としており､サイトの特性上､男女混合の実験デザインが困難だったた
めである｡すなわち､参加者が女性であることは理論的理由によるものではない｡
計測尺度
社会資本整備のプロトタイプを計測するため､ ｢公共事業に対してどのようなイメージをお持ちで
すか?｣という質問文を用いて､図1に示す11項目を計測した｡図1ではスペースの都合上､簡
略的な表記にしているが､質問時は｢自分にとって有益である｣､ ｢公正である｣､ ｢透明性が高い｣､
｢硬直的である｣､ ｢社会のためになっている｣､ ｢中立である｣､ ｢必要性が高い｣､ ｢無責任である｣､
｢ずさんである｣､ ｢期間が長い｣､ ｢環境に配慮している｣という表現で尋ねた｡その際､参加者に
は｢そう思わない(1)｣ ～ ｢そう思う(5)｣の5点尺度で回答してもらったo　なお､硬直さに関す
る質問文は逆転項目とし､分析時には数字が大きくなるほど肯定的回答になるように変換した｡
次に､手続き的公正､社会的妥当性､事業主体-の信頼感､事業の暖昧さ､公共開発のイメージ
の良さ､賛同意向､の6変数について尋ねたo　手続き的公正については､情報開示を別途実験変数
として設定しているため､ ｢説明の適切さ｣を計測する尺度としたo　各質問は､ ｢全くそう思わない
(1)｣ ～ ｢強くそう思う(6)｣の6点尺度で回答してもらった｡その際､哩昧さについては逆転項
目とし､分析時に数字が大きくなるほど峰昧さが低くなるように変換した｡理論変数値には各質問
文の評定値の算術平均を用いた｡理論変数及び各質問文を表3に示す｡二回の質問とも全てのα係
数が.8以上であったことから､十分な内的一貫性を持つと判断し､分析を進めるo
実験の流れ
参加者に実験サイトにアクセスしてもらったのち､まず､社会資本整備のプロトタイプについて
尋ねた｡次に､最初の教示文を提示し､それを熟読してもらった後､手続き的公正や賛同意向など
の7つの変数について尋ねた｡その回答が入力･送信された後､ 2度目の教示文を提示した｡それ
を熟読してもらった後､最初と同一の質問文を用いて6つの変数について再度尋ねた｡最後に､氏
名や年齢等の個人属性について回答してもらい､実験終了となった｡後日､実験参加者には謝礼と
100
社会資本整備と公正の紳　　9
して図書券500円分を郵送で送付した｡実験は平成15年3月に行った｡
結　果
社会資本整備のプロトタイプ
公共事業に対するイメージプロフィールを図1に示す｡図より､社会的利益感や必要性など､分
配的公正に関わる項目の評定値は中央値に近いi)のの､手続き的公正に関わる項目の評定値は低い
ことが分かる〔,総じて中央値以上の項目がないことから､公共事業のプロトタイプは全体的に否定
的なものであると考えられる｡なお､詳細は拙稿(青木･鈴木･八田,2004)されたい｡
手続き的公正効果
手続き的公正の効果を検討するため､計測した各尺度を従属変数とし､自己関連性と情報開示を
独立変数とする二要因分散分析(被験者間内混合)を行ったo
まず､最初の回答時において､事業の社会的妥当性の全平均値(339)が尺度の中央値(3.5)付
近だったことから､多くの参加者はこの事業の社会的意義を認めていたとみることができる｡二要
因分散分析では､情報開示の主効果が有意で(F(1,198戸21.84,p< 001) ､詳細な情報を提示するこ
とによって参加者は事業の社会的妥当性の評定を有意に向上させた(m-3.39. 3.62)oこのことから､
詳細な情報を提示することが妥当性評価にとって重要であることが窺えるo一方､自己関連性の効
果は非有意だった(F(I,198)- 1.09,p-n.S)｡このことは､参加者達が自己利益とは無関係に､事業
の社会的妥当性を判断していることを示しているU
手続き的公正についても同様の分析を行ったo最初の回答時において､手続き的公正の全平均値
(3.15)が尺度の中央値より′｣＼さかったことから､多くの参加者は公正な事業手続きであったと考
えてないことが分かるo二要因分散分析では､情報開示の主効果が有意で(F(1,198戸5202,p< 001) ､
詳細な情報を提示された参加者は､提示前に比べて手続き的公正の評定を有意に向上させた(m-
3.15, 3.53)｡情報開示後の平均値が中央値以上であったことから､実験参加者は手続き的公正を体験
したことが分かる｡同時に､詳細な情報を提示することが手続き的公正の評価にとって重要である
ことが分かる｡一方､自己関連性の主効果は非有意だった(F(1,198戸1.61.p-n.S.)｡これより､参
加者達は自己利益とは無関係に､事業の社会的妥当性を判断していることが窺える｡
公正な手続きを経験した場合､手続き的公正効果が生じるU　そこで､手続き的公正が不確実性に
与える影響を検討するため､まず､信楯感の評定について分析を行った｡
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最初の回答時において､行政への信頼感の全平均値(3.14)が尺度の中央値より小さかったこと
から､多くの参加者はシナリオ内の仮想行政を十分に信頼していなかったものと考えられるo分散
分析では､情報開示の主効果が有意であった(F(1,198)-48.70,p< 00りDすなわち､詳細な情報を
提示された参加者は､提示前に比べて事業主体-の信頼感を大幅に向上させていた(m- 3.14, 3.44)｡
このことは､手続き的公正の経験が信頼改善効果を持つことを意味することから､仮説1は支持さ
れたと言えるoその-JbJで､自己関連性の主効果は非有意だった(F(1.198)-.85,p-n.S.)oそのため､
参加者達は自己利益とは無関係に､行政に対する信頼感を判断していると考えられるo
唆昧性については､初回回答時の全平均値(2.87)が尺度の中央値より大幅に小さかったことか
ら､多くの参加者は不確実性の高い状況であったと考えていたことが分かる｡二要因分散分析では､
情報開示の主効果が有意であったことから(F(1,198戸84.42, p<.001)､詳細な情報の提示を受けた
ことによって不確実性は有意に改善されたことが分かった(m-287,339)｡このことは､詳細な情
報を提示されること､すなわち､手続き的公正の経験が不確実性評価の改善効果を持つことを意味
することから､仮説2は支持されたと言えるU -Jb-､自己関連性の主効果は非有意だった
(ド(1,198)-.67,p-n.S)｡そのため､参加者達は自己利益とは無関係に､説明の暖昧さを評価してい
ると言える｡
事業に対する賛同意向については､最初の回答時の全平均値(3.20)が尺度の中央値より小さか
ったため､参加者は概して否定的な態度であったと言える｡二要因分散分析の結果､情報開示の主
効果が有意であったことから(F(I,198戸30.93,p<.001)､実験参加者は詳細な情報の提示によって
賛同意向を大幅に向上させたことが分かる(m-3.20,3.48)｡このことは､手続き的公正が賛同意向
の向上を促すことを意味することから､仮説3は支持されたと言える【､ -A-､ここでも自己関連性
の主効果は非有意だった(F(1.198戸2.57,p-ns.)｡そのため､参加者は自己利益に関わらず､賛同
意向を形成していたと言えるo
以上より､手続き的公正が市民の賛否態度に対して強い影響力を持ちうることが改めて確認され
たo　さらに､手続き的公正効果によって実際に参加者の態度が変わりうることも示されたo実際に
態度変容を計測している研究は少ないことから､それを直接計測した意義は大きいと考える｡なお､
上記の分析では交互作用は検出されなかったo
自己関連性が態度形成に与える影響:情報開示の各段階での比較
態度形成の因果関係と情報開示前後におけるモデル構造の同等性を検討するため､共分散構造分
析による多母集団同時分析を行った,その際､自己関連性の効果を検討するため､自己関連性の高
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低でサンプルを二分して分析を行った｡情報開示前の分析結果を図2､図3に示すU
情報開示前では､自己関連性の両群に対して配置不変(異なる母集団のモデルが同一の潜在変数
と観測変数から成り､同一のパス構造を持つことoただし､パス係数は等値でなくてもよいo)が成
立した｡両群ともプロトタイプと賛否態度を直接結ぶパスは有意にならなかったものの､プロトタ
イプは事業主体-の信頼感を通じて賛否態度に影響を及ぼしていたo　このとき､イ言頼感と賛同意向
を結ぶパスの係数は､各群で.35,.37であり､共に1%有意であったo Lかし､低自己関連性群(図
2 )では事業主体-の信頼以上に､直接情報を意味する社会的妥当性の影響を強く受けて態度が形
成されていた｡そのため､仮説5は支持されたt)のの､仮説4は支持されなかったo
また､分析の際に｢プロトタイプから事業主体-の信頼感(Wl)｣､ ｢事業主体-の信頼感から賛
同意向(W2)｣､ ｢手続的公正から分配的公正(W3)｣､ ｢分配的公正から賛同意向(W4)｣の各パス
を除いて等値制約(自己関連性の両群において特定のパス係数を同一値とすること)を置き､自己
関連性の両群についてWl～W4の等値性を検定したU　その結果､ Wlで有意差が認められた(Z-
2.01, p <.05)｡すなわち､情報開示が不十分な状況で自己関連性が高い場合には､それが低い場合
に比べて､プロトタイプが態度形成の際に強い影響力を持つことが示された｡この結果は仮説6を
支持するものである｡なお､W2-W4では有意差は認められなかった(Z-.34, I 50..05,all ps-n s)｡
情報開示後についても同様の分析を行ったoその結果を図4､図5に示すo図中のパスは全て1%
有意であった｡
情報開示後でも､自己関連性の両群に対して配置不変が成立した｡ただし､情報開示前とは異な
り､プロトタイプから各変数-のパスは非有意だったo事業主体-の信頼感から賛同意向-のパス
も非有意だった｡これらの結果は､詳細な情報開示を受けた後では､態度形成の際に信頼感やプロ
トタイプといった周辺情報が活用されないことを示している｡そのため､仮説7は支持されなかっ
たものの､仮説8は支持されたと言える｡なお､信頼感やプロトタイプから賛同意向-のパスが成
立しなかったため､仮説9は支持されなかったと言えるo
次に､情報開示前と同様に､ ｢手続的公正から社会的妥当性(W5)｣､ ｢社会的妥当性から賛同意
向(W6)｣､ ｢手続的公正から賛同意向(W7)｣の各パスを除いて等値制約を置き､ W5-W7の等
値性を検定した｡その結果､上記パスについて両群で有意差は認められなかった(Z- 1.15,.71,.95,all
ps-∩.S.)｡このことは､詳細な情報開示を受けた後では､手続き的公正を周辺情報に含めたとして
も､その影響力は自己関連性とは無関係であり､どちらの場合であっても周辺情報は態度に影響を
与えないことを示しているo
ところで､共分散構造分析の際､誤差項間に相関を設定した｡これは､モデル内で設定した変数
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以外の共通要因が各変数間に存在する可能性があるためであるU例えば､図2の｢自己利益｣と｢社
会的利益｣の誤差項間の相関の場合､ ｢自己利益｣と｢社会的利溢｣の間には｢プロトタイプ｣とい
う構成概念の他に｢自己利益獲得性向｣など共通要因の存在が考えられるためであるoこれは､公
共事業に対して自己利益感を高く評価する人は､公共事業が自分の住む地区に与える利益も高く評
価する傾向があると考えられるためである｡そのため､同様に考えられる誤差項間についても相関
を設定した｡
情報開示が態度形成に与える影響:情報開示前後の比較
これまでの分析では､情報開示の前後の各段階で自己関連性別にモデル構造を比較してきたoそ
の結果､情報開示前では賛同意向は｢事業主体への信頼｣の影響を受けて形成されるが､提示後は
その影響を受けないことが示された｡しかし､自己関連性の各群で情報開示によって生じるモデル
構造の相違について､直接的な分析は行われていない｡そこで､高自己関連性群と低自己関連性群
にデータを分けた上で､提示前後U)モデル構造の同等性を共分散構造分析によって分析したoこの
分析では周辺情報が賛同意向に与える影響の大小を統計的に検討することが目的であるため､プロ
トタイプはモデル構造に入れていない0分析結果を図6､図7に示すUなお､図中の変数名の脇に
ある数字は"1"は情報開示前､ "2"は提示後を示すUまた､視認性を考慮し､誤差項間の共分散
の表記は省略したo
低自己関連性群(図6)では､事業主体-の信頼感から賛同意向-のパスが情報開示後に有意に
はならなかった｡このことは､情報開示後に比べて､情報開示前では態度形成の際に信頼の影響が
極めて大きいことを示しているoこれは図2､図4の結果とも整合している｡そのため､この分析
でも仮説4は支持されなかったが仮説7は支持されたと言える｡なお､これ以外のパス係数につい
ては､情報開示の前後で有意差は認められなかった｡
高自己関連性群(図7)では､事業主体-の信頼感と賛同意向を結ぶパス係数(W8,W9)に有
意差が認められた(Z=283,p<.01)｡すなわち､情報開示後に比べ､情報開示前では事業主体-
の信頼が賛同意向に与える影響が有意に大きいことが示された｡これは､情報が乏しい状況では周
辺情報が重要な影響力を持つことを意味しており､図3､図5の結果とも整合するUそのため､こ
の分析でも仮説5と仮説8は支持された｡
また､手続き的公正と社会的妥当性を結ぶパス係数(WIO,Wll)でも有意差が認められた(Z=
2･29, p < ･05)｡情報開示後では手続き的公正から賛同意向-のパスが追加されているために単純に
は比較できないが､これは､詳細な情報を提示することによって事業の社会的妥当性の理解が深め
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更なる検討を進める必要があろう｡
態度形成における手続き的公正の役割:手続き的公正の2つの側面
情報開示前では､高自己関連性群と低自己関連性群のモデル構造には配置不変が成立しており､
手続き的公正の影響力もほぼ等しくなっている｡しかし､各群で用いられる意思決定方略は異なり､
高自己関連性群では熟慮の上で態度が決定され､低自己関連性群ではヒューリスティックに態度が
決定される〔,このような場合､配置不変とはいえ､手続き的公正の役割の意味も各群で等しいのだ
ろうか｡
その点に注意して図2と図3をみてみるU　低自己関連性群ではヒューリスティックに態度が形成
されることから､詳細情報の提示という行為からヒューリスティックに信頼が形成されていると考
えられる｡そのため､手続き的公正はその行為自体に意義があると考えられるo　このとき､信頼感
に対する手続き的公正の影響力はプロトタイプのそれを上回っていることから､ヒューリスティッ
クに態度を形成する場合には､手続き的公正は少なくともプロトタイプ以上の判断材料であること
も分かるo
一方､高自己関連性群では熟慮の上で態度が決定されることから､手続き的公正は熟慮の材料と
して機能していると考えられる｡すなわち､手続き的公正U)中身が重要になると考えられるUまた､
ここでも､信頼感に対する手続き的公正の影響力はプロトタイプ以上であることから､手続き的公
正はプロトタイプ以上に重要な熟慮の材料であると言えようo
これらのことから､情報開示前では､手続き的公正はプロトタイプ以上に重要な判断材料であり､
その役割は自己関連性の高さによって異なると考えられる｡
次に､図4,図5をみてみると､情報開示後では､両自己関連性群で賛同意向に対する手続き的
公正の直接効果が示された｡上述の議論と同様に考えれば､高自己関連性群では､提示された詳細
情報の中身を熟慮した上で態度を決定し､低自己関連性群では､詳細情報の提示という行為から直
ちに態度を決定したものと思われる｡すなわち､情報開示後でも､自己関連性の高さによって手続
き的公正の利用のされガは異なると考えられる｡
以上のことから､情報開示前後のどちらの段階でi)､手続き的公正の活用のされ,仁は自己関連性
の高さによって異なり､高自己関連性群では提示された情報内容が重要であるのに対し､低自己関
連性群では情報開示という行為そのものが重要であると思われる｡
得られた知見の一般性
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本実験の参加者は全て女性であった｡概して､男性に比べて女性の方が｢日本は公正ではない｣
とみていることを考えると(大捌, 2004)､本実験では､国民全体の平均的な傾向に比べて手続き的
公正の効果が若干強く生じていたと思われる｡なぜならば､不公正さを強く認識している場合ほど､
手続き的公正効果はより大きな効果を発揮するためである(Lin° 良 Tyler, 1988; TyLer, Boeckmann.
Smlth. 良 Hou, 1997)｡しかし､手続き的公正の判断に性差が認められないことは報告されているも
のの(Tyler, 1994, Tyler& Degoey. 1995) ､手続き的公正効果の大きさの性差については筆者が知る限
り､明らかになっていない｡そのため､手続き的公正効果に対する性差の影響については今後の課
題としたいo
さて､本実験では､実験参加者に起因する結果の歪みより､シナリオ実験という方法に起因する
歪みのほうが大きいように思われるoなぜならば､シナリオ実験では仮想の状況の下で回答しても
らうため､現実の補償交渉に比べて参加者の自己利益獲得動機が弱くなっていると考えられるため
である｡現実の交渉における市民の自己利益獲得動機の強さは､土地所有者-の直接補償のみなら
ず､周辺地域全体に居住環境整備などの名目で補助金が交付されていることからも窺えるo Lかし､
本分析では自己利益を意味する自己関連性の有意な主効果は認められなかった｡そのため､自己利
益獲得動機がより高い状況を設定した実験の場合には､本稿の知見に修正を加える必要が生じる可
能性もある｡そのため､多様な状況設定やアプローチの下で得られた知見を厳しく検討していく必
要がある｡それが高い実効力を持った政策立案の近道であり､より良い社会を構築する近道だと考
える｡
結　論
本研究では､自己関連性の高さと情報開示に着目し､社会資本整備に対する市民の態度形成のメ
カニズムを検討したoその際､ヒューリスティック･システマテイツク･モデ/レおよび精微化見込
モデルに代表される態度変容モデルに基づいて態度形成のメカニズムを検討した｡インターネット
を用いてシナリオ実験を行った結果､情報開示を行うことにより､手続き的公正効果が生じること
が改めて確認されたo
態度形成のメカニズムについては､情報開示が不十分な状況では､自己関連性の高さに関わらず､
同じ様に賛否態度が形成されることが示唆された｡すなわち､事業情報に基づくプロジェクト妥当
性と信頼感などの周辺情報の両方に基づいて賛否態度が形成されることが示された｡その際､どち
らの場合でもあっても､周辺情報以上にプロジェクト情報のガが賛否態度に対して強い影響力を持
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つことが分かった｡さらに､自己関連性が高い場合の方が､それが低い場合に比べて周辺情報を重
視することが示された｡
-,bL､詳細な情報が開示された場合でも､自己関連性の高低に関わらず､同じ様に賛否態度が形
成されることが示唆された｡すなわち､周辺情報は活用されず､プロジェクト情報と手続き的公正
の評価に基づいて賛否態度が形成されることが示唆された｡
さらに､態度変容モデルに基づいて考察した結果､自己関連性が高い場合では手続き的公正の中
身が重要であり､自己関連性が低い場合では手続き的公正を認識させる行為自体が重要であること
が示唆された｡これらのことから､手続き的公正の程度と自己関連性の高さによって態度形成のメ
カニズムが異なると考えられる｡
今後は実験デザインなどを変え､さらに検討を深めるとともに今回の実験では考慮しなかった要
因の影響についても検討を進める必要があるo
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表1初回提示のシナリオ(自己関連性:高の例)
今､あなたが住んでいるまちの中を流れる川について､こんな話を聞きました｡
その川は､地域の人々のJt:.活用水や工業用水をもたらしてくれる上､地域住民が
臼然に親しんだり､子供が遊んだりする､大切な空間になっているそうです｡
そんな人切な川ですが､大雨の後に水害を起こす可能性があるそうですo　そこで､
治水のために公共事業を行い､川幅を広げることが決まりました｡川沿いの民家に
移転せざるを得ない家もあり､地JL;の人の間では大変な話題になっていますo
行政の方に尋ねたところ､この川の整備では､少ない投資で大きな水害を防止で
きるため､社会的には大きなメリットが期待されているそうです.
また､あなたの土地やまは川沿いにあるため.垂備によって地域の安全性は高まりま
すが､あなた自身は別の脚にしなくてはならないそうですo
表2　2回目提示のシナリオ(自己関連性:高の例)
◎整備の必要性
この川では､ 100年の間に17回もの洪水が起きているとのことでした｡平均すると､お
よそ6年に一回のペースで水害が起きていることになります｡
今回の工事は､ 100年に一度の確率で降る大雨を想定しているそうですが､もちろん
一生水害に遭わない人もいます｡そのような大雨を実際に経験する確率は､生まれて
から10歳までが約10%､ 30歳までなら約26%､ 50歳までなら約40%､ 70歳までなら約51%､
100歳までなら約63%になるそうです｡
もし､ 100年に一度の大雨が降ると､約1万3000戸､ 5万人が浸水等の被害を受け､そ
の被害額はおよそ200億円になるそうですo
O整備のメリット
メリットとしては､予想被害額(200億円)より小さい整備費用(50億円)で大きな水害
の被害を防ぐことができることが挙げられますUまた､多自然型整備という自然にやさし
い整備を採用するため､貴重な生き物などはそのまま暮らせるそうです｡さらに整備に
よって､現在よりも安全に水辺に近づけるようになるそうです｡
●整備のデメリット
この整備により､あなたも含めて十数軒ほど移転せざるを得ない民家がでてしまうと
のことでしたoまた､環境に配慮するものの､整備によって川の自然環境は多少変化し
てしまいます｡そして､実際にかかる総事業費は､およそ50億円になるとのことです｡
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期間の短さ綿密さ兼任感環境配慮必要性中立性社会的利益感柔軟さ透明性公正さ自己利益感
図1公共事業のイメージプロフィール
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**1%.*5%有意
X2値12234.df71.pく01,CFI 96,GFI 90,RMSEA 06
図2　情報開示前の賛否態度の形成(低自己関連性群)
**1%,*5%有意
X2値12234.df71.pく01.CFI 96,GFI 90,RMSEA 06
図3　情報開示前の賛否態度の形成(高自己関連性群)
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社会資本整備と公正の粋　　23
**1%,*5%有意
X2値8.55, df5, p =.13, CFl.98, GFI.99, RMSEA.06
図4　情報開示後の賛否態度の形成(低自己関連性群)
**1%,*5%有意
X2値8.55, df5, p=.13. CFl.98, GFl.99, RMSEA.06
図5　情報開示後の賛否態度の形成(高自己関連性群)
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社会資本や臓と公正の紳　　24
**1%,*5%有意
X2値20.87, df14, p=.ll, CFl.95, GFZ.99, RMSEA.07
図6　低自己関連性群における情報開示の効果
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社会松本整備と公rlの緋　　25
**1%,*5%有意
X2値11.97, df9, p =.22, CFl.97, GFl.99, RMSEA 06
図7　高自己関連性群における情報開示の効果
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胆沢ダム建設に対する一般市民の賛否態度の形成構造
一公正理論を用いた実証分析一
青木俊明*
(東北工業大学建設システム工学科)
This study ailllS tO eLucldate a psycholog]cal mechanism of attitude formatlOn in lsawa dam
construction proJeCt After interviewlng Wlth Local government, sucll aS Tsawa dam constructlOn
ofrlCe, We COnducted a questionnaire survey to people who Live in Isawa plain area. As the results
ofapplylng StruCturlng equation modellng and I-testjollowing findings were obtalned･ 1 ) citizen's
attitude to the project can be explained by falrneSS theory, 2) The present rating on agreement to the
project was slgniflcantLy improved compared to the tlme When the plan was opened, 3) People
formed their approval attltude based on the rating ofself-interest whLCh depends on the degree of
Information release, 4) people recognized procedural falrneSS based on information re)ease, 5) Fair
process can increase citizen's concern to cLtyplannlng.
Keywords: reglOnal plannlng, COnSenSuS bullding, procedural justice, dam construction
地域計画,合意形成,手続き的公正,ダム建設
はじめに
公共開発の際にはコンフリクトを避け､円滑に合意形成を進めることが重要になる｡そ
のためには､市民とのコミュニケーションが重要になるため､様々なプロジェクトで市民
(住民)参加形式が採用されるようになってきた｡それに伴い､住民参加方式のあり方1)や
住民参加の促進方法2) ､市民参加の意識構造n1 4)が分析されるようになったo　これらの
研究は､市民参加の進め方について示唆を与えている点で高く評価できる｡しかし､これ
までの合意形成研究には少なくとも2つの課題が存在すると考える｡
まず､分析対象となっている事例の多くが小規模事業であることが挙げられるV　大規模
事業にコンフリクトが多いことや､小規模事業では利害関係者が少ないため､問題構造が
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簡素で円滑に合意が達成されやすいことを考えれば､大規模事業を分析することは小規模
事業以上に利点が多いと言えるUそれにも関わらず､大規模事業の分析例が少ないことは
重要な問題だと言える｡
次に､理論的観点からの研究が少ないことも課題として挙げられるoこれは､実用的知
見の収集に重点が置かれてきたことに起因すると思われる｡しかし､知見の汎用性を検討
するためには理論的観点からの分析は不可欠である｡さらに､理論的観点からの検討を行
うことによって､新たな理論的発展の示唆が得られる可能性も高いoそのため､これまで
のような事例報告型の研究に加え､理論的観点からの研究も併せて行う必要があると考え
るDすなわち､大規模事業における市民の態度形成について､理論的観点から分析する必
要があると考える[,
さて､大規模事業については､これまで､秋田県内のダム建設に対する市民の賛同意向
5や千歳川放流路建設計画に対する市民の賛同意向b)などが分析されてきた｡しかし､こ
れらの研究では住民意識に関する理論的な分析は行われていない｡そこで､本研究では大
規模事業を題材に､理論的観点から一般市民の賛否態度の形成メカニズムを明らかにする
ことを目的とする0分析対象には岩手県奥州市に建設中の胆沢ダム建設事業を選定した｡
胆沢ダム建設プロジェクト
大規模事業としての適性
胆沢ダムは岩手県にある胆沢川の上流部に建設されているロックフィルダムであり､現
在､平成25年の完成に向けて本体工事が行われているo胆沢ダムは治水と利水を目的とし､
胆沢平野に暮らす約15万人に直接･間接の影響を与えるとされている｡その堤体積は日本
最大級(1350万m3)であり､総貯水容量は1億4300万m一になるため､自然環境に与える
影響も小さくないo総事業費も2440億円を予定しており､地元経済に対する影響も小さく
ないDこれらの点を考えれば､胆沢ダム建設は大規模事業だと言えようo
胆沢ダム建設の経緯
胆沢平野は砂れき質の扇状地であるため､安定的な水の確保が困難であると同時に､多
くの水害にも見舞われてきた7㌧このような背景を受けて､昭和28年に胆沢川上流に石
淵ダムが建設されたo Lかし､その後も水不足や水害が続いたことから､胆沢ダムの建設
が検討されるようになった`■)oこれは石淵ダム嵩上げ推進期成同盟会の要望を受け入れた
120
ダム建設へCl)賛否態度と公正理論　3
と言えるもので､水害対策と渇水対策に対する当時の社会的ニーズの高さを示しているU
その一方で､ 1800人からなる｢反対胆沢町期成同盟会｣が結成されるなど､必ずしも万
民が迎合するような世論ではなかったことがうかがえるB'D　しかし､現在に至るまで大規
模な反対運動は生じていない｡そのため､胆沢ダム建設のプロセスにおいて､円滑に事業
着手(2'に至った理由を明らかにすることは今後の公共開発を考える上で大きな意義を持つ
と考えるo　胆沢ダム建設の経緯を図- 1に示す｡
理論的観点に基づいた実証仮説
公正理論
合意の心理メカニズムを検討するに際し､有用な理論フレームとして｢公正理論川｣が
挙げられる帆州｡交渉研究の中で発展してきた公正理論は､交渉の結果として生じた態度
や行動の説明力が高く､一般性も高いことから､公共開発の態度形成に対しても有益なフ
レームだと考えられるo
公正理論によれば､ ｢個人が判断対象に対して高い公正さを認知するほど､それに対して
好意的な態度が形成される｣とされるo　このとき､態度には信頼感等のイ言念のほか､賛同
意向等の行動意図や実際の行動などが含まれる｡
公正理論が扱う公正には､ ｢分配的公正｣と｢手続き的公正｣の2つの概念がある｡前者
は資源の配分結果に関する公正さであり､主に配分結果の妥当性を意味する｡その判断の
際には､状況に応じて｢平等性基準｣､ ｢衡平基準｣､ ｢必要性基準｣の3基準が使い分けら
れる11)｡一方､後者は資源配分の決定過程の公正さであり､主に｢発言機会の適切さ｣､ ｢提
案の修正可能性｣､ ｢対応の丁寧さ｣､ ｢情報開示の適切さ｣等からなる｡公正理論では､こ
れら2つの公正が多少の相関を持ちながらも､概ね独立に態度に対して強い影響力を持つ
と考えられている｡
さて､公正理論は特定の社会政策に対する態度にも適用されてきたが9)､現実の公共開
発に対する適用例は少ない｡そこで､本研究では､公正理論のフレームを用いて胆沢ダム
建設に対する市民の賛否態度の形成構造を分析する｡これにより､理論的見地から大規模
事業に対する態度形成構造を実証的に検討するとともに､理論の改善余地も検討するU　従
って､本研究は胆沢ダム建設の事例報告であると同時に公正理論の実証研究であると言え
るoなお､本稿では､理論との関連を明確にするため､ ｢仮説一検証｣型の表現を用いるが､
新たな理論の構築を図っているものではない｡
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態度形成のメカニズムと手続き的公正効果
公正理論に従えば､分配的公正と手続き的公正の観点から胆沢ダム建設が公正であると
知覚されればプロジェクトと事業主体に対する肯定的評価が向上すると考えられるo　そこ
で､まず､分配的公正の効果について考えてみようo　分配的公正は配分結果の公正さを意
味するが､使用される判断基準によってその意味が異なるo必要性基準では､ ｢必要度に応
じて資源が配分されること｣が公正であると考えられる｡そのため､それが使用される場
合には､ダム建設の必要性の高さ､すなわち､事業効果の高さが公正評価につながるo　平
等性基準は､ ｢構成員全員が等しい配分を受けること｣が公正であると考える｡そのため､
それが用いられる場合､ ｢他地域にはダムがあるが､胆沢地域にはダムが存在しないこと｣
が判断基準となる｡衡平基準は､ ｢貢献度
S44,4予備調査開始 
S58.4実施計画調査開始 
S63.4建設事業着手(胆沢ダムに名称変更) 
H1.9環境影響評価縦覧 
H2.5胆沢ダムの建設に関する基本計画告示 
H4,2補償基準調印 
H15.1本体関連工事着手 
H25完成予定 
図-1　胆沢ダム建設の経緯
に応じた配分｣が公正となるため､それが用いられた場合､ ｢納税額等の大きさ｣が判断基
準になると考えられる｡
公共開発では､事業効果が重要な判断基準になることから､本稿では必要性基準が分配
的公正の主な評価基準であると考える｡すなわち､市民(4)はダム建設の有益さを高く評価
したため､合意に至った可能性が考えられる｡そこで､ ｢事業効果からみたダムの必要性｣
を意味する｢社会的有益さ｣を分配的公正の尺度とした｡このとき､公正理論に従えば､
公正評価は好意的な態度形成を促すことから､ダム建設の有益さが高く評価された結果､
それに対する賛同意向も高まったものと考えられる(仮説1)｡
次に､手続き的公正の効果について考えるo　一般に､手続きの公正さが高く評価される
と｢手続き的公正効果(fair process effect)｣が生じ､手続きの公正さが低評価の場合に比
べて､好意的態度が形成されることが知られているH')｡これに従えば､当初は反対気運が
高まりつつあったにも関わらず､大きな反対運動もなく現在に至っているのは､手続きの
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公正さが高く評価されたためと思われるoすなわち､胆沢ダム建設では､プロセスの公正
さが高く評価されたことで､賛同意向t,高まったものと考えられる(仮説2)D
また､胆沢ダムのような大規模事業で反対運動が生じなかった背景には､概ね肯定的な
世論があったと考えられるDこのとき､世論形成に関する代表的理論の一つである沈黙の
螺旋理論L2)に従えば､個人が周囲で優勢な賛成意見に従うことによって､鮒としても好
意的な意見が形成されていったと思われるUその一方で､ダム建設に否定的な人々は自分
の意見の劣勢を知覚し､主張者が減少したために否定的意見そのものも弱くなっていった
と考えられる｡
このように考えれば､胆沢ダム建設で大きな反対運動が生じなかった背景には､周歯の
好意的意見に対する個人の同調があったと推察されるoすなわち､好意的意見-の同調が
賛同意向の形成を促したと考えられる(仮説3)oまた､事業過程で市民が手続的公正を知
覚し､手続き的公正効果が生じていたとすれば､事業-の賛同意向や行政に対する信頼感
は計画発表当初に比べて大幅に向上したものと思われるoすなわち､事業実施前に比べて､
ダム建設に対する賛同度は高まり(仮説4)､同時に行政に対する信頼感も向上したと考え
られる(仮説5)0
ところで情報開示が行われれば､市民は事業効果を適切に理解し､それが自己利益につ
ながることを理解するようになるoすなわち､公正な手続き(情報開示)は自己利益感を
高める効果があると考えられる(仮説6)oまた､一定範囲においては､自己利益感が高ま
るほど､公正評価も高まることが知られている】一㌔そのため､自己利益感が高いほど､分
配的公正評価も高まり(仮説7)､手続き的公正評価も高まる(仮説8)と考えられるo
公正経験の副次的効果:関心向上
公正理論に従えば､ダム建設の際に手続き的公正が高く評価された場合には､胆沢ダム
や地元行政に対する親和的態度が向上することになるoこのような効果は分配的公正によ
っても生じると考えられるDなぜならば､意見表明機会などをサービス的資源と捉えれば､
手続き的公正と物的資源の配分結果を扱う分配的公正の間に決定的な違いFl見出せないた
めである(,そのため､本稿では両方の公正さが親和的態度の形成を促すと考える｡具体的
に言えば､ダム建設の有益さを理解することにより､自地域の変化を感じ､それによって
まちづくり-の関心が向上すると思われるo同時に､公正な手続きを経験することで自分
達の意見が行政に反映される可能性を認知し､まちづく｡に対する関心が向上することも
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考えられる｡このことは手続きの不公正さに関する認知がまちづくり-の関心や協力行動
の低さの原因になっていることからもうかがえる13),このように考えれば､月旦沢ダム建設
の経験により､まちづくりに対する市民の関心は高まったと推測されるoすなわち､ダム
建設の公正評価が高まるほと､地域住民のまちづくりに対する関心は高まると予測される
(仮説9)｡以上の仮説を整理したものを図-2に示すU
ヒアリング調査
胆沢ダム建設の事業過程を把握するため､事業主体である胆沢ダム工事事務所と胆沢町
役場に対してヒアリング調査を行った｡その結果､ ①元来､水不足に悩まされてきた土地
であるため､ダムの必要性は市民全体に理解されていたと思われること､②計画発表当初､
地権者を中心に否定的態度がみられたが､一般市民からは強い反対意向は感じられなかっ
たこと､ ③工事現場のTV中継や広報誌配布など､情報開示には気を配ったこと､ ④市民
には丁寧な対応を心掛けたこと､ ⑤対応可能な場合には､市民の要望を受け入れ､計画変
更を行ったこと､などが分かった｡
ダム開発の推進団体である胆沢土地改良区と水沢市役所に対してもヒアリングを行った｡
その結果､ ①農家のダム建設要望が極めて強かったこと､ ②水沢市民にはダム建設の否定
的意見が少ないこと､などが分かった｡
以上より､当初は建設反対の雰囲気があったものの､情報開示や丁寧な対応など､手続
きの公正さに十分に配慮したため､大きな反対運動に至らなかったものと考えられるo
質問紙調査
調査概要
胆沢ダム建設の影響を受ける胆沢町民と水沢市民に質問紙調査を行ったo調査対象者は
胆沢町と水沢市の選挙人名
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分配的公正　　一一1 +(仮脱7)
十(仮晩9)　L -　手続き的公正
図一2　各仮説の関係
表-1　調査概要
配jh数　125O部(lJH_沢75什部･水沢500部)
回収数　　351部(胆沢202部･水州49部)
也収率　　　　　　　　　　28 1%
､V均年齢　　　　　545歳(sr) 15占7)
平均居住年数　　　　41 3年(sn 5056)
野女比52447f,
簿からそれぞれ無作為抽出によって選定したo調査は郵送発送･郵送回収により､平成16
年1月に行われたo調査概要を表-1に示すUなお､調査対象には､ダム予定地での不動
産所有者は含まれていないoまた､回答者の居住地はダム建設予定地から10-20km離れ
た地域に分布している｡
理論分析に用いる質問項目と変数
表-2に調査票の質問項目と分析で用いる理論変数を示す｡調査票では､分配的公正と
して､ ｢社会的有益性｣について尋ねたo手続き的公正については､ ｢情報開示｣､ ｢意見表
明機会｣､ ｢回答適切さ｣､ ｢尊重感｣､ ｢事業の進め方｣について尋ねた｡また､仮説に関連
する変数として､ ｢自己利益感｣と｢同調傾向｣についても尋ねたoこれらの変数の影響を
受ける態度として､ ｢信頼感｣､ ｢賛同意向｣､ ｢まちづくり-の関心｣についても尋ねた｡質
問文には｢全くそう思わない(1)｣ ～ ｢強くそう思う(6)｣の6件法で評定してもらったo
分析時には､各質問文の評定値の平均値を算出し､それを理論変数の値として用いた｡な
お､質問の提示順は全ての調査票で同じ順番とした｡
分析結果
信頼性チェック
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各理論変数の質問項目についてCronbachのα係数を算出したところ､良好な結果を得た
(義一2)o　これより､各変数は十分な内的一貫性を持つものとして分析を進める｡
胆沢ダム建設に対する一般市民の認識
表-2より､ ｢社会的有益性｣や｢自己利益感｣の評価が中央値(3.5)より高いため､
市民はダム建設の有益さを概ね好意的に評価していると思われるo　この結果はヒアリング
結果とも整合していた｡その一方で､手続きについては概ね低い評価であった｡特に､意
見表明機会の評定が低かった｡このことは､行政が広報やweb等で周知し､市民説明会等
を行っても､必ずしも市民がそれを十分に認知している訳ではないことを示している｡こ
のことは手続きの公正さについて行政と市民の間に認識のズレがあったことを示唆してお
り､合意形成の難しさを示していると言える0
億度形成のメカニズムと手続き的公正効果の有無
態度形成の構造を検討するため､共分散構造分析を行った｡標準化解による分析結果を
図-3と図-4に示すo
表--2　質問項E]一一覧
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NH沢yムJ)ヰ戚lMH沢や軒に什む人々が､ 1消して1､㌧ ｢ rli/魯ylみると
UlUtグムた唾甜するJML沢岬に作か人々の1爪に欠7)せない上し脱:JD
NILL洲ノブムJ)建曲riWLL削斗り叩lこLL√｢人々にとってJl路/,Lt.ノ) 7"8,jhJと凧う
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情報閉′】
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中五感
丁拭きの公Llさ
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がグム申殻が滞JL,された岬,それ女子I J車蔽省棚佃Lてい/…
沢ダム建船が発走された帖　胆沢町】棚(水沢Il】部h州kl三相Lていた
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rJ/)関心　　胆沢}/人の鯉がキ油して　U分J)什liL地域Jl書についー以帆jりキえ/J上1｢な,たL
yム棚の発表帆｢比r'r Hj相川LrはL,∫)1耳収Erつい'/一考えるJ:)になったと州
･1糾鮒附託票等㌫3J]､笠設:完諾禦左手崇‰`てitLIL,i
現/トtfトり息rH】叫什　NLi削JVムJ7中松にや戒である､
[.r】答Itt)件/i ( )仙上持rP･伯許
まず､仮説を構成する要因を全て含んだモデルを構成し､その妥当件を検証した｡その
結果､図-3に示すように､手続きの公正さと同調傾向から賛同意向-のパスは有意にな
126-
ダム建設-の賛否態度と公lt三理論　9
らず､適合度も不十分であった｡そこで､これらを排除して再分析したところ､図-4の
結果を得たo　この結果は適合度も十分に高く､各パスも1%有意であったため､一定の信頼
性を有すると言える｡従って､以下では図-4の結果に基づいて仮説の検証を進める｡
図-4では､社会的有益性から賛同意向-のパスが有意であることから､社会的有益性
が高いほど賛同意向も高くなると言える｡そのため､仮説1は支持された｡
次に､手続き的公正の変数から賛同意向-のパスが有意ではなかったことから､手続き
的公正は賛同意向の形成に大きな影響を与えなかったことがうかがえる｡従って､仮説2
は支持されなかったo　同様に､同調傾向から賛同意向-のパスが有意ではなかったことか
ら､周囲-の同調が賛否態度を形成する際に重要な役割を果たさなかったことが分かる｡
従って､仮説3も支持されなかったo
ダム建設の計画発表当初の賛同意向と現在のそれを比較すると､図-5に示すように賛
同意向は上昇していた(m(5)
79　　　　　　　　　　　　　　　　36
Chl-Square=8635,df=21, p<01
GFl = 659. CFl= 654
ー1%/5%有意
図-3　賛同意向の形成構造(暫定モデル)
72　　　　　Chl-Square=358.df=3, pく01
GFl - 954,CFl- 972
'1%. ●5%有意
図一4　賛同意向の形成構造(最終モデル)
-3.98,4.21)｡賛同意向の平均値について対応のあるt検定を行った結果､有意差が認めら
れた(∫(325)-483,p< 001)｡このことは､事業過程で賛同意向が高まったことを意味す
る｡従って､仮説4は支持されたo　ただし､今回の調査では計画発表当初を回顧してもら
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った上で当時の賛同意向と
発表当初　　　　　　　　　　現在
図-5　胆沢ダム開発に対する市民の賛同意向
表-3　ダム建設よるまちづくりへの関心向上
変数　　　　　棲準化係数　　　t価
社会的有益性　　　　　053　　　1065叫
手続きの公正さ　　　　016　　　　326榊
定数　　　　　　　089　　　　503●書
**pく001　R2=041
信頼感について回答してもらっている｡そのため､現在の態度の影響を少なからず受けて
いる可能性が高く､純粋な意味での時系列比較になっていないことに注意されたい｡
同様に､行政-の信頼感を比較すると､計画発表当初に比べて現在のそれは若干上昇し
ていた(m-3 80,3.83)o対応のあるt検定を行った結果､有意差は認められなかった(I(325)
-.95.p-∩.S.(61)oこのことは､これまでの事業プロセスの中では行政に対する信頼感に変
化がなかったことを意味するo　従って､仮説5は支持されなかったo
さらに､情報開示から自己利益-のパス､自己利益から社会的有益性のパスが有意であ
ったことから､仮説6､ 7は支持されたが､仮説8は支持されなかったことが分かるo
ダム建設計画によるまちづくり-の関心の向上
公正経験がまちづくり-の関心に与える影響を検討するため､ ｢まちづくり-の関心｣を
従属変数とし､ ｢社会的有益性｣と｢手続きの公正さ｣を説明変数として重回帰分析を行っ
た｡その結果､表-3に示すように､ダム建設の社会的有益性と手続きの公正さを認知す
ることによってまちづくり-の関心が向上することが示唆された(7㌧　すなわち､仮説9は
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支持された｡
考察
手続き的公正効果の有無
分析の結果､手続き的公正が賛同意向に与える有意な効果も行政に対する信頼感の有意
な向上も認められなかった｡このことは､手続きの公正さが低く評価されていたことを示
唆している｡しかし､その一,b-で手続き的公正の一要因である情報開示が事業の理解を深
め､自己利益感と社会的有益性の評価を通じて賛同意向に影響を与えたために､賛同意向
が有意に向上したことも示唆された｡このことは､手続き的公正が高く評価されていたこ
とを示唆している｡
これらの結果は一見矛盾するように思われるが､次のように解釈できる｡すなわち､手
続き的公正は多様性を備えているため､意見表明機会の多さや尊重感といった側面は評価
が十分に高い訳ではなかったこともあり､有意な効果を持つに至らなかった｡しかし､同
じ手続き的公正要因であっても情報開示は社会的有益性の理解を深めるため､有意な効果
が認められたと考えられる｡
このとき､情報開示によって信頼感が向上しなかった理由には2つの可能性が考えられ
る｡一つは回答者が手続き的公正を｢意見表明機会の適切さ｣という意味で捉えていたた
めに､手続きの公正さが十分に認知されず､信頼感が向上しなかった場合である｡手続き
的公正を｢意見表明機会の有無｣で操作している例14)で手続き的公正効果が多く認められ
ていることを考えれば､このように推察されるo
他方は､事業期間中にダムとは無関係なことで行政の信頼感を損ねる事態が生じたため､
それが向上しなかった場合であるo　例えば､他県の行政に不祥事があった場合には､ダム
の賛同意向は向上しても信頼感は向上しない可能性があるU　本稿では､どちらが正しいか
判断することはできないが､どちらの場合でも情報開示だけでは賛同意向と信頼感の両方
を向上させる効果が生じにくいことがうかがえる｡
以上より､情報開示に限定されるが､手続き的公正効果は生じていたものと推察される｡
なお､手続き的公正要因による手続き的公正の違いについては今後の課題としたいD
｢概ね賛同｣の世論形成のメカニズム
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分析の結果､情報開示を通じて､市民はダム建設が自己利益と社会的利益になることを
理解し､賛同意向を高めたことが示唆されたo　一方､周囲の意見に対する同調は賛同意向
に有意な影響は与えていなかった｡このことから､市民は周囲の意見をさほど参考にせず､
開示された情報を踏まえて､ダム建設が自分を含む社会全体の利益につながると判断し､
好意的な態度を形成したものと考えられる｡もしくは､上記のように考えて態度を形成し
た後に､周囲の意見が自分と同様であることを確認し､最終的に好意的な態度を形成した
i)のと思われるo　この場合､周囲に意見を尋ねたとしても自分と同じ意見であったため､
その影響を受けたという評価にはならなかった可能性がある｡
どちらの場合であっても､情報開示という手続き的公正要因が賛同意向の形成において
重要な役割を果たしたことに変わりはない｡そのため､今回の回答者のように､負担以上
に受益の^が多いように思われる場合には､情報開示を通じて､事業の社会的有益性を訴
えるという方略が円滑な合意形成にむけて有益であると考えられるo
公正経験の副次効果の意義
公正経験がまちづくりに対する関心を向上させることはまちづくりを考える上で重要な
意味を持つD　なぜならば､ある事業の公正な実施により､まちづくり全般に対して市民の
行動が協力的方向に変化する可能性があるからであるU　そのため､行政は市民に公正さを
認知してもらえるような努力を払う必要がある｡このような努力が円滑な合意形成や市民
の協力行動につながるものと考えられる｡
事業規模による態度形成構造の相違
大規模事業と小規模事業の重要な相違点は｢事業の影響力｣と｢利害関係者の数と関係
の質｣であろう｡前者は事業規模に比例して大きくなるが､これは事業有益性として既に
態度形成要因に含まれており､それによって態度形成構造が変わるとは考え難い0　-A-､
後者の場合､事業規模が大きくなるほど､利害関係者数は増え､関係者間の親密性は低下
する｡その結果､知人からの影響が低下し､世論からの影響が強くなると考えられる｡し
かし､同調が賛同意向の形成に与える効果は認められなかった｡ただし､世論の影響を受
けていても､本人がそれを知常していない可能性もあるo　これを検討するためには､新た
な質問項目を要するため､これについては今後の課題としたいo
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本知見の限界
分析対象となった市民は胆沢ダム建設に対してダム建設の利益を十分に享受する立場に
あるo　従って､回答者の立場が特定の状況のものである以上､得られた知見の有効性も同
様の状況に限定されると考えられる｡
次に､本稿は過去を回顧した上で回答してもらったデータを用いているため､市民の心
理過程を純粋に動的分析したものとは言えない｡従って､パネルデータを用いて同様の分
析を行った場合には異なる結果になる可能性もある｡しかし､本事例と類似した特性を持
っ事業について､パネルデータを用いて動的に分析した研究15)では､手続き的公正効果
がより明確に示されていることから､公正理論が適用できないような結果になる可能性は
低いと考える｡
結論
本研究では､胆沢ダム開発を題材に大規模開発における一般市民の態度形成について検
討を行った｡得られた知見を以下にまとめる｡
･公正理論を用いることにより､実際の公共開発の合意形成が理論的に説明できることが
示唆された〔,
･行政に対する信頼感には有意な変化は認められなかったが､ダム開発に対する賛同度は
計画発表当初に比べ､現在では有意に高くなっていたo
･市民は情報開示によってダム建設の社会的有益性を評価し､好意的な態度を形成したこ
とが示唆されたo
･分析では手続き的公正が賛同意向に与える直接効果は認められなかったo Lかし､情報
開示によってダム建設の有益性評価が向上することや一定のプロセス後に賛同意向が
向上していたことを考えれば､情報開示という要因に限定されるが､手続き的公正は賛
同意向の形成に対して一定の影響を与えたと考えられる｡
･事業の公正な実施によってまちづくり-の関心が向上することが示唆された｡
今回の事例はある一つの状況を分析したに過ぎない｡実際の合意形成では多様な状況が
考えられるo　従って､今後は異なる状況の事例､特に､補償対象となる地権者等に関する
分析を行い､知見を深めていく必要があろう｡
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補注
(1)昭和63年に｢新石淵ダム｣から｢胆沢ダム｣に名称変更が行われたため､新聞報道等
を含め､それ以前の資料では新石淵ダムという名称で記載されているo Lかし､本稿では
名称変更に伴う醐牢を避ける意味から､ ｢胆沢ダム｣という名称に統一-して記載する｡
(2) ｢合意｣の定義には様々なものが考えられるが､胆沢ダム建設事業では､長期に渡る大
規模な反対運動が生じず､比較的円滑に事業が進められてきたことから､同事業では市民
の合意が得られたものと考えるo
(3)実際には､ ｢公正理論｣という名称の理論は存在しないが､本稿で述べているような｢分
配的公正と手続き的公正に関する公正知覚が高まるほど､判断対象に対する個人の態度も
肯定的になる｣という理論フレームを用いた研究は多いo　これらには統一的な名称が付け
られていないため､本稿では便宜上､公正理論と一括して呼ぶものとするo
(4)ここでの｢市民｣とは特定の行政区域に住む住民ではなく､胆沢ダムの影響を受ける
範囲の居住者という意味で用いる｡
(5)mは平均値
(6)notsignificantの略(非有意であること)
(7)定数を除いた2つの独立変数間相関係数は60だったo Lかし､相関係数が.9以上の場
合に多重共線性が問題になることを考えれば16)､大きな問題はないと考える｡
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公共事業と紛争解決手続き1
公共事業における紛争解決手続きの選好:
利害関心の認知の効果
福野光輝　　　　　　　　　　　　大洲憲一
(北海学園大学経営学部)　　(東北大学大学院文学研究科)
本研究では､紛争当事者の利害関心に関する一般市民の認知が公共事業における紛争解決手続
きの選好に与える効果を検討した｡全国の一般成人を対象に質問紙調査を実施し791名から回
答を得た｡分析の結果､公共事業をめぐる利害対立において､公共事莱-の賛成を主張する当
事者に対して利己的な関心を知覚するにつれ､また反対当事者に対して利他的な関心を知覚す
るにつれ､一般市民は住民投票や直接交渉､調停､意見聴聞といった解決手続きを選好した｡
一方､事業に反対する当事者に対して利己的な関心を知覚した場合や事業に賛成する当事者に
利他的な関心を知覚した場合には､一般市民は行政主導の解決手続きを選好した｡
キーワード･紛争解決､解決手続き､公共事業､世論調査
ThlS Study examined the effects of cltizens'perceptlOnS Of confllCt Parties'underlylng Interests On
preferences for resolution strategleS regarding public works proJeCtS･ We conducted a survey wlth 79 1
adult particlpantS･ We found that the more the citlZenS Perceived the egocentric Interests Ofthe parties
supportlng Public works project POlicies and the prosocial interests of- the parties agaLnSt those policies,
the more strongly tTleSe particLPantS Showed preferences for referendum. negotiation, medlation, and
public hearlngS･ On the other hand, lfcltizens devaluated the legltlmaCy Ofarguments by opponents of
public works projects, particlpantS Were I ikely to show strong preferences for government-driven
decision strategleS When particlPantS recognized the egocentric Interests Of the parties who were agalnst
the public works proJeCtS･ Furthermorel pa-ticLpantS also preferred govemment-driven decision strategleS
when citizens thought parties promotlng the public works pro.JeCtS had prosoclal interests that would
contrlbute to the efficiency or promote the we)fare of the society
KeyWords: conflict resolution, resolutlOn StrategleS, PubllC works project, public oplnion survey
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Pl題
公共事業とは社会生活を営む上で必要な社会資本を､国や地方自治体などが市民の税金で建
設し管理運営するものである｡公共事業は国民生活の効率や利便性の向上を意図しておこなわ
れるものであるが､事業実施が近隣住民に負担を強いる場合､事業実施を担う行政と負担を強
いられる地域住民との間にはしばしば利害の不一致が生じるo典型的にはいわゆる迷惑施設の
建設があげられるo高速道路や廃棄物処分場､原子力発電所といった公共施設の建設は､その
社会的な必要性が高く､それによって社会全体の公共利益が向上する一方､地域住民は周辺地
域の地価の下落や､騒音や大気汚染による健康被害といった不利益を被ることになる｡このよ
うな場合､事業計画を進めるためには行政と地域住民の利害調整が不可欠となる｡それゆえ､
その紛争解決過程を理解することは公共事業においてどのように合意形成をおこなうべきか
を考える上で重要な手がかりとなるし,
~般に､紛争解決過程は当事者がどのような解決手続きを選択するかに左右される(e.g.,宿
島･対札1997; Pruitt&Carnevale, 1993) ｡紛争解決手続きは､当事者が共同で意思決定をおこ
なう交渉や調停(mediation) ､第三者の意思決定に当事者がしたがう裁判や仲裁(arbitration) ､
当事者それぞれが別々に行動を選択して実行する闘争(struggle)や撤退(retreat)の3つに大別
できる(Pruitt&Carnevale, 1993) ｡交渉や調停といった共同意思決定手続きは､当事者双方の
利害関心を反映させた解決策の発見や経済的な低コスト､対人関係の維持といった点では､他
の2つの手続きよりすぐれていると考えられる｡しかし反面､共同意思決定や個別の意思決定
は､第三者による意思決定より､時間的コストが大きくなったり､結果的に利害調整が不調に
終わる可能性がある｡そのため､いずれかの手続きがすべての側面において絶対的にすぐれて
いるとはいいがたく､多様な選択が可能であり､それによって紛争解決の様相は変化するo当
事者からみて公正な解決手続きを採用することによって､当事者はたとえ決定結果が自分に不
利な場合でも､相手に対する信頼感が高まるとともにその決定に対する受容的態度を強め､そ
の決定に沿った行動を導くことが可能となる(e.g., Folger, 1977ニLind 皮 Tyler, 1988; Thibaut &
Walker, 1975) oそのため円滑な紛争解決のためには､当事者どうしが納得する解決手続きをと
ることが重要となるU本研究では､公共事業をめぐって生じる利害対立を調整する際に､一般
市民がどのような紛争解決手続きを選好し､それらがどのような要因に規定されているのかを
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検討する｡
紛争解決手続きの選好に関するこれまでの研究は､当然ながら紛争当事者の手続き選好をあ
つかってきた(e.g.,Leung. 1987;Leung&Lind, 1986) ｡しかし中谷内･大沼(2003)も指摘し
ているように､とくに公共事業の策定や実施においては､直接の利害関係者の他に､その近隣
に居住する比較的利害の低い一般市民の意向が反映されやすい｡ひとつには､そうした一般市
民の意向が事業計画に対する世論や社会的評価を形成し､事業計画の実施過程に影響を与えう
ることがあげられるo　また住民投票といった決定手続きがとられた場合､その投票権は当該地
域の住民に等しく与えられ､間接的な利害関係にある一般市民の意向が事業計画の決定過程に
直接影響することになるo　さらに福野･大捌(2001)は､公共事業における利害対立に関して
は-般市民のだれもがその当事者となりうると主張し､実際にこうした一般市民の公共事業に
対する関山が高く､また将来自分が紛争当事者となる可能性も高く知覚していることを示して
いる｡
本研究では､現実の利害調整において実際に利用可能だと思われる､直接交渉､住民投票､
調停､裁判､行政主導､意見聴聞の6つの紛争解決手続きをとりあげた｡直接交渉とは当事者
どうしの直接対話にLⅠ二る意思決定であり､住民投票は関係住民の投票による意思決定である｡
直接交渉と住民投票はいずれも当事者自身が直接共同で意思決定をおこなう手続きに分塀さ
れる｡調停とは当事者を仲介する中立的な第三者機関もしくは専門家などの第三者を交えた意
思決定であり､裁判は紛争解決の公的機関での法律にもとづいた意思決定である｡調停と裁判
は､当事者どうしではなく第三者による手続きである｡また､厳密には解決手続きではないが､
市民の代表である議会や政府が行った決定は受け入れるべきであるとする考えも､利害対立を
暗黙理に調整する選択肢のひとつであるU　さらに近年､最終的な決定権は行政側にありながら
も､行政側が地域住民の意思を反映させようとする意見聴聞の機会も増えている｡本研究では
実質的には行政主導のこうした意思決定も紛争解決手続きのひとつとしてあつかう｡
-般市民からみた紛争当事者の利害関心が紛争解決手続きの選好におよぽす効果
紛争解決手続き-の選好を規定するひとつの心理的要因は､紛争当事者のもつ利害関心に対
する認知である(e.g.Thompson, 1990) ｡これは対立相手の主張の背景にある関心がどのよう
なものであるかということや､自他の利害の対立程度に関する認知といえる｡相手の利害関心
にかんする認知は交渉行動に影響する｡たとえば､内容的には同じ提案がなされても､そこに
協力的動機より競争的動機が知覚された場合､交渉者はその提案に対して否定的に反応しやす
い(福野･大捌､2000こKramer,Shah&Woerner, 1995) ｡
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このように相手の利害関心に関する認知が紛争当事者の交渉行動を左右するとすれば､利害
対立を第三者の立場からみる人々がその対立をどう解決すべきかを判断する際にも､そうした
認知が利用されるかもしれない｡説得研究において送り手の信漁性は説得効果を高めるひとつ
の要因であるが､送り手の信頼性がもともと低い場合､自分の利害に反する主張をおこなうこ
とがしばしば有効となる(Walster,Aronson,&Abrahams, 1966) ｡公共事業に関する紛争当事者
の議論を耳にする一般市民はかならずしもその双方を十分に知っているとは限らず､むしろ当
事者に対する信頼性はそれほど高くないと考えられるo　その場合､双方の主張を判断するひと
つの手がかりは､紛争当事者がどのくらい利己的な関心にもとづいて主張をおこなっているか
ということにある｡つまり､社会全体の利益向上のためにおこなわれるべき公共事業に関して､
それに賛成であれ反対であれ､利己的な関心にもとづいて主張している当事者は不公正と知覚
され､一般市民はそうした当事者に十分な発言権を与えてしまうような手続きを選好しないと
考えられる｡一方､当事者の主張が公共利益の向上にもとづいた利他的な関心からおこなわれ
ていると知覚されるときには､一般市民はそうした当事者のコントロールが強まるような手続
きを選好するだろう｡
公共事業をめぐる直接的な利害関係者としては､中央省庁､地方自治体､議会､事業を請け
負う業界､賛成住民､反対住民があげられる(五十嵐･小川,1997.2001) 0　本研究ではこれら
の当事者がそれぞれ利己的関心と利他的関心をもつと仮定した(炎1) o　本稿であつかう利己
的関心とは利害関係者自身の利益を増大させようとする動機づけである｡本来､公共事業の目
的は国民生活の利便性を向上させることであるが､実施された公共事業に対して､ Eg民自身が
必要性を感じていなかったり､事業計画に異議を唱えることがある(高橋, 2000) ｡このこと
は公共事業の計画実施を進める中央省庁や地方自治体といった行政組織､議会を構成する議員､
事業を請け負う業界が､国民生活の利便性向上だけでなく､みずからの権限強化や優先的な支
援獲得といった利己的な関心にも動機づけられていると人々から知覚される可能性を示唆す
るoまた事業が実施される地域の住民も､個人的な利便性獲得や自地域住民のコスト回避など､
あくまで自地域の利害という観点から事業-の賛否を判断している側面があるだろう｡,
一方､本稿であつかう利他的関心とは､それぞれの利害関係者による国や地域全体の利益向
上に対する動機づけをさすQ利己的関心が利害関係者レベルの利益に向けられているのに対し､
利他的関心は国または地域全体の利益に向けられている場合を意味する｡つまり本稿では､中
央省庁や地^J自治体､議会がみずからの組織や議員個人の利益ではなく､地域全体やそこに住
む市民の利益に関心を払っているという意味で､それを利他的な関心と考えるo　たとえば中央
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省庁は､いわゆる省益だけでなく､社会全体の効率や利便性の向上を事業の実施によってめざ
そうとする､公共事業本来の目的に沿った動機をt)つだろうo　また地方自治体については､公
共事業が自治体という行政組織の維持に資するからではなく､地域の経済発展や地域住民の利
便性の向上を目的におこなわれる場合が利他的関心にあたるだろう｡議会についても同様に､
議員が私的な利益獲得よりも地域全体の経済や利便性を重視して事業を誘致する場合､議員は
利他的な関心をもつとするo　賛成住民や反対住民においても､かれらの主張は個人的な利害か
らだけでなく地域全体の利害に対する観点からなされているだろう(,
こうした紛争当事者の利己的関心と利他的関心は公共事業に対する賛否となってあらわれ
ると考えられるo一般市民からみた紛争当事者の利害関心に対する認知と解決手続き選好との
関連を表2のよ;)に予想したo　第1に､利害対立が事業に賛成する一方の当事者の利己的な関心
にもとづくと知覚されるにつれ､一般市民は事業に反対する当事者の意見もよく考慮した上で
利害調整をすすめるべきだと考えるだろう｡それゆえ賛成当事者だけでなく反対当事者にも意
思決定過程のコントロールが保障されるような､当事者どうしおよび第三者による意思決定手
続きを好むと予想される｡また意見聴聞の手続きは意思決定の結果-のコントロールは期待で
きないが､発言機会が与えられていることによって意思決定過程-のコントロールをもつと考
えられる｡そのため利己的な賛成当事者のいる状況で､一般市民が両当事者に過程コントロー
ルをもたらす解決手続きを望むのであれば､当事者どうしや第三者による手続きと同様に意見
聴聞-の好みも強まると予想される｡
仮説1 ･事業に賛成する当事者に対して利己的な関心が知覚されるにつれ､一般市民は住民
投票や交渉､調停､裁判､意見聴聞といった意思決定手続きを好むだろうo
第2に､利害対立が事業に賛成する一方の当事者の利他的な関心にもとづくと知覚されるに
つれ､一般市民は社会全体の利益向上に配慮した利他的な主張の実現を望むと考えられる｡こ
の場合には事業を実施することが社会全体の利益向上に結びつくと知覚されるため､中央省庁
や地方自治体が計画した通りに事業が実施されるよう行政主導の手続きが好まれるようにな
るだろう｡
仮説2.事業に賛成する当事者に対して利他的な関心が知覚されるにつれ､一般市民は行政
主導の意思決定手続きを好むだろう｡
第3に､利害対立が事業に反対する一方の当事者の利己的な関心からしょうじていると知覚
されるにつれ､一般市民は利己的な反対当事者の主張の妥当性を低く評価すると考えられる｡
すでに述べたように､たとえ内容的には妥当な提案だったとしてもそこに利己的な動機が知覚
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されると､その授案は否定的に評価されやすい(福野･大猟2000, Kramer, Shah 良 Woemer, 1995)o
そのため､公共事業をめぐる利害対立の原因が利己的な関心から反対を主張する当事者にある
と知覚されると､一般市民は事業の肯定的な側面を評価し､実施が円滑に進められるような行
政主導の手続きを好むだろ;)0
仮説3 ･事業に反対する当事者に対して利己的な関心が知覚されるにつれ､一般市民は行政
主導の意思決定手続きを好むだろうo
第4に､利害対立が事業に反対する一方の当事者の利他的な関心からしょうじていると知覚
されるにつれ､一般市民は利他的な反対当事者のコントロールが強まる手続きを好むと考えら
れる｡この場合には､事業実施に対してより慎重に検討することが求められていることになる
ため､反対当事者の主張が意思決定に反映されるような､当事者とうしや第三者による手続き､
そして過程コントロールのみではあるが意見聴聞-の選好が強まるだろう｡
仮説4 :事業に反対する当事者に対して利他的な関心が知覚されるにつれ､一般市民は住民
投票や交渉､調停､裁判､意見聴聞といった意思決定手続きを好むだろうo
方法
回答者
調査対象者は全国の20歳以上の有権者4,000名で､全国16市町において選挙人名簿にもと
づき等間隔無作為抽出法(系統抽出法)によって選抜したo調査地域は､札幌市西区､北海道
夕張郡栗山町､秋田市､秋田県河辺郡河辺町､仙台市泉区､宮城県桃生郡鳴瀬町､東京都江東
区､東京都世田谷区､大阪市淀川区､大阪市平野区､広島市安佐北区､広島県豊田郡安浦町､
松江市､島根県大原郡大東町､那覇市､沖縄県中頭郡西原町である｡有効回答数は791名(男
性425名､女性366名)で､回収率は19.8%であったo回答者の平均年齢は53,9歳(sD-14.0) ､
範囲は20-80歳であるo 20代46名､ 30代91名､ 40代127名､ 50代222名､ 60代186名､
70歳以上119名で､やや年長者の回答が多かった｡各年代とも男女比に大きな偏りはなかった｡
また身近で行われた公共事業について過去に真剣に考えたり悩んだことのある回答者は186名
(賛成経験者80名､反対経験者106名)であった｡
調査の手続きと調査票
2004年3月から4月にかけて郵送法による調査を行った｡調査票に対する回答は無記名であ
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る｡回答者には各項目に対し自分の考えにどれくらいあてはまるかを1点(全然そう思わない)
から6点(強くそう思う)で評価させたo
公共事業における紛争当事者の利害的心胆知　中央省庁､地方自治体､議会､業界､賛成住
民､反対住民それぞれの当事者がどのような利己的関心および利他的関心をもっていると思う
かたずねた(表1) ｡ただし業界の利他的関心項目は現実性に乏しいという理由から今回はた
ずねなかったo利害関心認知の項目は｢現在､日本で行われている公共事業について､あなた
はどのような考えや意見をおt)ちですか｣と教示し､公共事業に関する一般的な評価項目とと
もに回答させたU
問題部分で述べたように､それぞれの紛争当事者レベルの利益に対する関心を利己的関心､
それを超えた､国または地域全体の利益に対する関心を利他的関心と定義し､各当事者の利害
関心項目を作成した‖　利己的関心については､公共事業の実施によってその当事者にのみ有利
となるような点を､現実に指摘されている例を考慮して作成したU　具体的には､中央省庁にお
いては他省庁に対する発言力強化や天下り先の確保､地方自治体においては国からの補助金額
得や税金の非効率的な使用､議会においては選挙時の支援や地元地域-の発言力強化､業界に
おいては政治献金や天下り先の埠供による事業受注､賛成住民においては地域より個人の利益
の重視､反対住民においては負担回避や公共事業に対する否定的なイメージを利己的関心項目
とした｡また､利他的関心については､反対住民を除いたいずれの当事者においても､事業実
施による国や地域の経済発展や利便性の向上に対する関心とした｡反対住民の利他的関心は､
事業を実施しないことによる自然環境の保護や社会的コストの回避に対する関心としたo
紛争解決手続きの叢好　公共事業における紛争を解決するためにどのような手続きを重視
すべきか､現実的に利用可能だと考えられる6つの手続き､すなわち行政主導､意見聴聞､住
民投票､直接交渉､調停､裁判のそれぞれについて評定させた(衷3) ｡具体的には次のよう
に教示して回答させた｡ ｢公共事業では､しばしば､社会全体の利益と地域住民の負担という
矛盾に直面します｡例えば､高速　道路や新幹線を建設することは､交通の利便性が増すとい
う意味で､社会全体にとって利益となるものですが､反面､沿線住民は､立ち退きを求められ
たり､騒音や大気汚染に苦しむなど､一部の住民に犠牲を強いることが起こりえます｡このた
め､公共事業については､時々､これを実施する行政と地域住民の間で対立が起こります｡あ
なたは､公共事業をめぐる行政と地域住民の対立を公正に解決するためには､どのようなこと
を重視すべきだと思いますか｣ 0
公共事業に関する熟慮経験と賛否　本研究の調査対象者は一般市民であるが､そのなかには
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公共事業をめぐる利害対立の当事者となった､あるいは事業の実施がみずからの生活に何らか
の影響を与えた経験をもつ回答者も含まれると考えられる｡このような経験のちがいが紛争解
決手続きの選好に異なる効果をおよぼす可能性もある｡そこで本研究では人々の紛争解決手続
きの選好がどのくらい頑健なものなのか検討するために､回答者の居住地域で実際におこなわ
れた公共事業に対する熟慮経験の有無とその程度をたずねた(2項目) ｡具体的には､ ｢自分
の住んでいる地域で実際に行われた公共事業について､あなた自身がその計画や進め方に関し
て真剣に考えたり､悩んだりしたことはありますか｣とたずねた｡またその公共事業に対する
賛否もたずねた(1項目) 0
括果
紛争解決手続きの選好
まず回答者がどのような紛争解決手続きを選好しているか､また公共事業に関する熟慮経験
の有無によって選好される手続きにちがいがあるかどうか検討するため､ 2要因分散分析をお
こなったo　その結果､熟慮経験の主効果､解決手続きの主効果､熟慮経験×解決手続きの交互
作用すべてが有意となった(F(2,739) - 3.32.p<.05; F(5.3695) - 239.84.p < 01; F(10,3695) =4 02,
p<ol) ｡凶1に示したように､全体としてもっとも適好された手続きは意見聴聞で､ついで第
三者介入､直接交渉､住民投票の順となったo行政主導と裁判の間に有意差はみられなかった｡
この傾向は熟慮経験のいずれの条件においてもほぼ同様に認められたが(F.i(53705)≧21 52,p.tl
<.01) ､反対経験者は行政主導より裁判を好んだ(F(1,739)-7.17,p<.Ol) 0
次に紛争解決手続きごとに熟慮経験の効果をみてみると､行政主導､住民投票､第三者介入
において熟慮経験の効果がみられた(Fs(2,739)-4 10.psく01) o行政主導においては反対経
験者の選好が他の回答者にくらべて弱かった｡住民投票と第三者介入においては､逆に反対経
験者の選好が他の回答者にくらべて強かったo
利害関心隈知と解決手続き選好との阿連
利己的および利他的の2種類の利害関心認知が紛争解決手続きの選好にどのような影響をお
よぼしているか検討するため､性別(女性-0,男性-I) ､年齢､学歴､年収､熟慮経験の有
無(なし-0,あり　-I)とい/〕た人口統計学的変数も含めた重回帰分析を､中央省庁､地^自
治体､議会､業界､賛成住民､反対住民の紛争当事者ことにおこなった｡その結果､表4に示
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されているように､行政主導は紛争当事者の利他的関心の知常と正の関連を示し､利己的関心
の知覚とは負の関連を示した｡ただし反対住民においては利他的関心と負の関連を示したo住
民投票､直接交渉､意見聴聞､調停､裁判に関しては､中央省庁､地方自治体､議会､業界､
賛成住民の利己的関心知覚および反対住民の利他的関心と正の関連を示した｡また裁判につい
ては､中央省庁､議会､反対住民において､利己的関心と利他的関心のいずれとも正の関連が
みられた｡同様に､住民投票についても賛成住民の利己的関心および利他的関心と正の関連が
あった｡
考蕪
分析の結果､公共事業の策定や実施にかかわる中央省庁､地方自治体､議会､業界､賛成住
民の利己的関心が知覚されるほど､一般市民は住民投票や直接投票､意見聴聞､調停､裁判と
いった当事者ど:)しあるいは第三者による手続きを選好しており仮説1Fi支持されたといえる｡
第2に､中央省庁や地方自治体､議会､賛成住民の利他的関心が知常されるにつれ､仮説2で予
想したように､行政主導の手続き-の選好は強まった｡ただし､こうした公共事業賛成にかか
わる利他的関心が中央省庁や議会に対して知覚されると､一般市民は裁判に対する選好も強め
る傾向があった｡また､賛成住民に対する利他的関心の知覚は住民投票や意見聴聞､調停-の
選好も強めたU　第3に､反対当事者の利己的な関心が知覚されるにつれ､一般市民は裁判を好
む傾向がみられ､仮説3で予想されたような行政主導の手続きとの関連は認められなかった｡
第4に､公共事業に反対する当事者の利他的な関心が知覚されるにつれ､仮説4で予想したよう
に､住民投票や直接交渉､意見聴聞､調停､裁判といった当事者どうしや第三者による解決手
続き-の選好を強めた｡
熟慮経験の有無は6つの紛争解決手続きに対する選好順位をほとんど変化させなかった｡こ
のことから､当事者どうしで意思決定をおこなわせる手続きが行政主導や裁判などの公的な手
続きより一般に好まれるという傾向は､回答者のおかれた状況に比較的左右されにくい頑健な
ものであると考えられる｡
紛争当事者の利害関心に対する認知と手続き選好
全体として､本研究で仮定した利害関心に関する認知は紛争解決手続きの選好に影響するこ
とが示され､こうした要因は一般市民の手続き選好を理解する上で考慮すべきであることが示
されたといえるo　このことは公共事業をめぐる利害対立を目にする一般市民が､紛争当事者の
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主張内容だけでなくその背景にある動機や社会的関心にまで注意を向けていることを示唆す
る｡ただ仮説2や仮説3が完全には支持されなかったように､その認知構造は本研究で仮定した
利己的一利他的の2次元より複雑かもしれない｡本研究では事業に対して賛成を表明している紛
争当事者の利他的関心の､一般市民からみた意味合いは､いずれの当事者であっても同様であ
ると仮定していたが､重回帰分析の結果は､これらが区別されていることを示している｡中央
省庁や議会に対する利他的関心の知覚が行政主導や裁判といった公的な手続きと関連したこ
とは､こうした当事者の利他的関心が公共事業本来の目的と合致しており議論の余地があまり
ないものとみなされたことを示しているのかもしれない｡裁判との関連は､こうした関心の実
現がもはや当事者どうしの問題ではなく､より広い社会正義の問題であると人々に知覚されて
いることを示唆するUそれに対して､賛成住民に対する利他的関心の知覚が､住民投票や意見
聴聞､調停と正の関連を示した｡このことは一般市民が賛成住民の利他的関心の実現をまだそ
れほど正当なものと知覚しておらず､それに反対する当事者との間に議論の余地が残されてい
ると認識している可能性を示唆するo本研究では､賛成住民の利他的関心として地域の経済発
展や利便性の向上をとりあげたoひとつには賛成住民が地域の利便性の向上を唱えた場合､そ
れを主張する当事者がその地域住民である以上､事業の実現は個人的な利便性向上も当然とも
なうものであり､その意味で賛成当事者の地域の利便性向上という主張は個人的利便性向上を
実現するための正当化手段としてもちいられていると知覚された可能性がある｡また回答者は､
その事業がおこなわれた地域とそうでない地域の間に利便性の差が生じるという側面を意識
したのかもしれない｡地域間の利便性の差が意識されてしまうと､地域の利便性向上といった
関心から賛成する当事者の主張はかならずしも利他的とは評価されにくくなるだろう｡
公共事業をめぐる紛争解決手続きとしての意見聴叩
本研究では､現実の状況にかんがみて､実質的な決定権は行政側にあるが当事者どうしの意
見交換を促進する手続きとして意見聴聞をとりあげたが､この手続きが6つの手続きのなかで
もっとも好まれた点は注目すべきである｡第1に､これまでの紛争解決手続きの選好に関する
研究では､直接交渉に対する選好が強く示されることが多く(e.g,福野･大猟2001;中谷内･
大沼, 2003) ､本研究でも直接交渉に対する選好は強かったが､それ以上に意見聴聞が好まれ
た｡また意見聴聞-の選好を規定する利害関心認知は､第三者介入による解決手続きと同様で
あったo　このことから一般市民は､意見聴聞という手続きに対して聴聞される側の過程コント
ロールカを比較的高く知覚していることが示唆される｡結果に対するコントロールという意味
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では､意見聴聞は行政主導と同じであるにt,かかわらず､少なくとも人々は両者の手続きを区
別しているように思われるoこの結果はTylerら(1987;Tyler,Rasinski&SpodlCk, 1985)の､手
続きに対する公正感が発言機会の有無に規定されるという議論と非常に一貫するものであるo
ただし意見聴聞に対する強い選好は､他の手続きと比較してより好まれたというより､行政主
導と比較してより望ましいと判断された可能性もあるoつまり回答者自身も行政主導と意見聴
聞は最終的な決定権が行政側にあるという点では同じ手続きと認識しており､意見聴聞に対す
る好ましさを評価する際に､完全に行政主導でものごとを決定することに比べてどのくらい望
ましいかという判断を利用したのかもしれないUこの可能性については本研究の分析から結論
的なことはいえないが､今後､意見聴聞の選好過程を理解する上で検討すべき問題のひとつで
あると考える｡
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表l　想定される紛争当事者と利害関心
想定される
紛争当事者 利害関心の種類　　　　　　　　　　　　調食項目
中央省庁　　　　利己的関心　　それぞれの省庁は､より多くU)公共事業を管轄するこ
とを通じて､他の省けより人きな権限を得ようとして
いる｡
国+.交通省などの中央省11-は､公典事業を実施するこ
とで､大下り先を確保しようとしている｡
利他的関心　　中央省庁は公此事業を実施することで､国全体の経済
を析性化しよJ)としているo
中央省庁は公共車業を実施することで､国全体の/il析
環境を安全にしようとしているo
中央省庁は公共事業を実施することで､国全体の利便
性を向1させようとしているo
地方自治体
議会
業非
利己的関心　　地)JJ自治体.は､国主導の公火車業を実施することで､
国から与えられる財政的な援助を期待しているo
地方自治体は､しばしば割高なコストで事業を堀注
し､税金が効率的に使用されていないことに無頓着で
ある｡
利他的関心　　地方自治体は公共事業を実施することで､その地域の
雇用を創山しようとしている｡
地方自治体は公雄事業を実施することで､その地域の
利便性を向いさせようとしているo
利己的関心　　凶全議員は､自分の地ノ亡に公共事業を誘致すること
で､その請負業者からの選挙時の支援を期待してい
る｡
国会議員は､自分の地元に公共事業を所致すること
で､地元自治体に対する発言ノ｣を強化しようとしてい
る｡
利他的関心　　国会議員は公共事業を誘致することで､その地域の経
済を活性化しようとしているo
国会議員は公火事業を誘致することで､その地域U)刺
便性を向上させようとしているo
利己的関心　　公共事業を請け負う業者は､国会議員に政治献金をお
こなうことで､事業を受注しようとしているo
公共事業を請け負う業者は､官僚の大下り先を提供す
ることで､事業を受注しようとしている｡
利他的関心
賛成住民　　　　利己的関心 公共事業の実施に賛成する地元住民は､地域全体の利
益より個人的な利益を優先しようとする｡
利他的関心　　公jI,:事業の実施に賛成する地元住民は､事業の実現に
よって､地域全体の利便件が向上することを期待して
147
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511
518
834
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755
678
反対住民
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いる｡
公共事業の実施に賛成する地JT:住民は､事業の実現に
よって､地域全休の経済が活性化することを期待して
いるo
利己的関心　　公共事業に反対する地元住民は､事業実施によって強　　　490
いられる負担を､他の地域住民に抑しつけようとして
いる｡
公共事業に反対する地元住民は､そもそも公共事業に
対して否定的なイメージをもっていることが多いた
め､近隣でおこなわれるどのよ:)な事業計也に対して
も否定的に反応しようとするo
利他的関心　　公共事業に反対する地元住民は､それを通して､公共　　　714
事業の必要性に対する行政の卜分な説明をもとめて
いる｡
公共事業に反対する地元住民は､それを通して､無駄
な公共事業に対する税金の投入を防こうとしているo
公共事業に反対する地元住民は､それを通して､自然
環境や生態系を保護しようとしている｡
公共事業に反対する地元住民は､それを通して､行政
が建設業界などの特定業界-の税金投入をしなくな
ることを求めている｡
公共事業に反対する地元住民は､その事業をおこなっ
ても地域の利便件が向上しないことを行政に理解さ
せようとしている｡
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表2　利害関心認知と紛争解決手続きU)迦好
利害関心認知
事業実施に対する賛否　　　　　　　利己的関心　　　　　　　　　　　　利他的関心
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表3　紛争解決手続きのi削fに関する質問項目
概念　　　　　　　　　　　　　　　　　調香項目　　　　　　　　　　　　　　信頼性係数
行政主導
住民投票
直接交渉
意見聴聞
調停
裁判
事業内容や事業の実施は､国､県､市などU)議会の決定にしたがう　　.476
べきである｡
公共事業については､政策づくりのプロである行政機関にまかせて
おくべきである｡
事業を実施するかど:)かは､その事業によって影響をうける住民の
あいだで住民投票をおこなって決めるべきである｡
負担住民と行政がl自二接対話を電ね､ TLいの妥協によって､刈方が納
得できる事業計画をつくりだすべきである｡
まず負担住民と行政が直接対話をおこなうが､最終的には行政の判
断で事業を実施するかどうかの決定をすべきである｡
行政と負担住民がスムーズに協議できるよう､両者を仲介する中､IF
的な第二着機関をつくるべきである｡
行政と負押住民だけでなく､研究者や専門家といった第三者を交え
て､ jI,洞で事業計画を決定していくべきであるo
行政と負粗住民は裁判所の力を借りて､利害調整をおこなうべきで
ある｡
543
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表4　紛争解決手続きの選桁を従属変数とした兎回帰分析(β係数)
行政主導　　住民投票　　直接交渉　　意見聴聞　　　調停　　　　裁判
中央省け
利己的関心　　　　　　　　　　27叫　　　　　23H　　　　　25H　　　　　27=　　　　　23**
利他的関心　　　　33*+　　　- 08*　　　　- 08+
性別　　　　09*　　　　　　　　　　　　一.08*
什齢　　　17*+
年収　　　　　　　　　-21H　　　- 11**　　　- lO**
学歴
熟慮経験
- 10++
RJ/AdJzmtedR2　　16/ 16　　12/ 12　　　09/ 08　　　07/ 07　　　08/ 08　　　06/ 05
地方自治体
利己的関心
利他的関心
惟別
年齢
18H　　　　　19叫　　　　　　26日　　　　　　34H　　　　　.10州
-.11H　　　　- 12H
-08書
年収　　　　　　　　　　- 19叫　　　　- 10+　　　　-09*
学歴
熟慮経験　　- 09*　　　　　07*　　　　　08*
10*
R2/Adjut.(ed R2　　16/ 16　　　09/ 09　　　07/ 07　　　07/ 07　　12/ 12　　　02/ 02
議会
利己的関心
利他的関心
性別
年齢
24*+　　　　　　23H　　　　　　28H　　　　　　29H　　　　　　18H
ll.+
- 08*
10+
08+
年収　　　　　　　　　-21…　　　- L2++　　　- Ll…　　　-07*　　　　-08*
学歴
熟慮経験　　　　　　　　　　　　　　　　　　08*　　　　　　　　　　　　09*
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R2/AdjzLSted R2　12/･ 1 1　　09/ 09　　08/ 07　　08/ 08　　1 0/ 1 0　　05/ 04
業界
利己的関心　　- H H　　.27H　　.28H　　　25-　　.29-　　.20*'
性別　　　10=　　　　　　　　　-.08*
年齢　　　.21日
年収　　　　　　　　-.20日　　　- llH　　　- 10･
学歴
熟慮経験
ー10**
.08+
10*
Rl/j4dlui.ledR2　　06/ 06　　1 1/ I 1　　09/ 09　　07/ 07　　10/ 09　　05/04
賛成住民
利己的臥し､
利他的関心
惟別
叶齢
/LU OO　　　1　　　1
1　　　11　　　.-　　　　つ｣ 24叫　　　　20…　　　　20日　　　　23**　　　　15-
09*
叶収　　　　　　　　　- 19*
学歴
熟慮経験
llH
12H　　　　　17**
-07+
一一10…
R2/Adjusted R2　･ 1 2/ 1 1　　09/ 09　　06/ 05　　05/ 05　　09/.08　　03/ 03
反対住民
利己的関心 14日
利他的関心　　- 13叫　　　39州　　.37日　　　24叫　　　38H　　　22…
性別　　　.07*
年齢　　　　20日
年収　　　　　　　　- 16州　　　- 09…
学歴
熟慮経験　　　　　　　　　　　　　.07･　　　　　　　　　08･
R2/AluILdedR2　　07/07　　18/ 18　　16/.16　.06/06　.16/ 16　　07/07
+p<･05,Hp< Ol
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[対1紛争解決手続きG')通好
行政主導　住民投票　直接交渉　意見聴聞　　調停　　　裁判
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公共事業紛争とマイクローマクロ公正1
公共事業紛争における対立構造の認知:
マイクローマクロ公正の観点から1
福野光輝
(北海学園大学)
マイクロ公正-マクロ公正の観点から､公共事業紛争における対立構造の認知と事業実施過程に
対する手続き的公正感､行政に対する公正感が解決可能性認知におよぼす効果を検討したD全
国8市町在住の20歳以上の有権者1,400名を対象に郵送調査を実施し､ 161名の男性と158
名の女性(および不明4名)から回答を得た｡手続き的公正感､行政側のマイクロ公正関心と
マクロ公正関心に対する回答者の認知､住民側のマイクロ公正関心に対する認知は､行政の全
体的公正感を高めた｡しかし住民側のマクロ公正関心に対する認知は全体的公正感に有意な影
響をおよぼさなかった｡さらに､行政の全体的公正感､行政側のマイクロ公正関心認知､住民
側のマクロ公正関心認知は対立の解決可能性認知を促進した｡一般市民は公共事業紛争を行政
のマクロ公正関心と住民のマイクロ公正臥し､の不一致の観点から認知していることが示唆さ
れた｡
キーワード:公共事業､紛争解決､対立の認知的枠組み､マイクロ公正､マクロ公正
公共事業において社会全体の効率を追求する行政と､それによってさまざまな負担を強いら
れる地域住民との利害対立をどのように調整すべきかは紛争解決研究における重要な問題で
あるoこの問題に対して､近年､一般市民が公共事業政策をどのように評価し､受容している
のかを明らかにしようとする研究が蓄積されつつある｡そのなかでくりかえし指摘されている
ことのひとつは､一般市民の公共受容が､行政に対する信頼感とともに､行政に対する社会的
公正感に規定されることである(e.g.,青木.鈴木2005;馬場,2002;藤#.2005.藤井･竹村･
吉川,2002:福野･大乱2001,大捌･福野･今夜2003二大測･福軌2003;大猟2005)o
1本研究は､ド成18年度文科節科学研究費補助金(基盤研究(a)(2),研究代表者大捌意-)の助成
を得た0
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社会的公正感と公共受容の関連を指摘する先行研究は､分配的公正と手続き的公正の両側面
をあつかってきたが､その焦点は手続き的公正の効果に向けられてきた(青木･鈴木2005:局
場,2002,藤井,2005,藤井･竹村･吉川,2002,福野･大軋2001)oその理由として､まず手続
き的公正を集団における権威者-の態度や行動の規定因とする分析枠組みが､国や政府に対す
る一般市民の受容意識を明らかにしようとする視点と一貫していることがあげられる｡さらに､
公共受容を促す実践的な示唆を得るという点で､分配的公正より手続き的公正の効果がより注
目されやすかったことがあるだろう｡利害調整が必要となる公共事業の実施においては､それ
によって利益を受ける受益者と負担を強いられる負担者がしばしば生じる2｡その意味では､こ
の種の公共事業の実施において分配的不公正の発生は不可避であるD分配される資源が制限さ
れる状況で当事者の満足度を向上させるために利用可能な手続き的公正は､負担者の公共受容
を促進させる手立てとして重視されてきた(Lind&Tyler. 1988)Dまた大捌(2005)が指摘する
ように､公共事業が一般市民にもたらす利益と負担が具体性に乏しくなりがちであることも､
分配的公正-の研究関心の高まりを抑制した原因かもしれない｡
マイクロ公正関心とマクロ公正関心の対立としての公共事業紛争
しかし公共事業をめぐる行政と地域住民の利害対立という観点からみると､事業実施手続き
-の不公正感だけがその争点であるとは考えにくいoそこには対立を導く当事者双方の関心の
不一致が存在するU行政側は社会全体の便益の向上や地域間の利便性格差の解消を実現するた
めに公共事業を実施しようとするU一方､事業実施によって負担を強いられる地域住民は､他
地域の住民と比較して自分たちだけに負担が生じることに不公正を感じるかもしれない｡この
ような利害関心の不一致は､公共事業の実施によって生じる結果をめぐってのものであり､当
事者双方の分配的公正関心にもとづくものと考えられる｡
Brickman, Folger, Goode, 良 Schul (1981)は分配的公正をマイクロ公正とマクロ公正に区別したo
マイクロ公正は貢献度や必要性といった個人属性にもとづいておこなわれる餐源分配に対す
る公正判断であるo一方､マクロ公正は集団全体の目標実現を考慮して資源分配がなされる場
合の公正判断であるoその目標には集団成負が均等に資源を得ることや成員間の資源格差を最
小化することなどが含まれ､集団全体の資源分布を事前に制約する0分配的公正判断が2つの
2福野(2005)で指摘したように､公共事業紛争において想定される当事者には行政と地域住民以外
にも､中央省庁､地方自治体､議会､業界､賛成住民などが考えられるが､本研究では､議論が複
雑になるのを避けるためと､回答者である一般市民が対立構造を想像しやすいという点から､公共
事業を実施しようとする行政とそれに反対する地域住民という対立状況をとりあげた0
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側面からなされうろことは､マイクロ公正判断とマクロ公正判断がしばしば対立することを示
唆する｡公共事業において負担を強いられる地域住民が居住地域と他の地域との比較によって
公正判断をおこない､行政が社会全体の利便性向上の観点から公正判断をおこない事業実施を
進めるならば､公共事業をめぐるこうした対立は行政側のマクロ公正関心にもとづく意思決定
と地域住民側のマイクロ公正にもとづく利害関心の不一致ととらえることができるだろう｡い
ずれの当事者もマイクLl公正関心とマクロ公正関心をもちうるが､対立が顕著となるような状
況ではマイクロ公正とマクロ公正の不一致が生じていると考えられるr.本研究で仮定する行政
と地域住民のマイクロおよびマクロ公正関心をTablelに示したoいずれの当事者においてもマ
イクロ公正関心は地域の必要性や個別C/)事情-の配慮をもとめるものであるに対して､マクロ
公正関心は社会全体の利便性の向上や事業実施による費用便益の地域間格差の解消にもとづ
くものと解釈できる｡
本研究の目的と仮艶
公共事業はそれが実施される当該地域だけでなく､その周辺地域にも広く影響をおよぼすU
事業計画やその実施においては､むしろ比較的利害の低い一般市民の意向が事業に関する世論
を広く形成し強い影響力をもつ(中谷内･大沼,2003)｡それゆえ､直接の利害関係者ではない
一般市民が公共事業紛争の対立構造をどのように認知するかを理解することは､効果的な紛争
解決策を探る上で必要である｡そこで本研究では､公共事業の利害対立状況と対立の解決可能
性を一般市民がどのように認知しているかを検討する｡第-に､事業実施過程に対する手続き
的公正感と､紛争当事者である行政と地域住民それぞれに対してマイクロおよびマクロな分配
的公正関心を知覚することが､行政に対する全体的な公正感に影響するかを検討する｡紛争当
事者がどのような公正関心をもっていると知覚されるかによって､行政に対する全体的な公正
感が規定されると考えられる｡具体的には､まず先行研究から示唆されるように､一般市民が
事業実施過程の手続き的公正を強く知覚するにつれ行政の全体的公正感も高まるだろう(仮説
1)｡公共事業の実施において行政に対して分配的公正関心が知覚されるにつれ､それがマイク
ロな関心であれマクロな軌トであれ､一般市民の行政に対する全体的公正感も高まるだろう
(仮説2)o一方､地域住民が分配的公正の観点から事業-の反対を主張するような場合には､
一般市民はその主張の正当性を認めやすいと考えられる｡そのため､住民側に分配的公正関心
が知覚されるにつれ､それがマイクロな関心であれマクロな関心であれ､行政に対する全体的
公正感は低くなると予想される(仮説3)｡さらに行政に対する全体的公正感は公共受容を促進
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すると考えられることから､対立の解決可能性に関する一般市民の知覚とも正の関連を示すと
予想される(仮説4)｡
方法
回答者
調査対象者は全国の20歳以上の有権者1,400名で､全国8市町の選挙人名簿にもとづき等間
隔無作為抽出法(系統抽出法)により選抜した｡調査地域は､札幌市西区､北海道石狩郡当別
町､仙台市泉区､宮城県亘理郡山元町､東京都品川区､大阪市平野区福岡市早良区､福岡県糸
島郡志摩町であるo有効回答は323名(男性161名､女性158名､不明4名)であり､回収率
は231%であったU回答者の平均年齢は53.76歳(sD-1535) ､範囲は20-84歳であるU 20
代28名(男性8名､女性20名) ､ 30代36名(男性15名､女性21名) ､ 40代48名(男性
22名､女性26名) ､ 50代81名(男性43名､女性38名) ､ 60代7卜名(男性41名､女性30
名) ､ 70歳以上59名(男性32名､女性23名､不明4名)で､やや年長者の回答者が多かっ
た｡
調査の手続きと綱査票
2006年7月27日から8月31日にかけて郵送法による調査を行った｡調査票に対する回答は
無記名であるU回答者には各項目に対し自分の考えにどれくらいあてはまるかを1点(全然そ
う思わない)から6点(強くそう思う)で評価させたo調査票は6つの質問群から構成され､
質問Aでは日本の政府と行政システム-の評価(21項目)､質問Bでは公共事業の現状と今後
に関する評価(8項目)､質問Cでは公共事業紛争の特徴に関する評価(31項目)､質問Dでは
紛争当事者の利害関心に関する評価(19項目)､質問Eでは紛争解決手続きの選好(16項目)､
質問Fでは人口統計学的変数への回答をもとめた｡ただし本研究では､公共事業-の全般的評
価を得るためと仮説検証のために必要な質問B (5項目)､質問C (1項目)､質問D (15項目)
-の回答をとりあげるo
公共事業の現状と今後に関する評価　TabLe lにあるように､日本の公共事業の現状に対する
評価として､公共事業に対する満足度と現在の規模を維持すべきかどうかをたずねた｡また公
共事業の今後に関して､将来的な必要性､見直しに対する関心､公共事業紛争が自分の居住地
域で生じる可能性についての知覚をたずねた｡
15とl
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公共事業紛争の特徴に関する評価　公共事業をめぐって生じた利害対立の解決可能性を､回
答者がどのくらい知覚しているか評価させたo具体的には次のように教示した｡ ｢公共事業の
実施をめぐっては､事業を実施する行政とそれによって負担を強いられる地域住民とのあいだ
でしばしば対立がしょうじますo　あなたからみて､公共事業をめぐるこうした行政と住民の対
立にはどのような特徴がふくまれていると思いますか｣ o
紛争当事者の利害関心に関する評価　公共事業をめぐる利害対立の構造に対する知覚を測
定するために､紛争当事者となった場合の行政と地域住民がマイクロな公正関心とマクロな公
正関心をどのくらいもっていると思うか評価させた｡具体的には次のように教示した｡ ｢公共
事業をめぐってしばしば行政と住民のあいだに利害対立がしょうじるのは､それぞれの当事者
が多様な利害関心をもっているからだと考えられます｡あなたからみて､それぞれの当事者は
どのような利害関心をもっていると思いますか｣ ｡ついで公共事業の実施過程における発言機
会の観点から行政の手続き的公正を評価させるとともに､行政による公共事業の実施に関する
全体的公正感を評価させた｡
結果
公共事業の現状と今後に関する評価
Tabte lより､全体的傾向として､回答者は公共事業の現状-の満足度は低く､見直しに対し
ては高い関心が示された｡ただ今後の必要性に関しては肯定的な傾向がみられ､公共事業を一
様に否定しようとする姿勢は顕著ではなかった｡さらに､回答者は将来的に公共事業紛争の当
事者となる可能性を高く見積もっていた｡
紛争当事者の公正脚心に対する取知構造
紛争当事者の公正関心に対する認知を測定した13項目について因子分析をおこなった(主
因子法,プロマックス回転,Tab】e2)U因子数は固有値1以上の基準を設けた｡その結果､因子1
には行政のマクロ公正とマイクロ公正の双方が､因子2には住民マクロ公正が､因子3には住
民マイクロ公正が高負荷を示した｡
公正関心認知が全体的公正感と対立の解決可能性におよぼす効果
一般市民からみた紛争当事者の公正関心が行政に対する全体的公正感と利害対立の解決可
能性の認知におよぽす効果を検討するため重回帰分析をおこなった(Figure I)〔,公正関心認知
の因子分析では行政のマクロ公正関心とマイクロ公正関心が同一因子を構成したが､理論的に
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は異なる意味をもつものであり､また仮説を検証するためにも､今回の分析では別々の変数と
してあつかった｡分析の結果､まず公共事業実施過程に関する手続き的公正感､行政のマイク
ロ公正関心およびマクロ公正関心-の認知が行政に対する全体的公正感と正の関連を示したo
一方､住民のマイクロ公正関心-の認知は行政-の全体的公正感と負の関連を示した｡また対
立の解決可能性認知に対しては､全体的公正感からの正の関連がみられたとともに､行政のマ
イクロ公正関心および住民のマクロ公正関心から直接的な正の関連がみられた｡有意な効果が
示された変数の許容度に関する統計量はもっとも低いもので.597であり多重共線性の可能性は
確認されなかった｡
考察
事業実施過程-の手続き的公正感は行政-の全体的公正感を高めたことから仮説1は支持さ
れたUまた､一般市民が行政側のマイクロ公正関心とマクロ公正関心を知覚するにつれ､行政
への全体的公正感も強まったことから仮説2も,支持された0 -人住民側のマイクロ公正関心
に対する一般市民の認知は､仮説3で予想したように､行政の全体的公正感を弱めたが､マク
ロ公正関心認知と全体的公正感の関連は示されず､仮説3は部分的にしか支持されなかった｡,
行政の全体的公正感は利害対立の解決可能性の知覚を強めることが示され､仮説4は支持され
たDまた､行政のマイクロ公正関心と住民のマクロ公正関心に対する認知はいずれも対立の解
決可能性の知覚を促進させた｡
行政に対する全体的公正感の規定日
先行研究と一貫して本研究においても､手続き的公正感と分配的公正関心認知の2つの公正
判断はいずれも行政に対する全体的な公正評価を規定していたoとくに､これまで指摘されて
きた公共事業に対する分配的公正評価だけでなく､事業主体である行政や地域住民のもつ分配
的公正関心に対する認知にも独自の効果が認められたことは､公共事業に関する一般市民の分
配的公正評価は単純ではないことを示している｡公共事業に対する評価は事業そのものに対す
る評価と事業主体である行政に対する評価にわけられるが(大猟2005)､本研究の結果も同様
の傾向を示唆するものといえるかもしれない｡さらに行政側のマイクロ公正関心とマクロ公正
関心に対する認知も行政の公正評価にそれぞれ影響したことから､一般市民は行政が示した公
共事業の目的に関してマイクロな視点とマクロな視点の双方から把握しようとする肇勢をも
っていることがうかがえる｡ただし分配的公正関心認知の因子分析では行政のマイクロ公正関
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心とマクロ公正関心は区別されなかった｡今回の調査では､マイクロ公正関心の質問項目とし
て必要性原理を､マクロ公正関心の質問項目として均等性や社会全体の効率をもちいたが､そ
の地域および社会全体の便益向上の側面のみにふれた内容だったため､ある地域の利便性向上
と社会全体のそれとが両立可能であるという見^-のみを強調したかもしれないUマクロ公正原
理は均等性や差の最小化以外にも､資源分布の格差をある程度認めつつも限度を定める平均化
原理や､社会の異なる集団間の資源や機会の格差に配慮する下位集団原理がある(Brickman et
a1., 1981)｡また環境論争においては､次世代に対する責任や義務を環境保護といった社会的決
定をする際のマクロ公正基準のひとつとして含める立場もある(Clayton, 1994, 1998)｡さらに
分配的公正判断を個人単位でおこなうか自分の所属する集団単位でおこなうかでマイクローマ
クロ公正が分類されることもあり(大捌･福野.2003;Wenzel,2004)､マクロ公正の概念は多様
である｡今後は概念整理を進めつつ､公共事業の実施に際してより関連の深い公正関心を反映
した項目を作成して調査をおこなう必要がある(,
住民側のマイクロ公正関心に対する認知が行政の全体的公正感を弱めたことは､事業実施に
よって強いられる負担を回避しようとする住民側の主張が､一般市民からは正当なものと知覚
されやすい可能性を示しているD　地域住民のこうしたマイクロな関心は見方を変えれば｢地域
エゴ｣と否定的によばれることもあるが､近隣地域の市民はむしろ肯定的に受けとめる傾向が
あるかもしれないo　ただ本調査の回答者は公共事業問題に比較的感心身をもち､将来的に紛争
当事者となりうる可能性を高く認知しており､そのことが地域住民の立場からの評価を促した
可能性もある｡
一方､住民側のマクロ公正関心認知は全体的公正感を規定せず､一般市民は反対住民による
環境保護や事業の非効率性の主張を､事業主体に対する公正判断とは独立に評価していたo部
分的にではあるが､おそらく事業計画を策定する際の公正さは事業自体が直接､人々におよぽ
す結果から判断される要素が強く､環境保護の訴えはそうした判断の観点からするとやや間接
的であると解釈できるかもしれない｡
対立の解決可能性罷知の規定日
行政-の全体的公正感が対立の解決可能性認知を高めたことは､事業計画の策定において公
正さに配慮することは､計画に対する公共受容を促進するだけでなく､その計画をめぐって生
じた紛争を円滑に解決するためにも重要であることを表している｡また対立可能性認知は行政
側のマイクロ公正関心認知と住民側のマクロ公正関心認知によってi)強められたD　逆にいえば､
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この結果は､行政がマクロ公正の観点から事業実施を主張し住民がマイクロ公正の観点から反
対を主張した場合には紛争が生じやすくなるというように公共事業紛争の対立構造が認知さ
れている可能性を示唆するo　ただ､行政のマクロ公正関心と住民のマイクロ公正関心が対立の
解決可能性認知を直接抑制する効果は認められず､対立構造に対するこうした認知と対立の解
決可能性を知覚する過程は別かもしれないo
本研究の制約と今後の課標
ひとつの公共事業が実施されることによって影響を受ける市民は､潜在的にみればあるいは
長期的にみれば､国民全体を仮定することが可能かもしれないが､実際には局所的であること
が多いだろうo公共事業紛争が居住地域や直接的な利害はなくとも近隣地域で起きている場合
には､調査回答者の回答傾向も変化することが考えられる｡今後は､そうした地域をとくに対
象として調査をおこない､公共事業紛争に対する認知過程を明らかにするとともに､一般市民
のそれとの比較をおこなっていく必要がある｡
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Table 1本研究で用いた調査項目､平均肺､標準仙差
調査項目 儁 ?x??l 
公共事業の現状と今後 ?? 
現れU)日本J)公共事業政'ifi;には満姓しているn ?紊r?0.97 ?
H本は､現在の公八事業の規模を維持するべきだと思うn ???1.24 ?
公共事業の比直しについては関心がある(, 釘緜b?.97 ?
公共阜業は､今後も､わたしたちC')'1:.活を快適にするために必要である,, ?纉?1.23 ?
行政との利害鋼幣が必r_illとなるJ::)な公共事業が､自分の住む地域にも 釘??I.10 ?
興る可能性はあると思う′､ 
利Lf対V.の解決目指巨性 ?? 
対立は解決Pf能であるn多くU)場合､それぞれU)1単音は対､L/-_を解決す ? ?
る意JLミがあるようにみえるLl 
行政マイク｢j/公JLL_関心 ??.63 
政府や行政システムは､必要性U)高い地域に優先して公共事業を尖施し ?紊2?.31 ?
ようとしている._. 
政府や行政システムは､そU:)地域の事情にそのつど合わせた考えを持つ ?纉?I.13 ?
て､公共事業0-)実施を決めTいる<=, 
1j-iEkマクロ公正関心 ??.83 
政府や行政システムは公共事業をJji:施することで､国の経済を全休とし ?紊?1.22 ?
て活性化しようとしている:=, 
政〃粥｣行政システムは公典事業を実施することで､国U:)利便性をAii体と ?紊R?.12 ?
してr,I,J上させようとしているn 
政府や行政システムは公共事業を尖施することで､利便性の高い地域と ?纉?T.09 ?
低い地域のjf:を小さくしようとしているU 
政府や行政システムは､その地域個別の事情より､社会全休としての刺 ??r?.15 ?
益を考えて､公共事業の尖胞を決めている∩ 
什民マイクロ公正関心 ??.65 
公ll,=11‥業に反対する地域住民は､他の地域の作民と比較して､r'l分たち ?紊?一.05 ?
だけに負担がしようじることを解消しようとしているo 
公共事業に反対する地域化民は､その計耐こH分たちの個別の制約ミ辛 釘?"?.95 ?
慮されていないことに不満をもっている∩ 
公共事業に反対する地域住民は､その地域全体の利益のために,F1分た 釘?"?.04 ?
ちの斗満を犠牲にしなければならないことにイ一滴をもっている(. 
住民マクロ公止関心 ??.71 
公共事業に反対する地域住民は､その*J-業をおこなつても地域の利便性 ?繝"?.01 ?
が全体として向卜.しないことを行政に理解させようとしている凸 
公ll,=軒業に反対する地域住民は､それを通して､自然環境や生態系を保 釘貪?卜11 ?
護しようとしているU 
公共事業に反対する地域住民は､それによって負担を強いられる什比と ?紊?1.04 ?
そうでない住民0)利害の差を改めようとしているo 
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公jl,--卓二業に反対する地域住民は､白分たち)I)個別cF)事情より､社会全体 ???1.18 ?
の利益を考えた上で反対している′=. 
手続き的公TF感 ?? 
政府と行政システムは､公共事業cr)計画を決定するさい､関連地域の什 ?縱?1.04 ?
民に行政に対して白分の.Ltd-比を述べる機会をF才一えている.1 
全体的/jhl:_感 ?? 
政府と行政システムは公J仁な観点から/Jt共事灘の計画を+/-/こている,_. ?緜?1,07 ?
165
公11,A-事業紛争とマイクローマクロ公TE 12
Table 2　分配的公jl=関心の認知に関する因子分析結果
調査項目 ?h??因子2 ?h?璽2?
政府や行政システムは､その地域個別の事情より､社会全体としての ?縱コ?.058 蔦???
利品を考えて､公共事業の実施を決めているo(行政マクロ) 
政府や行政システムは公共事業を実施することで､国の利便仕を全体 ?縱S"?0.014 ??C?
として向卜させようとしているLl(行政マクロ) 
政伯=や行政システムは公共単葉をJji:施することで､同U)経済を全体と ?縱C"?.092 蔦??B?
して活性化しようとしている｡(行政マクロ) 
政府や行政システムは公火車業をJA:施することで､利便性の高い地域 ?緜s?0.004 ????
と低い地域の差を小さくしようとしている._,(行政マクロ) 
政〝粥'行政システムは､その地域の阜情にそのつど合わせた考えを持 ?緜S"?0.144 ??SB?
つて､公共事業の実施を決めている〔,(行政マイクロ) 
政府や行政システムは､必要性cF)高い地域に僅Jjtして公共事業を実施 ?經C"?.004 ??ッ?
しようとしている,,(行政マイクロ) 
公舛事業に反対する地域住民は､それを通して､自然環境や′1--_態系を 蔦??8b?.747 ?ﾃ?B?
保護しようとしているo(住民マクロ) 
公姓事業に反対する地域化民は､その事業をおこなつても地域の利便 蔦??b?.633 ??S?
件が全体として向上しないことを行政に群解させようとしている(.(住 
民マクロ) 
公共事業に反対する地域住民は､自分たちの個別の一針百より､社会全 ??SB?.608 蔦?##"?
体の利益を考えた上で反対しているn(住民マクロ) 
公地専業に反対する地域住民は､それによって負担を強いられる住民 ????.460 ??S2?
とそうでない住民a)利害の差を改めようとしているo(什民マクロ) 
公八事業に反対する地域住民は､その地域全体の利益のために､自分 蔦??"?0.036 ?繝C"?
たちの/i-.活を犠牲にしなければならないことに不満をもっているo(住 
比マイクロ) 
公共事業に反対する地域住民は､その計画に自分たちの個別の事情が 蔦??"?.010 ?緜Sr?
考慮されていないことに不満をもっているo(住民マイクロ) 
公共事業に反対する地域住民は､他の地域の住民と比較して､自分た ??S?0.005 ?紊??
ちだけに負担がしようじることを解消しようとしているo(住民マイ 
クロ) 
因子間相関は凶了･1と凶了-2が128､因7-1と困7-3が.208､閃+2と因子3が.393であった｡
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*p<105. *p<.Ol.
Figure l　公正関心認知､行政-の全体的公正感､対立の解決可能性認知のパス分析
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交渉の榊難さ悶超和幻想1
なぜ交渉がまとまらないのか:
合意形成における国定和幻想
福野光輝
(北海学園大学経営学部)
入試での合格判定方針から温泉宿での宿泊代､夫婦での子守り時間の分担まで､われわれは日々
多くの交渉をおこなっている｡交渉とは､利害の不一致を解決するために2者以上の当事者が共同
で意思決定をおこなう過程をさす｡利害の不一致とは､利益や損失に対する考えhLや意見の異なっ
ている当事者が､自分の立場を主張してゆずらない状態を意味する｡操作的には､利害の不一致と
は､両者にとって採択可能ないくつかの解決策があるときに､当事者によって解決策に対する選好
が異なっている状態といえよう｡
交渉による合意形成は､第三者を介した意思決定にくらべて費用が少なく､当事者双方にとって
望ましい解決策を発見しやすいという利点がある｡しかしまさにこの利点が交渉当事者どうしで十
分に活かされていない｡つまり客観的には合意可能な交渉であるにもかかわらず､実際にはかなら
ずしも双方にとってもっとt)最善の解決策に到達するわけではない｡交渉研究の背景にある根本的
な問いはこの原因と対策を検討することであるo
この問いに対するアプローチにはさまざまなものがあるが(e.g..福野･大子札1997)､本稿では交
渉者の認知バイアスが合意形成におよぽす影響を考察するo　具体的には､交渉過程に特有の認知バ
イアスのひとつである固定和幻想(fixed-pie assumption lperception])をとりあげるo固定和幻想を理
解するためには､ 2種類の交渉構造を区別することが必要であるoそこで､はじめに分配的t固定
和]交渉と統合的[変動和]交渉という2つの交渉について述べる｡
2つの交渉:分配的交渉と統合的交渉
交渉構造は利害不一致の程度によって分配的交渉と統合的交渉にわけられる｡分配的交渉では利
害が完全に対立しているo　つまり一方が利益を獲得すれば他方が同じ分だけ失う状態である｡分配
的交渉は固定和交渉ともよばれるが､固定和とは分配可能な醤源が全体として一定ということであ
り､両者の獲得利益の和はつねに同-となる｡交渉の争点がひとつだけの場合､その交渉は必然的
に分配的となる｡たとえば､ひとつのケーキを2人のきょうだいでわけるときや､中古車の売買に
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おいて売り手と買い手が価格のみを争点として交渉するときがそれにあたる｡
一万､統合的交渉では､ 2着の利害は対立しているが､完全に対立しているわけではない｡利害
が完全に対立しないためには､いいかえれば-,b-の利益がそのまま他方の損失とならないためには､
交渉の争点が2つ以上あり､かつその争点に対する優先順位が双^~で異なっていることが不可欠と
なる｡たとえば､数日後にひかえた演奏会のために､あなたがアパートの自室でピアノの練習をし
ていたとき､階下の住人からうるさいのでやめてほしいといわれたとしよう｡この苦愉i一見､ピ
アノの練習を今後一切やめるかいなか､あるいは今より練習時間を短くするかいなかという利害対
立状況と考えることができる｡つまりあなたはできるだけ長時間練習したい､相手はできるだけ練
習時間を短くしてほしいと考えていたならば､争点は練習時間の長さのみとなりこの交渉は分配的
となる｡しかし相手の話をよく聞いてみると､階下の住人にはうまれたばかりのこどもがいて､ピ
アノの音で昼寝をしてくれないことが不満の原因であることがわかった｡そこで2人はピアノの練
習時間帯を変えることで合意した｡練習時間帯を変えることは､アパーートでピアノを一切練習しな
いことや練習時間を短縮することより､双方を満足させる結果である｡あなたはこれまでと同じ長
さだけ練習できるし､相手はこどもを昼寝させる時間帯に騒音をきかなくてすむからである｡この
よ;)な合音を統合的合意とよぶ｡相手の苦情の背景にある利害関心があきらかになることで､実は
この交渉には｢練習時間の長さ｣と｢練習時間帯｣という2つの争点がふくまれていることも明確
になった｡さらにあなたは練習時間を確保することを重視し､相手はその時間帯を変えることをよ
り重視しており､その意味でそれぞれの争点に対する優先順位は双方で異なっていたoいいかえれ
ば､交渉の争点が2つ以上存在するだけでは統合的交渉とはならない｡両当事者とも争点Aを争点
Bより重視していたならば､争点の優先順位は双方で同じであり交渉構造は分配的となる｡争点の
優先順位が双方でことなっていることが統合的交渉のもっとも重要な特徴であるo
固定和幻想
このように現実の交渉は客観的には2つの構造のいずれかによって特徴づけられるが､われわれ
は交渉ときくとついおたがいの利害が完全に対立している状況をイメージしてしまうように､一般
に交渉当事者はその状況を分配的とみなしやすい｡たしかに実際の交渉構造が分配的であるときに
はこうした状況認知もあやまりではないo Lかし実際には統合的な交渉であるにもかかわらず､当
事者がその状況を分配的であると知覚している場合には､その認知はあやまりとなる｡両者の利害
が完全に対立しているという思い込みを固定和幻想とよぶ(e.g., BazermaJl, 1983; Thompson & Hastle,
1990)｡固定和幻想をもってしまうと､交渉者はその状況を競争的と知覚するため､主張的な行動が
-　17ロー
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ふえたり､個々の争点のみに注目した視野のせまい提案がなされやすいため､結果的に交渉を統合
的にまとめることが困難となるo
固定和幻想を低減するには
では固定和幻想を低減するためにはどうしたらよいのだろうか｡固定和幻想は交渉時にほぼ普遍
的にしようじるとともに､交渉行動やその結果に大きな影響をおよぼすため､これまで多くの研究
者がこのバイアスの規定因を検討してきた｡研究の流れはまずおおまかに2つに整理することがで
きる｡ひとつは固定和幻想の存在に気づくことの重要性にかんするものであり､もうひとつは交渉
時の具体的な行動変化にかんするものである｡後者はさらに､情報処理的なアプローチと動機的な
アプローチにわけられる｡
まず､一般に､ほとんどの交渉者は自分が固定和幻想に陥っていることに無自覚だろう｡固定和
幻想に気づかなければ､克服することも不可能であるo逆にいえば､交渉者が固定和幻想の存在を
理解すれば､それだけで後に述べるような具体的な交渉行動の変化をみちびくことにつながるoた
とえば､交渉経験をつむことは固定和幻想に気づきやすくさせる｡実際に､交渉の専門家は素人の
交渉者より固定和幻想に陥りにくい(Neale & Northcra札1986: Pinkley, Grifrith. & Notthct紙1995)o
また交渉実験に複数回参加させることで大学生の経験値をあげることによっても固定和幻想は低減
する(lllOmPSOn, 1990a, 1990b)D固定和幻想の存在に気づくことができれば､交渉争点のどれが自
分にとって優先順位が高く､どれが低いのかということに注意がむきやすくなり､優先順位の高い
争点では相手に譲歩してもらい､低い争点では自分が譲歩するという統合的な提案が可能となる｡
また争点がひとつしかない交渉でも､交渉者が新たな争点をつけくわえることで統合的な交渉構造
に変換することもできるだろう｡
次に､固定和幻想を低減するために､実際の交渉ではどのようなことに気をつければよいのだろ
うかo固定和幻想が交渉状況に対する偏った見方を反映しているとすれば､ひとつは相手の利害関
心をできるだけ正確に理解することが必要だろうo　もちろん自分の利害関心を相手に正直に知らせ
てしまうことは不利な結果をみちびきやすい｡そのため一般には交渉者は留保価格とよばれる譲歩
の限界ラインを開示することには消極的であるo　ただ話し合いをつうじて､留保価格を知ってもそ
こにつけこまないという相互の信頼関係が構築できれば､情報交換を積極的におこなうことで争点
の優先順位に関する情報を得ることは可能だろうu Thompson (1991)は相手の利害関心にかんする情
報交換が固定和幻想を低減することをあきらかにしている｡また話し合いの進め方それ自体を､相
手の利害関心-注意が向くように変えることも効果的かもしれないo Atwachalam& Dilla(1995)は､
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大学生に交渉させる際､交渉争点とそcf)優先順位にかんするワJ/シーートに記入することをもとめ､
課題内容について熟考する機会をあたえた｡その結果､こうした機会をあたえなかった参加者にく
らべて､相手U)利苫関心にかんする判断が正確になり､交渉結果も統合的にな-)た｡
この上;)に凶定和幻想は交渉者が相手の利害関心情報をあや去って処坪することに部分的には起
因Lているが､その場含､情報処理のあやまりとはとのようなことをいうのだろうかりPinkLeyetal
(1995)は､固定和幻想の原因が｢TF催な情報を得ながらも情報処坤のLかたが,i,,や去っている｣こ
とにあるのか､情報処理は正しいに車)かかわらず｢そもそもあや去った情報を得ている｣ことにあ
るのかをあきらかにするために大学生を対象に交渉実験をおこなった結果､いずれの仮説も正しい
ことをみいだした‖つまり実験参加者は相手の利害関心にかんする不正確な情報をあや吏ったやり
力で処理していた｡二のことは､たとえ相手の利害関心情報をすべてTF確にしらされても､固定手口
幻想は完全に消滅しないことを示唆する,J実際､相手の利害関心が事前にすべてしらされた条件に
おいてヰ)､ ｢交渉状況が分配的である｣という期待を車,たされた参加者は､ ｢統合的である｣という
期待をもたされた参加者より､統合的な交渉結果は得られにくかったり　とくに交渉初期に札ほと
んどの交渉者が強い固定和幻想に陥っているが(1110mPSOn& Hast'C. 1990)､この思い込みをもつた
まま交渉にのぞんでしまうと､思い込みにそったあやまった情報処稗加納ミとられやすく､結果的
に､相手の利害関心にかんする正確な情報もゆがんで処理されてしま;)ことになるし､
このように固定和幻想は情報処理の観点から瑚牢される-力で､動機的な視点から車)その規定因
が検討されてきた‖利害が完全に対立しているという競争的な状況認知は当事者の自己利益獲得-
の関心を強めるだろ:)Uこうした競争的な動機づけはさらに固定和幻想を激化させる(pTl..･tい99O)し,
-方で､すでに述べたように情報交換が正確な知覚をうながすことから示唆されるよ:)に､問題解
決的な動機づけは固定和幻想を抑制し､統合的な合意を促進する(IJeWis&FTY. 1977) 1°さらに近
年､固定和幻想をみちびくあやまった情報処矧且程を改善する心理的要因のひとつとして､交渉状
況を正確に理解しようとする動機の効果が検討されている｡ L)e Dreu. Koole.& Ste.nel (2000)は､大学
生の実験参加者に､交渉実験中の思考過程について後ほど面接をおこなうと告げ､参加者にみずか
らのとった行動-の説明責任を課すことで正確さ-a)動機づけを高めたnその結果､説明責任を強
く意識させられた参加者は､そうでない参加者より､固定和幻想が低減し､交渉結果も統合的にな
った｡この知見は､交渉者自身が固定和幻想を意識的に統制可能であるとともに､このバイアスを
低減するためには動機的な観点からのアプローチも不可欠であることを示唆している‖
1この主張とは逆に､競争的動機づけが固定和幻想の低減と関連するという研究もある(福艶2002,
Kimrrtel, Prul帆Magenau. Konar-Goldband, 皮 Camevale, 1 980) 0
一一172-
交渉の榊難さr,l,)定和幻想　5
最後に､二二まで固定和幻想は次善U)角iJ決策や交渉決裂といった好圭Lくない交渉結果をもたら
すという前提で議論Lてきたが､こCT)前提が妥当かど')か托今後憤軌こ検討Lなければならない問
題u)ひとつであるuた,i:えはMumpowcr. Shcnleld. IlarlLng. & Ml】Ler(20(H)は､相千の利苫関心をIl=確
に判断することとそcF)当事者が糾た/交渉結果U)好ましさに開始はないと主張Lている｡.またかれ仁,
ト土､交渉者U)状況認知が､固定和幻,III.というより､ ｢両石が均等な結果を得ている｣といういわば均
A.'7結果幻想に近いことを指摘Lており､こU)瓜1さらに興味深い,凶定和幻想とはべつに均等結果
幻想が存在すrJな仁)げ､交線過程やその結果にお上ぼす均等結果幻想U)効果が､これ壬で検討され
てきた凶定和幻想C/)それとど:)異tL,ろcI)かをあき｢)かにしていく必壁があるし,
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国ィ､変信念と公正感1
日本人の国不変信念と社会的公正感
大捌憲一
(東北大学大学院文学研究科)
日本人の政治的無力感と国不変信念
政治的無力感と政治行動
[]本人の政治行動を論じる際､しばしば､近年U〕選挙における投票率の低さが取り上げられるo
衆議院選挙で見ると､昭和30年代には750/oあった投票率が､平成に入って60%前後まで落ち込
んでしまった｡地方選挙における投票率0-)低下はもっと顕帯で､平成に入-,て行われた地方選不の
平均投票率は50%台で､最近では･ 缶OO/.を則ご割り込むケースもあるoこの夏､郵政民常化を巡
って行われた衆議院選挙では近年珍しく投票率が高かったが(67.5%)､その直後に行われた地方
掛声では､軒並み50%を割り込む低い投票率で､例えば､名古屋市長選挙の投票率は実に27.5%
に過ぎなかった｡
こうした投票率の低さは､市民の政治参加の低さを表すもので､民主主義の観点からは好ましく
ない現象である0　日本人の投新J動Gr)不活発さを^-)f究している人たちは､その原因として､日本人
の間に政治的無力感(political allenatlOn, powerlessness, lne銃cacy)が蔓延していることを指摘
している(Kabashlma･ MarShall, Uekaml, & Hyun, 2000;山rTl､ 1994a).これは､人々が政治
に対して影響を与えることができないという感覚を指すものである｡
政治的無ノJ感は欧米においてはもっと以前から議論されてきたもので(Seeman, 1959)､ Cit,ln
(1974)は､それは無策な政府に対する市民U)低評価を反映するものであるとみなし､また､ Mille,
(1974)は､政党間に政策U)違いが新著に見られないときにこうした現象が強まると指摘しているo
いずれにしろ､欧米では市民の政治的無力感は政治家たちの怠慢に由火するとみなされている｡別
タイプの盟凶として政治的差別を挙げる研究者もいる(PantoJa & Segura, 2003)｡民族､性､職
果､学歴などによって差別を受けていると感じている人々の中に､政治的無力感を抱く人たちがい
るとされている｡
政治的無力感が高い人は政治参加に消極的になると考えられるが､無力感と政治行動の関連はそ
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れはと棚屯なもC')ではない仙田､ 1994a)..例えば､ Flnlfter (1970)は､政R的無力感U)構造を
閃子分析によって解析し､政柄的無力感の他に､開通する別次元として政榊勺不信感(pol】tlCal
normlessncss)というものを兄LJjLた｢,これは､ ｢政治権力が　伽の勢力によっで掌握されてい
る｣､ ｢政治において自分たちがイ､､うな扱いを受けている｣とい-'た認識で､政治に対する批.fり的な
姿勢をヂ汀pt'U)である= Flnlfterは軌こ､これら2次71:a)机み合わせによ-〕て人々を4グループに
分け､表1に示すよ:)に､終グループU)政的子J一動の特徴を倫じたが､ 1993-1996 iFc') JHS IIテ
-jJを分析したKabaHhlmaら(2000)は､日本人についても基本的にlFllじ次元を見出している｡
表1の卜部にあたる叫;t不信感が弱い人たちで､ Elk/川･を公､f′-とp-､l′仙し､政桝こ対する不満の少
ない人たちであるH彼らC')rflで､政治的撫ノJ感の似､人たちは､相槌的に政府を女持し､現仰山攻
rITリーダーに刺して進んで棚舶勺政桝｣動を/JAlす,彼｢,a)政治行動スタイルは｢政flT的統合1r_!lと
呼ばれるU　~-)∴政治的イこ仙釦溺く､かつ無力感が,Fi･.い人たちという(川ま､斗附こ巾論がなく､
圭た､政治は自分U)'1三活とは無綾なものと感じている人たちである,彼らは､政桝こ対してはポジ
ティブな,LiA味で撫関JL､な態度を形成しているL､
表U) LL/rHi､政治的イ-信感がrli1'く､ rt]:U)中に不満をもっている人たちであるnそC,y卜でも鮒ノJ感
が低い人たちは｢改革J加伸｣の政治行臥即ち､政策や政治システムU)惟IF_を求めて抗漸1動な
どU)fF;軌に参加する傾向が頗い人たちである.彼らは､現尖U)政桝二は不/Jt平や不if:があるが､そ
れらは改葬可能であると信じて､地殻的な杜公述動に積極的に参加する, )j､イ-信感と無ノ)感が
ともに高い人たちの卿f77タイルは｢極度鰍丈型｣と呼ばれる｡彼らは政治に対してィ､満が強いが､
合法的な手段ではこれを変えることはできないと感じているので､もっとラジカルで非合法的な手
良(暴動など)に訴えるか､あるいは､イIL満を抱いた圭ま､政治に背を向けるといったネガティブ
な無臥し､作引こなりやすいu Flnl鮎rの分析は､政治行動U)スタイルが政柄的無力感だけでなく､世
cr)中に対して不満を持っているかど;)かによっても規起されることを示している..
日本人の政治的無力感と国不変信念
日本においては政治的無力感cf)届く因はどU)よ')に考えられてきたのであろ;)か｡丸山定男
(1954)は伝統tE'l無恥Llと卿℃型無関心について論じている.1前近代社会では､政治は特定の身
分的地位にある少数のものが行うもU)と考えられていた,.般庶民は政治とは無縁で､これに関心
をもとうとしなかったし､政治に関わるとろくなことがないといった怖れすら抱いていたD民主主
義社会の現代においても､政治制度や剛帥権利に対する!鮒1から､政肘ま｢お上｣ a)やることと
信じ込み､これに自分たちが関与できるとは思っていない人たちがいるが､こうした態度が仏枕的
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無関心であるnこうした仁瀬棚欄心は､低7･･歴､頗業従事肴､郡部rl]･-作者などにみられるとされ
ている(Flanagan, K6hel, Mlyake, RIChardson, & Watanukl, 1991)=
一方､政治的知識はあるが､様々な理由で政治に無関心な人たちがいるo典型的なタイプは村上
(1984)が｢生満保′:f上敷と呼んだ大柳勺政治意識にみられるn昭和50年代､高度成長a)給札
国民/相は飽かになり､多くの日本人は自｣を中流とみなすに至った=この｢鮎､な社会｣の中で
育った人たちの中には､趣味､娯狐家庭など個人的棚をウニ受することに熱中し､社会的問題に
11を向けようとしにない政治的に無関心な人たちが増えたとされる,
Flnlfterが指摘したJ:うに､日本人においても無ノ]感が政治的不信感と結びついていると解釈す
る研究者たちもいる(Kabashlma et al一, 2000)u Rノ-ま､高度舶期の後糊､らバブル期にか
けて､多くの政治事件や政治スキャンダルが起こった(,ロッキード事件を始め､佐川急仙酎牛､ゼ
ネコン汚職事件など､政治家や行政が絡む醐‥や賂感が柵次いで起こり､しかも､政府も国会もこ
うした政治の汚染体質を抜本的に変えることはできなかった1こうした状況の中､国民の間には日
本の政治を変えることfiできないという無力感が仏が-)たとされている(山田､ 1994b)｡
Kabashlmaら(2000)は､ CltrlnやMl止er a)仮説が｡本人にもあてはまることを尖証し､日本
人の間に政治的無力感が蔓延した一因は政治家V)恵悼や-的スキャンダルにあるとしているJ
我々は､ H本人の政治的無ノ]感の背展には､同に対する独特の信念があるのではないかと仮定し
た(大判･福野.今れ2003),逮)声を棄権する人たちの中には､しばしば､ ｢誰が首相になって
も変わらない｣ ｢との党が政権を執っても人した違いない｣といった発言をする人がいるL,これは､
自分がどの党に､どの候補者に投票しても､政治を変えることはできないという政治的無ノノ感を表
していると比ることもできるが､それだけではなく､彼らが｢日本は射ヒしにくい国である｣とい
う信念を持っていることを示唆している∩我々は､この信念を『国不変信念』と名付け､その測定
を試み､それが人々の政紬付会的行動にr+える影響を検討してきた(大樹ほか､ 2003)｡
人々は､自分が作んでいる国に対して｢安全である｣ ｢勤卜ごある｣ ｢民主的である｣など､様々
の見方をしているnこうしたLgに対する認知や態度のひとつに-変信念がある｡これは､ rU本
の社会には､伝統文化に根ざした独特の仕組みや構逃があ-)て､これ札政治的リーダーが変わっ
ても容易には変化しないものである｣といった内容をもつ信念-ごあるr,こうした信念は政治的無ノブ
感を隼みだし､欧米の研究者が指摘してきたように､結果として､投票など政治参加を減少させる
と考えられる｡
しかし､国不変信念が直ちに鮒粕無ノJ感や政治不参加U)原因となるわけではない｡日本の場合､
どんな選挙においても投票所に足を運ぶといった政治参加率の高い集団のひとっに､自由民t党を
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支持する保LTlfJ宙を上げることができる｡彼らは､血縁､地縁､取引関係､雇用関係などU)利害関係
で結びついたネットワークを形成し､選挙になると支持候補者を当選させるために組織的選挙を展
開するo　我々が不変信念と政党支持の関連を調べたところ､この政治参加に熱心な保守層の人々の
間でも､不思議なことに､選挙を棄権するなど政治参加に不熱心lな人たちと同様U)国不変信念が強
く見られた(人測ほか､ 2003)｡即ち､自民党を支持する保守的な人々C/)間にも､ ｢日本社会には
伝統文化に根ざした独特の仕組みや構造がある｣といった考え方が強く見られたのであるo
このことは､国不変信念には少なくとも2つのタイプがあることを示唆している｡.一山まポジ
ティブな凶不変信念で､ ｢日本は公正で望ましい社会構造がもち､これは伝統文化に根ざした変化
しにくいものである｣といったもので､自民光を支持する保守J削こ強く見られると思われる｡他方
はネガティブな国不変信念で､ ｢日本社会は不公iFで望ましくない引会構造を持っているが､これ
は変史凶難なものである｣とつた内容のもので､政治的無関心J軌こ強いと思われるo　こうした分析
は､凶不変信念と政治的無関心の結びつきは決して単純なものではないことを示唆しているo社会
的公ll:感を考慮に入れることで､凶不変信念が人々U)政治行動に及ぼす影響を更に詳細に明らかに
することができると考えられるo
日本人の国不変信念と抗議行動:実証研究
本節では､最近､我々が行った実証研究に基づいて(大子札2004)､日本人における国不変信念
と社会的公正感の関係､また､それらが彼らの政治行動に与える彩響を検討する｡
国不変信念と政治的態度
前節において､我々は､どの政光を支持するかとか､選挙に積極的に参加するかどうかなど､政
治的態度が同不変信念と社会的公正感によって規定されることを論じた.ここで､このFHJ越をさら
に詳細に検討するために､我々はこれらふたっの変数を組み合わせ､人々を4グループに分ける
ことを試みた(衣2)o
衣の上段は社会的公止感U)高い人たちで､現在の政肘や政策に満足している人たちであるo　それ
故､彼らは政権を担当する自民党を支持する保守的政治態度の持ち主である∩　中でも､左上のセル
は､国不変信念も高い人たちで､いわゆる､ポジティブな国不変信念を持っている人たちであるo
彼らは､ E]本社会が仏統的に公LL･な社会構匙を持っているという素朴な信念の持ち主なので､我々
は彼らを｢素朴な保#J由｣と呼ぶことにする｡一方､右上のセルは､やはり現在U)日本社会を肯定
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的に見る保刊勺な人たちではあるが､彼らは素朴な梢イ言念は持-)Tおらず､日本社会は変化にさ
らされていると危機的な認識している人たちであるLつ彼らは政策について具体的な関心を持ち､そ
の値非について現実的に判断しようとする姿勢を持っているであろうoそれ故､我々はこのグルー
プを｢現実的保守層｣と命名した｡
炎2の下段は､社会的公正感の低い人たちである･l左下のセルは､社会的公正感が低いが､国不
変信念は高い人たち､いわゆる､ネガティブな-変信念を持つ人たちである｡彼らは社会に対し
て欄を持っているが､世U)qlを変えることはできないと恩-)ているので､政治に背を向ける｢無
関心胤となるであろう0 --人右Fのセルにあたる社会的公正感と凶不変信念の両)}-A;低い人た
ちはどのような政治的態度を持っ人たちであろうかo公止感が低いことから､彼らは政凧こ対して
批判的な態度を持つと思われるが､ --念は低いので､やり方次第によっては社会のあり方を
変えることができるという効ノノ感を持っている()それ故､彼らは､社会的公正感が低い点では無関
心層の人たちと同じだが､彼らとは違って､不公仙政策や制度を変えるために､政治行軌に積極
的に参))けると思われるoこうした-から､我叫まこのグループを｢革新軌と呼ぶことにする｡
本節では､政党支持を政治的態度の指標として､我々が行った社会調査(大乱2004) J)デー
タを再分析し､これをもとに表2の坤論モデルの検証を試みるo
抗議行動の要因
加えて､我々は､社会的公正感と国不変信念によって規定された政紬態度がどのように政紬
行動に影響するかについても-を試みた∩ここでは､我々は政治的行動として抗議行動に注目し
たo
抗議行動とは､政伽)政治的決定や政策に反対し､これを変更させようとする行動である｡社会
心鮒こおいては､抗議行動は社会的公Jf一感とU)関軒e射されてきた(Tedeschl & Nesler,
1994･'TYler･ Boeckman･ Smith, & Huo, 1997/2000)し･三･撚ながら､社会の中で自分が公止な扱い
を受けていると認知している人に比-て､不公正に扱われていると-している人たちの加､抗議
行動に従事する傾向が高いo
抗議行動は､規削勺なものと反規削勺なもV)に分けることができるn規範的抗議とは､今洲手
段で政府に対して小満や抗議を表明するやり方で､ ｢授乳インターネットなどによって直接的に
意舶表明する｣､ ｢署名､募金､集会参加など社会運動に参)Jnする｣､ ｢選枇おいて野触補者に
投票する｣などの行動が含まれる0 --万､反規範的抗議とは､ -法的手段によって不満や抗議を
表すや｡桝､ ｢暴動や反政肝活動に参加する｣､ ｢脱税､節税など､税を逃れる工夫をする｣､ ｢選
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'声では廉権する｣､ ｢礼会のルールを無視したり､逸脱した行動をとる｣なとが含まれる0
衣2において我々は社会的公TF一感とl勾不変信念によって政治的態度を4タイプに分類したoこ
の枠組みにおいて､抗議行動はどのように予測されるであろうか〔抗議行動を′】けC,)は公lE-T感が低
い人たちであるが､中でも､不変信念が低い人たちには規範的抗議行動が多いと我々は予測する,∫
彼らは日本社会が変化しうるものであると信じているので､選挙や社会運動などの介法的･規範的
手段を用いて不公止な政策の変更をFl指すであろうLつ　方､イ二変信念が如､人たちは､日本の不公
止な社会構造は変えることはできないと感じているので､合法的手段によって政策を変更させよう
とすることは少ないであろう<)そC')代わり､彼らは不満を爆発させたり､法律を無視して自己利益
を図ろうとするのではないかと思われる｡こうした考察に基づいて我々は､表3に,T'すように､
下段U)左U)グループには反規範的抗議行動が､右のグループには規範的行動が多いと予測した｡
データセットと質問項目
我々は2000年から2002年にかけて3年間､転隼3､ 4月に日本の一般市民を対象に､ 『日本の
社会システム』に関する社会調査を実施した｡各牛､今即)市町から無作為抽川で成人3,000人
はとを抽出して調査柴を郵送し､それぞれ800-900人から回答を得た∩総棟本数は2,564名､回
収中は26.7%である(人側､ 2004)(,
3回U)調査ではいずれも､調査票に､不変信念と社会的公⊥目盛を測定する項目が1個ずっ含まれ
ている｡不射言念を測る項目は｢U本の国や社会には独特の仕組みがあり､それは政府､行政シス
テム､政党などが変わ-｣ても､本質的には変化しない｣､社会的公正感を測る項目は｢E]本の同は､
基本的には､公平な社会である｣というものであるrJ lnl答者には､ ｢日本の社会､国､政府などに
対してどのような意見を持っているか｣とたずね､そのLで､これらの項目が自分の考えにどれく
らい当てはまるかを6段隅尺度で評定させた(1点～6点)Llまた､政治的態度の指標として回答
者がどの政党を支持するかについてもたずねた｡
抗議行動については､表4に小す6 Tanを用いた｡前半の3項目は規範的行動を測定するもの
で､社会運動-の参)肌意見表明､投柴行動をたずねているn後半の3項目は反規範的行動を測
定するもので､選'F:での廉権､社会ルールの無視､節税などをたずねているn回答者には､ ｢こう
した行動をとることがどれくらいあるか｣と聞き､各項目を6段階尺度で評定させた(1点～6
.L.-.小
政治的態度の分析
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図1は､支持政党別C')社会的公JL感と不変信念V)平均値である､近叶､政界再編成が急激で､
政党の組み合わせは調査が行われた3年間でも変化しているが､更にその後も変化してきている
ので､ここでは､現在存在する+.な政党である｢自由民主党｣ ｢民辛党｣ ｢公明党｣ ｢共産党｣の支
持者と､それに｢支持政党なし｣のグループについてだけ結果を示す1
これらC')グループを表2 a)分類に当てはめてみると､自民党支持者は｢保守層(｢素朴な｣及び
｢現実的｣)｣､その他〝)政党支持者は｢革新層｣､無党派(支持政見なし)は｢無関心層｣とみなす
ことができる..無党派の人がみな政治的無関心屑ではないが､彼らは支持政党を持つ人に比べて政
榊勺無力感が強いとするKabashlmaら(2000)のJi)r究結果もあることから､このグループには
政治に対して消極的な態度の人が多いと推論することができるり
さて､我々の調査において､社会的公iE感の回答者全体の平均値は3,40だ-'た〕これは､ほほ
尺度のrTl点(3.5)にあたり､大まかな表現をすると､回答省の半分はU本を公平な社会だと評価
し､他の半分は不公､1':だとみていると言えようo r対)を比ると､ Fl民党支持者は日本を公TFjf社
会とみなしていたが､他cT)政党支持者たちの見方は否定的だった,,中でも､典産党支持抑iR本社
公を最も不公｣lこと見ていた｡無党派の人たちの社会的'jWて感は民辛党支持者と同程度に低かったが､
必ずしも極端に低いというわけではなかった､
-)5､回不変信念のInJ答者全休U)平均値は4.05であった=　この項目に対して尺度値4以Lの評
定をした人の割合は70.5%で､このことは､回答者の70%が日本社会を独特の不変な構造がある
と見ていることを示し､国不変信念がR本人の間で広く抱かれていることを示唆している｡図1
から分かるように､このイ＼変信念は無党派の回答者(無関心層)と白民党支持者(保守層)におい
て特に高く､他の政党支持者(革新層)では一一般に低かったり特に､共席党支持者では不変信念は
低かったo　こU)ように､政党支持別のグループを公正感と不変信念に関して別々に比較した図1
をみると､公TF感､不変信念とも､表2 (∫)モデルに基づいて予測したものとほほ一致する結果が
得られているLl
我々は史に､社会的公TF感と国不変信念U)尺度の中点(3.5)で回答者を分割して4グループに
分け､それぞれにおける各政党支持者の割合を調べてみた｡図2に示されているように､公lT=感､
不変信念ともに高い人､即ち､ポジティブな不変信念をもつ人たちは､自民党支持者に新著に多か
ったLつ　白民党支持者の約半数がこのグループであったのに対し､他の政党支持者では公止感､不変
信念ともに高い人は3割前後に過ぎなかった｡これは表2の｢保守層｣について我々が立てた予
測と　一致したものである.｡　万､ネガティブな不変信念を持つ人､即ち､公正感は低く､不変信念
の高い人たちは無削Rの人に多かった(約4 1#rJ)〔,彼らを｢無関心層｣とみなすと､これも我々の
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予測通りだったが､しかし､このタイプは民主党支持者にも多かったので､ ｢革新層｣にあたる野
党支持者の間でもネガティブな不変信念を持つ人が少なくないことを不しているo
｢革新層｣とは､我々の仮定では公正感と不変信念がともに低いグループで､これは非自民党支
持者に多いと予想される｡図2をみると､このタイプの人たちは共産党支持者に新著に多かったo
民主党､公明党支持者でも自民党支持者に比べれば割合は高いので､この点についても､我々の予
測通りの結果だったと言えよう｡なお､公止感が高く､イこ変信念が低いというタイプは全体として
数が少なく､また､政光支持cl)違いによって差はみられなかったo
以上より､衣2に示した我々の理論的T,測は概ねデータによ-｣て尉寸けられ､このことは､ Iil]イく
変信念と社会的公正感が人々V)政治的態度を特徴付ける認知要凶であることを示している｡
抗議行動の分析
抗議行動を測定する6項目について肘7･/分析を行ったところ､仮定したように､規範的と反規
私的の2次元が見出されたので､因子得点(項目平均値)を使って以下の分析を試みた〔,
まず､恒搭肴を公11-感の高い人と11公L｢感の高い人に分けて抗議行動を比較したものが図3であ
る〔こU)凶に/1-こされているように､イく公止の高い人は公正感の高い人よりも規範的抗議､反規範的
抗議どちらのタイプも多く小したoそれ故､この結果は､社会的不公正感が政治行動(ここでは､
抗議行動)を規定することを示しているo
我々は表3において､不公正感と抗議行動の関係は国不変信念によって調幣されることを予測し
たo　即ち､不公iF.感が商いが不変信念の低い人は規範的抗議行動を示し､一七､不公7f=_感と不変信
念の両方が高い人は反規範的抗議行動を示すとT,測したD　これらの仮説を検討するために､まず､
我々は公正感と不変信念で回答者を4分'LmL､規範的抗議行動と反規範的抗議才｣動を4グループ
感で比較したo Lx14は規範的抗議の分析結果であるが､これをみると､低公止感･低イこ変信念グル
ープが他C/)3グループよりもこのタイプU)抗議子J軌を多く示していた｡これは我々のf滴りに一致し
たもcl)で､世C/)中を不公正と見ているが､日本社会は変更可能であると信じている人たちは､変更
不能であると信じている人たちよりも､規範的抗議行動､即ち､社会運動や投票行動など合法的な
政治活動に参加することが多いことを示しているo
我々は別の研究において(大捌ほか､ 2003)､凶不変信念の低い人たちは､政府や国U)諸機関に
対して手続き的観点から公止であると評価する傾向があることを見川した｡手続的公正とは､人々
がLlミ1の政治的決定に対して自分が参耐できるというコントロール感や､政府や行政機関が自分たち
の立場を尊萌してくれるであろうという信頼感に息づいている｡本研究結兄と併せてみると､こう
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した知見は､自分たちが政治的決定に対して影響を与えることができる､凶の制度や仕組みを変更
することがHJ能であるという効力感が､こうした人たちの積極的政治行動を促すものであると言え
よう1,逆の観点からすると､不満を持ちながらt)､白分たちの意比が政府や行政には伝わらないで
あろうとか､日本社会は変えようがないといった政治的非効jJ感､あるいはネガティブなイく変信念
を抱いている人は介法的な抗議行動には参加しないことを意味している｡
ところで､我々は､ネガティブな不変信念を持つ人たちは反規範的抗議行動に向かうであろうと
予測したが､この予測は支持されなかったo　というのは､このタイプU)抗議行動は全般的に少なく､
公正感Ⅹ不変信念で回答者を4グループに分けても､先に述べた公iE感の高低以外の差は見川さ
れなかったからである｡日本人は政治に不満があっても激しい反政府運動などは起こさない傾向が
あると言われているが､ Jji規範的抗議に関する我々の7,測が支持されなかったのは､そうした理由
からかもしれないが､あるいは､測定項日が不十分だった可能性もあり､さらに検討の余地がある.､
結論
本研究は､日本人に対する社会調査データをもとに､彼らの政治的態度(政党支持)と政治行動
(抗議行動)が社会的公11:.感､坦イこ変信念といった認知要因によって影響されるかどうかを検討し
たo　そcr)結果､日本社会が本質的に公lEな不変構造を持つとするポジティブなィ､変信念は､白民党
支持者(保守層)によって強く持たれ､ -カ､日本社会が不公正な不変構造を持つとするネガティ
ブな不変信念は､政治的無関心層(無党派)や民主党支持者(革新層)の間に多くみられることが
見川されたo　また､日本社会を不公止と感じる人たちは抗議行動を示したが､その中でも不変信念
の弱い人たちの方が､社会運動-の参加､選挙での野党候補者-の投柴など､合法的な政治行動に
関わることが多かったn　このことは､国不変信念が人々の政治的効力感を左右するものであること
を示唆している0
本研究では､回答者の70%が日本社会を独特の不変な構造があると見ていることを示し､同不
変信念がu本人の間で広く抱かれていることを示した｡しかし､我々はこの調膚研究を通して､ポ
ジティブな不変信念とネガティブな不変信念は､内容的に同じ不変信念なのかという疑問を抱くよ
うになったo ｢日本引会は変化しにくい社会構造を持っているか｣と聞けば肖定的に答える人は確
かに多いが､彼らがイメージする日本の社会構造は全く異なるものなのかもしれないo　この点を更
に検討することが今後の諜魅であるo　また､こうした国不変イ言念といったものが日本人だけではな
く､他cr)国の人たちにもみられるものかどうかも検討する必嬰があるo
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表1政治的無ノJ感と政治行動の類型(FlnlRer, 1970;山田, 1994より)
政汗泊勺無力感 
高 傴?
政治的不信感 俘"?ﾉ度離反型 弌ﾈｧh躪ﾏﾈﾅ?
低 冖8ｭi?ﾅ?政治的統合型 
山典. Flnlfter(1970)のFlgure l､及び山田(1994b)の図5･1より作成o
表2　国不変信念と社会的公正感による政治的態度の分類
国不変信念 
高 ??
社会的公lL感 俘"?f朴な保守層 侏ｸ?4兢ｸ菇??
低 冖8ｭi???v薪個 
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衣3　回不変信念と社会的公止感による抗議行動の分頬
国不変信念 
高 ??
社会的公正感 俘"?ﾈし ??R?
低 僵ﾘｴｹLﾙ4俔(ｶ8ﾗ9:?規範的抗議行動 
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表4　抗議行動の項目とその因子分析
カ　テ　ゴ　リ　ー　と　項　目　　　　　　　　　　　　閃子1　　閃+2
規範的抗議
政府や行政システムに請願や要求を行うグループの活動に参加した　　.811　.025
り､支援するD
政府や行政システムに､自分の考えや要求を直接伝える｡　　　　　　　.695　　.213
選挙では､政府や行政システムに批判的な候補者に投票する｡　　　　　.625　　　067
反規範的抗議
選挙があっても､投票にいかないu
交通ルールなど､ 11二会のルールを守る気はしない｡
税ノ金をなるべきおさめないように工夫する｡
.044　　　.821
.150　　　.789
.364　　　.508
寄　　　与　　　　　　　　　　　　　　　　　1.690　　1.606
干し)主成分分析とバリマックス回転｡ 2図7･の累積寄与率は58.71%L,
tLll他.大樹(2004)の表6
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一一不変信念　　　　　　　10社会的公正感
◆ 
/ 
～ 一◆- 坪???
＼/ 
自民党　　民主党　　公明党　　共産党　　支持なし
図1支持政党別の社会的公正感と国に対する不変信念
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より作凶｡
出　典
大　捌　(　2　0　0　4　)　の　凶　7
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自民党　　　民主党　　　公明党　　　共産党　　　支持なし
図2　公正感X不変信念の各グループにおける政党支持の割合
出典:大潮(2004)図9より作成
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規範的抗議　　　　　反規範的抗議
図3　社会的公正感と抗紙行動
出典･大捌(2004)の図11
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･･-●-　低不変信念-1}一･高不変信念
ヽ ～ ?
ヽ 
､● 
低公正感　　　　　　高公正感
図4公正感X不変信念の4群の規範的抗義行動
出典　大捌(2004)の図13より作成
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